
Media Do  30th Anniversary



　メディアドゥは2026年5݄��೔、「ࣜג会社メディアドゥ 設立30
प年ه念 感謝の会」をఇࠃϗςル౦ژ「޸੃の間」でࣥりߦい
ました。おूまりいただいたのはग़൛社、電子書ళ、גओ、ݩ社
һ、ಙౡݝをத৺とする஍Ҭا業ɾߦ੓౳の໿600名の皆様。
メディアドゥの社һɾ໾һをؚめると໿660名が列席しました。൴
らをલに、౻ాは一人ͻとりにޠりか͚るよ͏ に໿60෼のスϐー
チをߦいました。

　この会で皆様にお఻͑したかったのは、「これまでの30年、౻
ాはԿを大切にしてメディアドゥを経営してきたのか」。ͦ して「こ
れからઌ、この30年で積み上げてきたものを౔୆に、メディアドゥ
はͲのよ͏ なl次の30年zを築き上げよ͏ としているのか」。ͦ れと
ಉ࣌に、メディアドゥがͲれ΄Ͳ多くの人々にॿ ら͚れ、ࢧ ら͑れ
てきたかを感͡औっていただきたいと͑ߟていました。



代表取締役社長 CEO 藤田が大学3年時に創業
名古屋市中区に有限会社フジテクノを設立
名古屋市中村区名駅に株式会社メディアドゥを設立
インターネット関連事業に参入
株式会社フジテクノを吸収合併し、本社を名古屋市中村区
名駅南に移転
東京都新宿区西新宿に東京営業所を開設
着うた®配信サービスを開始
東京営業所を曙橋へ拡張移転
コンテンツ配信システム「md-dc」を自社開発
電子書籍配信サービスを開始
コンテンツ配信プラットフォーム「Contents Agency 
System（CAS）」提供開始
東京営業所を神保町へ拡張移転
徳島県那賀郡那賀町に徳島木頭事業所を開設
株式会社講談社と取引開始（翌年、同社が資本参画）

株式会社小学館と取引開始（翌年、同社が資本参画）
株式会社NTTドコモに「CAS」の提供を開始
「LINEマンガ」向け電子書籍コンテンツ配信を開始
東京証券取引所マザーズ市場に上場
東証一部に市場変更
米子会社Media Do International, Inc.を設立
本社を東京都千代田区（竹橋）パレスサイドビルに移転
株式会社フライヤーを子会社化
株式会社集英社が資本参画
電子書籍取次国内最大手（当時）の株式会社出版デジタル機
構を子会社化
徳島県徳島市に株式会社メディアドゥテック徳島を設立
出版デジタル機構の株式を100%取得し、完全子会社化

一般社団法人徳島新聞社、四国放送株式会社、株式会社阿
波銀行、株式会社徳島大正銀行と共同で「一般社団法人徳
島イノベーションベース」を設立
株式会社日本文芸社を子会社化
バスケットボールクラブ「徳島ガンバロウズ」の運営法人子会
社・株式会社がんばろう徳島を徳島県ゆかりの22社と設立
東証プライム市場へ移行
「LINEマンガ」バックエンド業務に関する独占提携終了に伴
い、2期の減収減益フェーズへ。電子書籍流通事業のさらな
る拡大、事業ポートフォリオ見直しに着手
徳島ガンバロウズがB3リーグに入会
電子マンガ・ノベルサービス「ピッコマ」と電子書籍データ
ファイル納品に関するシステム連携を開始
株式会社アムタス（現株式会社めちゃコミック）と電子書籍
取次の取引拡大に向け業務提携を締結
2025年2月期通期決算で、2022年2月期以来の増収増益と
なる「N字回復」を達成
SC（Sustainability Creation）事業を立ち上げ
Media  Do  In ternat iona lを通じて、Seven Seas  
Entertainment, LLCの持分を取得、孫会社化
徳島ガンバロウズがB. LEAGUE ONEに入会

感謝の会の実際の様子をダイジェストで
ご覧いただけます。

設立30周年に際して制作・配布された
メディアドゥの30年の歩みをご覧いただけます。

メディアドゥ設立30周年を記念して制作された
記念ムービーをご覧いただけます。

　この「感謝の会」は、メディアドゥの経営の原点であり、メディア
ドゥが30年間大切にし、これからも大切にするものを表した一つ
のキービジュアルを、皆様に初めて発表する機会でもありました。
→p.05 Key Visual ― 30年の経営姿勢を表すもの

　600名以上もの方々がご列席くださった背景には、会社設立か
ら30年、電子書籍事業参入から20年、メディアドゥが長期的に積
み上げてきた人間関係があります。メディアドゥが築き上げてきた
ビジネスの根幹は、良好な人間関係を基盤として、本質的な課題
を見極め、社内外の力をお借りしながら着実に課題解決を実現

する営み　　すなわち「人を大切にする姿勢」によって成り立っ
ています。

　列席した多くの皆様からは「メディアドゥが大切にしてきたも
のがよくわかった」「原点と根底の理念に触れることで、現在の
チャレンジへの理解度が深まった」といった声を寄せていただき
ました。私たちは30年の節目となるこの「感謝の会」を経て、キー
ビジュアルで表される大切にすべき価値を胸に刻み込み、次な
る30年もさらなる成長を重ねる決意を新たにしています。



愛
相手を理解しようと努め、
我欲ではなく「誰のため
に、何のために」を考え抜
き、創造への挑戦を重ね
ること。組織として受け継
ぐ、次世代へつながる経
営の根幹です。

Love

故郷
家族をはじめ、自身にとっ
て最も身近な最小単位の
社会を大切にし、故郷の
未来を自分ごととして考え
ます。積み上げてきた資産
や経験を、社会のために
活用する姿勢の原点です。

Hometown

人
世の中には「人間」と「空
間」しかありません。とも
に働く人々、取引いただく
人々をはじめとする他者
を尊重し、将来に向けて
成長を喜び合い、敬意を
払う関係を築きます。

Human

時間
有限である時間を、何の
ために使うのか。次世代
にとって良き祖先である
かという問いを持ち続
け、未来に責任を持つ時
間の使い方を選び続け
ます。

Time

空間
言葉よりも先に、相手の
姿勢や価値観を感じ取れ
る場所。自分が何を大切
にしているのかが自然と
伝わる空間設計は、人と
の向き合い方を示す手段
でもあります。

Space

本冊子に記載されている現在の計画、
予測、戦略等には、資料作成時点で入
手可能な情報に基づき当社が判断し
た将来見通しが含まれています。将来
の実際の業績は、様々な要素により、
見通しと大きく異なる結果となり得る
ことをご承知おきください。業績に影響
を及ぼすリスクや不確定要素の中に
は、当社の事業環境を取り巻く経済情
勢、市場競争、為替レート、税、または
その他の制度等が含まれます。

株式会社メディアドゥ統合報告書
2026（MEDIA DO Report 2026）は、
株主・投資家、お取引先、従業員等、あ
らゆるステークホルダーの皆様に向け
た統合的なコミュニケーションツール
として発刊しています。当社グループの
理念の実現に向けた各事業戦略やサ
ステナビリティ活動の方向性とその進
捗について、財務・非財務両面からわ
かりやすくお伝えすることを目指してい
ます。なお、本冊子内で「当社」とは、
（株）メディアドゥを、「当社グループ」は
当社及び連結子会社、関連会社・共同
支配企業を指します。

編集方針

2026年2月期（2025年3月1日～2026
年2月28日）を対象とし、一部対象期間
外の情報も掲載しています。

報告対象期間

将来見通しに関する注意事項
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メディアドゥはl 人のためにzとい͏ར ଞのਫ਼ ਆを、Կよりも重 ࢹ するا 業として成 長を重ねてきました。

རଞのਫ਼ਆとは、現在΍਺年ઌをଊ͑る୹期的ࢹ点ではなく、աڈからότンをड͚͗ܧ、より長い࣌間࣠、

つまりະ དྷ΍ 次 ੈ ୅のために੹ ೚を࣋ってߦ ಈ することを意 ຯします。ͦ して人΍ 社 会に関 ৺を๊き、

感謝とܟ意を࣋って人に઀する「Ѫ」を࣋つこと。ͦ れがメディアドゥの経営姿勢です。メディアドゥのا業成長は、

人として「 ਖ਼しく」「 ඒしく」ੜき、立ちډ ৼる෣͏ことで 築 か れる人との ৴ པ 関 係 が 基 盤となります。

ͦして、l社会のためのਖ਼しさzとl୭にも఻わるඒしさzをඋ͑な͚れ͹、޿くड͚入れられないことをৗに意ࣝし、

。く成長を਱げることができますڧ、までにない価値を૑଄する௅ઓをしଓ͚ることで、メディアドゥは࣋ଓ的にࠓ

30प年をه念する本キービジュアルをߏ成するޒつのԁは、ޒつのϥΠンでߏ成されるメディアドゥのا業ϩΰを

上から見たԁであり、ا業ϩΰとಉ͡৭で഑৭されています。メディアドゥが30年大切にしてきた「ۭ間ɾ࣌ 間ɾ人ɾڷނɾ

Ѫ 」とい͏ޒ つ の ཁ ૉを、私 たちはޒ つ の ԁ のキービジュアルによって、次なる3 0 年 にޠり͗ܧます。
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徳島県那賀町木頭の代名詞「木頭柚子」。激しい寒暖差、そして
清らかな水の恵みが凝縮された、肉厚で香り高い極上の産物。

柚子 ／ 黄金の果実
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　当社は2026年4月1日をもって、会社設立から30周年を迎え
ました。振り返れば、この30年は長かったようで、本当に一瞬で
した。私が大学3年生の時、就職をしないと決め、留学費用をつ
くるために事業を始めたことが起業のきっかけです。
　5月19日には、帝国ホテルで「メディアドゥ設立30周年記念 
感謝の会」を執り行いました。当日は出版業界の皆様約400名
をはじめ、総勢約660名の方々にお集まりいただきました。
　感謝の会では、これまで関わってくださった社内外の皆様へ
の感謝とともに、私が30年間の経営において大切にしてきた考
え方、そしてこれから先も変わることのないメディアドゥの根幹
についてお話ししました。

　これほど多くの皆様、とりわけ長年にわたり共に歩んできた
出版業界の皆様にお集まりいただけたことは大変嬉しく、それ
自体がメディアドゥが多くの皆様に支えられて今日まで歩んで
きたことの証であり、当社役職員にとっても、私たちの存在意義
を改めて実感する機会になったのではないかと思います。
　当社が電子書籍流通事業を開始したのは2006年です。
2017年には、当時業界No.1であった株式会社出版デジタル機
構を買収し、参入から11年で業界No.1のポジションを確立し
ました。社員一人ひとりの努力はもちろん、出版社、電子書店を
はじめとする多くの皆様との信頼関係があったからこそ、今日
における当社のポジションがあるのです。
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　2026年2月期の当社グループの連結業績
は、電子書籍流通事業の既存・新規両商流の
想定を上回る成長が寄与し、売上高が
1,085.3億円（前期比6.5％増、期初予想達成
率102.4％）と4年ぶりに過去最高を更新しま
した。親会社株主に帰属する当期純利益は第
1四半期に計上した（株）MyAnimeList売却
益により伸長し、18.1億円（前期比33.3％増、
予想達成率90.9％）となったものの、営業利益
は24.5億円（前期比0.9％減、予想達成率
90.2％）にとどまり、期初計画に対して課題を
残す結果となりました。
　これは期初計画比で電子書籍流通事業が
好調に推移した一方、下期における戦略投資
事業の損益改善の遅れや、海外展開加速のた
めのシステム開発への投資等によるものです。

　なお、2027年2月期の業績見通しは、連結
売上高1,180億円（前期比8.7％増）、営業利
益24億円（前期比2.2％減）、親会社株主に帰
属する当期純利益12億円（前期比34.0％減）
を見込んでいます。売上高は引き続きさらなる
拡大を図り、事業による純粋なキャッシュを稼
ぐ力を示すEBITDAは41億円（前期比11.8％
増）と過去最高を見込んでいますが、中期経営
計画における各注力事業（電子書籍流通事
業・国際事業・SC事業）への投資を実施する
こと等から、営業利益、当期純利益においては
一時的に減益となる見通しです。

　足元は短期的な利益の下振れがあるもの
の、2026年2月期～2030年2月期の5カ年の
中期経営計画は最終年度で売上高1,250億
円、営業利益40.0億円を目指す目標を掲げて
います。計画策定当初と比べ、当社を取り巻く
外部環境はもとより、内部環境としても2026
年3月にM&Aを実施する等、非常に大きな変
化が生じています。足元の財務健全性及び資
本効率は、ROEが9.9％（前期比+1.9pt）、EPS
が119.9円（前期比+29.8円）と着実に向上し
ており、投資家の皆様の利益を意識した経営
に取り組んでいます。基盤事業から生み出され
るキャッシュ・フローを原資に、事業成長に向
け適切に資金を配分し、目標達成に向けて全
社一丸となって突き進んでまいります。

　国内出版市場における電子書籍比率は約
40％、電子書籍市場規模は6,846億円となっ
ています。これほどの規模に成長した現在も年
間3％ほどの緩やかな成長を続けており、
2030年には7,510億円規模に達すると推計さ
れています。
　その中で、当社は国内電子書籍流通の約
30％のシェアを有しています。国内の電子書
籍流通は、A：出版社が電子書店へ直接卸す
「直商流」、B：当社のような取次を介する「取
次商流」、C：出版社が自ら販売する「出版社直
販商流」の3つに大別されます。

　本事業における本質的なリスクは、現在の
流通シェアを拡大できず、成長が鈍化すること
です。それに対する当社の戦略は明確です。B
の取次商流におけるシェアをさらに高めると
ともに、Aの直商流を当社の取次商流へ転換
し、この2つを合わせた最大約90％の市場に
対して、どこまでシェアを高められるかが成長
の鍵となります。
　そのためには、単なる取次を超えた価値の
提供が必要です。当社がオペレーションを包
括的に担うことで、出版社、電子書店双方のコ
ストを削減するとともに、出版社と電子書店の
双方にシステムでつながるハブとなることで、
統合的な販売・分析データの閲覧やキャン
ペーン管理等、当社だからこそ実現できる機
能が提供できるようになります。より迅速で配
信ミスのない流通網を構築し、各社がそれぞ
れの専門分野に注力できる環境をつくること
で、当社は「No.1」から「オンリーワン」の存在
へと昇華してまいりたいと考えています。

　一方、海外では紙の出版物が8割強を占め、
電子書籍・オーディオブック等のデジタルは2
割弱と、日本とは市場構造が大きく異なりま
す。日本の出版物を世界へ届けるためには、デ
ジタルだけでなく、紙の本を印刷・流通すると
いう当社にとって未踏の領域への挑戦が必要
です。
　その重要な一歩として、今年3月、日本の出
版物を扱う世界最大規模の翻訳出版社であ
る米国Seven Seas Entertainment, LLCを
買収しました。同社は日本の中小出版社のみ

ならず、大手出版社を含む日本の出版社の作
品を年間1,000タイトル以上翻訳出版してい
ます。今後は、当社が国内出版社と築いてきた
信頼関係を生かし、タイトル数の拡大と魅力
ある作品の翻訳出版権の早期獲得を進め、
Seven Seasの成長と国内出版社とのさらな
る関係強化につなげていきます。

　本事業における大きなリスクの一つは、グ
ローバル展開への足がかりの構築が遅れるこ
とでしたが、Seven Seasの買収によって、そ
のリスクは大きく低減できたと考えています。
一方で、本件は当社にとって過去最大の買収
であり、今後はPMI（買収後の統合プロセス）
を着実に進めることが極めて重要です。事業
面だけでなく管理面においても、Seven Seas
との信頼関係を深めながら、適切なガバナン
スと統制を図っていきます。
　そして近い将来、より多くの日本の出版物
が、より多くの言語に翻訳され、紙とデジタル
の垣根を越えて世界中の読者に届けられる環
境を実現したいと考えています。そのために、
AIを活用した翻訳管理システム「MDTS」の研
究開発を継続し、急速に進化するAIテクノロ
ジーと向き合いながら、翻訳出版のさらなる
効率化と拡大に挑戦していきます。
　国内で培ってきた出版社との信頼関係と流
通基盤、Seven Seasが持つ海外での翻訳出
版・流通力、そしてAIをはじめとするテクノロ
ジー。この3つを掛け合わせることで、日本の優
れた出版物を世界中の読者へ届ける新たな
流通基盤を構築していきます。

　
　2025年4月に中期経営計画の新規事業と
して発表したSC（Sustainability Creation）
事業、いわゆる地域創生事業は、発表から1年
を経て、さまざまな可能性が見えてきました。
当社の本業である出版関連事業が、著作物で
ある「本」を日本中、そして世界へ届ける使命
を担う一方、SC事業は日本が抱える本質的な
課題そのものに向き合う、非常に意義のある
事業だと考えています。

　私は、21年前の平成の大合併で消滅した旧
村の出身であり、その地域の人口は現在900
人を下回っています。50年以上地方を見続け、
東京でビジネスをしてきた私にとって、世間で
はネガティブに語られることの多い地方は、む
しろ「可能性の塊」に見えています。
　その理由の一つが、今まさに大いなる世代
交代の時期を迎えていることです。Windows 
95が登場した1995年以降、ITを活用し、それ
までとは異なる経営手法で事業を成長させる
新世代の経営者が次 と々生まれました。1973
年生まれの私もその一人であり、1996年、大
学卒業と同時に会社を設立し、今年で会社設
立30周年を迎えました。
　私は2013年の東証マザーズ上場以降、10
年以上にわたり故郷である徳島県でさまざま
な活動や事業に取り組んできました。そこで得
た経験とネットワークが基盤となり、現在の

SC事業へとつながっています。

　これまで地域を支えてきたのは、行政、金融
機関、地域メディア等でした。しかし、人口減
少が急速に進む中、これらの機関だけで右肩
下がりの状況を変えることは容易ではありま
せん。私は今こそ、団塊ジュニア世代を中心と
する新世代の経営者が各機関と連携し、ゼロ
からイチを生み出し、不可能と思われることに
も果敢に挑戦する「起業家」というリスクテイ
カーを地域から生み出すことが重要だと考え
ています。
　その実践として2020年に徳島で立ち上げ
たのが、地域が連帯して起業家を生み育てる
徳島イノベーションベース（TIB）です。このパッ
ケージは約5年間で全国20府県に広がり、設
立準備中を含めると30府県を超えています。
現在では正会員約1,000名、無料会員を含め
約1,700名が参加し、それぞれの地域で日々
研鑽を重ねています。
　さらに、私が代表理事を務め、全国のイノ
ベーションベース（IB）を牽引・支援する一般
社団法人xIB JAPANでは、2030年までに東
京都を除く46道府県すべてでのIB設立と総会
員数5,000名、その先には1万人への拡大を掲
げています。

　地域創生とは、ある意味、日本の国土そのも
のと向き合うことです。日本全国津々浦々で地
域を巻き込み、起業家を生み出すこのメッシュ
のきめ細かなネットワークを、今後はお互いが
システムでつながる「OS」のような存在へ進化

させたいと考えています。行政や金融機関、メ
ディア、会員等が地域の課題や事業機会をそ
のOS上にポストし、それらを解決する新たな
事業、いわば「アプリケーション」が次 と々創出
されていくような環境を実現できれば、全国の
関係者がそれぞれの形で地域創生に貢献で
きると考えています。現在、そのためのオープ
ンなシステムの開発を進めています。

　また、xIB JAPANは今年4月にB.LEAGUE、
6月には福岡証券取引所と連携協定を締結し
ました。全国のB.LEAGUEクラブと各地域の
IBとの連携に加え、今後は他の証券取引所と
の連携も模索し、地方起業家が資本戦略を学
び、資本市場へアクセスできる環境を構築して
いきます。

　SC事業のもう一つの柱が、「スポーツの力
で日本を元気にする」ことを掲げるスポーツ事
業です。徳島にゆかりのある企業22社と共に
立ち上げたB.LEAGUEクラブ「徳島ガンバロ
ウズ」は、2シーズン目に単年度黒字化、3シー
ズン目には累積黒字化を実現しました。この
実績等を背景に、昨年 9月には私自身が
B.LEAGUEの14名の理事の一人に就任しま
した。B3カテゴリーかつクラブ経営2年という
短期間の実績での理事登用は、B.LEAGUE史
上初となります。
　これによって私は、徳島ガンバロウズだけで
なく、B.LEAGUE全体、全国のクラブの経営や
運営を支援する立場となりました。この機会を

生かし、徳島ガンバロウズを含むB.LEAGUE
全体をいかに活性化させるかが、私に与えら
れた新たなミッションだと考えています。

　現在、社内ではSC事業として地域創生にど
のように貢献し、それをどのような事業へ成長
させていくのか、具体的な目標について議論を
重ねています。この1年間、さまざまな仕掛けを
実践しながら嗅覚を研ぎ澄ませてきたことで、
1年前には見えていなかったものが随分と見
えるようになりました。

　大いなる世代交代の最中にある今、全国に
広がる情報網と信頼のネットワークを活用し、
私たち自身が積極的に仕掛けることで、地域
における世代交代の「受け皿」になることも重
要だと考えています。活動の原点である徳島
県をはじめ、IBを通じて生まれる各地域との
つながりを大切にしながら、信頼のネットワー
クを日本全国へ広げていきます。

　海外展開を中心とするIP・ソリューション事
業と、SC事業を含む戦略投資事業は、これま
で黒字化を実現できていませんでした。しか
し、子会社の整理や日本文芸社の経営改善が
進み、Seven Seasも足元では順調に推移し
ていることで、早ければ2028年2月期には黒字
化が可能なところまで見えてきました。これま
で将来に向けて投資を続けてきた事業を、い
よいよ収益へと結びつけ、当社の新たな成長
の柱へと育てていきます。

　当社が取り組む上述の3つの事業は、それ
ぞれの背景を踏まえても、当社が取り組むべ
き魅力的な事業だと考えています。一方、その
難易度は非常に高く、優秀な人材の採用はも
とより、既存社員の育成が極めて重要です。
　設立30周年を迎えた当社には、長く勤める
社員も多く、その実務能力や専門性は非常に
高いものがあります。しかし、これから向き合う
のは、その延長線上だけでは解決できない課
題です。国内電子書籍流通では現在約30％の
シェアを最大約90％へとどう高めるのか。海
外展開ではSeven Seasを起点に、当社に
とって未踏の領域である海外出版事業をどう
理解し、非連続な成長につなげるのか。そして
SC事業では、全国に広がるネットワークをい
わば「OS」として機能させ、その上で走る「アプ
リケーション」となる事業の数と規模をいかに
最短で最大化するのか。いずれも、経験豊富
な経営人材であっても容易には解決できない
課題です。

　これまで、このような課題は社長である私や
常勤役員が向き合う高次元な経営領域のも
のであり、社員が考えるべきものではありませ
んでした。しかし、3つの事業で非連続な成長
を実現するには、より多くの社員が経営的な

視座を持つ組織へ進化する必要があります。
　そのために必要なのが、業務のプロフェッ
ショナルでありながら、経営的視座から全体を
俯瞰し課題を解決する「全体俯瞰的課題解決
能力」と、人とより高いレベルでコミュニケー
ションを図り、信頼関係を築く「高度人間関係
構築能力」です。この2つを早期に高めるため
の、当社独自の人材育成プログラムが必要だ
と考えました。
　その根幹となるのが、私自身が30年間の経
営で培ってきた経営哲学や視座、意思決定の
考え方です。一般的なビジネス書には書かれ
ていない、実践から生まれた独自の「経営学」
を体系化し、次世代へ伝授するというもので
す。それは人材育成であると同時に、経営のサ
クセッションでもあります。

　そこで、その経営学を早期に言語化・体系
化すると同時に、社会にも還元するため、徳島
県、徳島大学等と連携し、今年5月から徳島大
学で本格的な経営学講座を開始しました。毎
月2コマ、計3時間の講義のため、毎回1ヶ月を
掛けて社員と共同作業で約250ページの資料
を作成しています。毎月の講義という明確な期
限があることで、30年間蓄積してきた経営知
を効率的かつ継続的に言語化できています。
　この次世代経営人材育成プログラムは
「aX」と名付けました。限られた時間の中で、個
人と組織をいかに成長させるかをX軸とY軸で
捉える「経営の方程式」であり、私自身、経営に
おけるさまざまな分岐点で、この方程式に照ら

して意思決定を重ねてきました。講義には徳
島県内4大学2高専、経営者を中心とする一般
参加者も加わり、正式登録者は43名、最年少
の中学2年生や高校・大学教員等を含めると
毎回50～60名が参加しています。
　そして社内でも、執行役員に加え、社内公募
で6名を選抜し、6月から年間11回、毎回4～5
時間の次世代経営人材育成プログラムを開
始しました。まだ2回を終えた段階ですが、現
場のプロフェッショナルである彼らにとって、
これまで経験したことのない経営的な視座か
ら事業や組織を見ることは大きな刺激となっ
ており、私自身も短期間で大きな変化を感じ
ています。

　人材の成長なくして、事業の非連続な成長
はありません。30年間にわたり私自身が経営
の現場で培ってきた知見を次の世代へと受け
継ぎ、一人でも多くの社員を経営的視座を
持った人材へと育てることで、当社が挑む難易
度の高い3つの事業を力強く成長させ、次のメ
ディアドゥを担う経営人材を育てていきたいと
考えています。

　2026年2月期の取締役会において最も注力
した議題は、約半年にわたり議論を重ねた

Seven Seasの買収でした。当社にとって未経
験である海外での紙の出版事業への進出であ
り、特にPMIや買収リスクについて、社外取締
役、監査役の意見を取り入れながら、慎重に
検討と軌道修正を重ねました。社外取締役か
らの冷静かつ客観的な意見を意思決定に生
かすことができた事例であったと考えていま
す。本件は当社にとって過去最大の買収であ
り、海外企業とのコミュニケーションという難
しさもあることから、今後もPMIの進捗を逐次
取締役会に報告し、議論を重ねていきます。

　取締役会は現在、社外取締役からも活発に
意見が出され、非常に健全な運営ができてい
ると感じています。一方、海外展開やSC事業
等の新たな事業が生まれる変革期にある中、
中長期的な視点での議論には、さらに深化の
余地があります。そのためには、まず常勤役員
が各事業の現状と成長戦略を定性・定量の両
面から明確に描くことが必要です。今年度中
には、それらを具体的な戦略として資料化し
たうえで、社外取締役と長期的な視点から集
中的に議論する合宿等も実施したいと考えて
います。

　今後も、3つの事業の成長に向けたM&A等
の資本戦略、中長期の事業・全社戦略、株主
の皆様とのリレーション等、当社が次のステー
ジへ進むための重要課題について、自然と活
発な議論が生まれる取締役会の運営に努め
ていきます。

電子書籍流通事業において既存商流・新規商流ともに成長し増
収。4年ぶりに過去最高を更新

期初計画対比、電子書籍流通事業は好調に推移。一方、戦略投資
事業の損益改善の遅れ（日本文芸社／フライヤー）や海外展開
加速のための翻訳システムの開発投資等を行った結果、減益に

2025年3月のMyAnimeList売却益計上の影響により増益。第4
四半期に日本文芸社ののれんの減損等による特別損失を計上
した一方、関係会社の整理に伴う特別利益を計上

2026年3月、出版社・出版業界関係者向けに開
催した「海外出版事業説明会」。計437名（現地
234名、オンライン203名）に参加いただき、
Seven Seasをグループに迎えた背景と今後の
方針をご説明しました。



01

メ
ディ
ア
ド
ゥ
の
存
在
意
義

02

メ
ディ
ア
ド
ゥ
の
価
値
創
造

03

価
値
創
造
の
戦
略

04
ガ
バナ
ン
ス

05
デ
ー
タ
／
企
業
情
報

　2026年2月期の当社グループの連結業績
は、電子書籍流通事業の既存・新規両商流の
想定を上回る成長が寄与し、売上高が
1,085.3億円（前期比6.5％増、期初予想達成
率102.4％）と4年ぶりに過去最高を更新しま
した。親会社株主に帰属する当期純利益は第
1四半期に計上した（株）MyAnimeList売却
益により伸長し、18.1億円（前期比33.3％増、
予想達成率90.9％）となったものの、営業利益
は24.5億円（前期比0.9％減、予想達成率
90.2％）にとどまり、期初計画に対して課題を
残す結果となりました。
　これは期初計画比で電子書籍流通事業が
好調に推移した一方、下期における戦略投資
事業の損益改善の遅れや、海外展開加速のた
めのシステム開発への投資等によるものです。

　なお、2027年2月期の業績見通しは、連結
売上高1,180億円（前期比8.7％増）、営業利
益24億円（前期比2.2％減）、親会社株主に帰
属する当期純利益12億円（前期比34.0％減）
を見込んでいます。売上高は引き続きさらなる
拡大を図り、事業による純粋なキャッシュを稼
ぐ力を示すEBITDAは41億円（前期比11.8％
増）と過去最高を見込んでいますが、中期経営
計画における各注力事業（電子書籍流通事
業・国際事業・SC事業）への投資を実施する
こと等から、営業利益、当期純利益においては
一時的に減益となる見通しです。

　足元は短期的な利益の下振れがあるもの
の、2026年2月期～2030年2月期の5カ年の
中期経営計画は最終年度で売上高1,250億
円、営業利益40.0億円を目指す目標を掲げて
います。計画策定当初と比べ、当社を取り巻く
外部環境はもとより、内部環境としても2026
年3月にM&Aを実施する等、非常に大きな変
化が生じています。足元の財務健全性及び資
本効率は、ROEが9.9％（前期比+1.9pt）、EPS
が119.9円（前期比+29.8円）と着実に向上し
ており、投資家の皆様の利益を意識した経営
に取り組んでいます。基盤事業から生み出され
るキャッシュ・フローを原資に、事業成長に向
け適切に資金を配分し、目標達成に向けて全
社一丸となって突き進んでまいります。

　国内出版市場における電子書籍比率は約
40％、電子書籍市場規模は6,846億円となっ
ています。これほどの規模に成長した現在も年
間3％ほどの緩やかな成長を続けており、
2030年には7,510億円規模に達すると推計さ
れています。
　その中で、当社は国内電子書籍流通の約
30％のシェアを有しています。国内の電子書
籍流通は、A：出版社が電子書店へ直接卸す
「直商流」、B：当社のような取次を介する「取
次商流」、C：出版社が自ら販売する「出版社直
販商流」の3つに大別されます。

　本事業における本質的なリスクは、現在の
流通シェアを拡大できず、成長が鈍化すること
です。それに対する当社の戦略は明確です。B
の取次商流におけるシェアをさらに高めると
ともに、Aの直商流を当社の取次商流へ転換
し、この2つを合わせた最大約90％の市場に
対して、どこまでシェアを高められるかが成長
の鍵となります。
　そのためには、単なる取次を超えた価値の
提供が必要です。当社がオペレーションを包
括的に担うことで、出版社、電子書店双方のコ
ストを削減するとともに、出版社と電子書店の
双方にシステムでつながるハブとなることで、
統合的な販売・分析データの閲覧やキャン
ペーン管理等、当社だからこそ実現できる機
能が提供できるようになります。より迅速で配
信ミスのない流通網を構築し、各社がそれぞ
れの専門分野に注力できる環境をつくること
で、当社は「No.1」から「オンリーワン」の存在
へと昇華してまいりたいと考えています。

　一方、海外では紙の出版物が8割強を占め、
電子書籍・オーディオブック等のデジタルは2
割弱と、日本とは市場構造が大きく異なりま
す。日本の出版物を世界へ届けるためには、デ
ジタルだけでなく、紙の本を印刷・流通すると
いう当社にとって未踏の領域への挑戦が必要
です。
　その重要な一歩として、今年3月、日本の出
版物を扱う世界最大規模の翻訳出版社であ
る米国Seven Seas Entertainment, LLCを
買収しました。同社は日本の中小出版社のみ

ならず、大手出版社を含む日本の出版社の作
品を年間1,000タイトル以上翻訳出版してい
ます。今後は、当社が国内出版社と築いてきた
信頼関係を生かし、タイトル数の拡大と魅力
ある作品の翻訳出版権の早期獲得を進め、
Seven Seasの成長と国内出版社とのさらな
る関係強化につなげていきます。

　本事業における大きなリスクの一つは、グ
ローバル展開への足がかりの構築が遅れるこ
とでしたが、Seven Seasの買収によって、そ
のリスクは大きく低減できたと考えています。
一方で、本件は当社にとって過去最大の買収
であり、今後はPMI（買収後の統合プロセス）
を着実に進めることが極めて重要です。事業
面だけでなく管理面においても、Seven Seas
との信頼関係を深めながら、適切なガバナン
スと統制を図っていきます。
　そして近い将来、より多くの日本の出版物
が、より多くの言語に翻訳され、紙とデジタル
の垣根を越えて世界中の読者に届けられる環
境を実現したいと考えています。そのために、
AIを活用した翻訳管理システム「MDTS」の研
究開発を継続し、急速に進化するAIテクノロ
ジーと向き合いながら、翻訳出版のさらなる
効率化と拡大に挑戦していきます。
　国内で培ってきた出版社との信頼関係と流
通基盤、Seven Seasが持つ海外での翻訳出
版・流通力、そしてAIをはじめとするテクノロ
ジー。この3つを掛け合わせることで、日本の優
れた出版物を世界中の読者へ届ける新たな
流通基盤を構築していきます。

　
　2025年4月に中期経営計画の新規事業と
して発表したSC（Sustainability Creation）
事業、いわゆる地域創生事業は、発表から1年
を経て、さまざまな可能性が見えてきました。
当社の本業である出版関連事業が、著作物で
ある「本」を日本中、そして世界へ届ける使命
を担う一方、SC事業は日本が抱える本質的な
課題そのものに向き合う、非常に意義のある
事業だと考えています。

　私は、21年前の平成の大合併で消滅した旧
村の出身であり、その地域の人口は現在900
人を下回っています。50年以上地方を見続け、
東京でビジネスをしてきた私にとって、世間で
はネガティブに語られることの多い地方は、む
しろ「可能性の塊」に見えています。
　その理由の一つが、今まさに大いなる世代
交代の時期を迎えていることです。Windows 
95が登場した1995年以降、ITを活用し、それ
までとは異なる経営手法で事業を成長させる
新世代の経営者が次 と々生まれました。1973
年生まれの私もその一人であり、1996年、大
学卒業と同時に会社を設立し、今年で会社設
立30周年を迎えました。
　私は2013年の東証マザーズ上場以降、10
年以上にわたり故郷である徳島県でさまざま
な活動や事業に取り組んできました。そこで得
た経験とネットワークが基盤となり、現在の

SC事業へとつながっています。

　これまで地域を支えてきたのは、行政、金融
機関、地域メディア等でした。しかし、人口減
少が急速に進む中、これらの機関だけで右肩
下がりの状況を変えることは容易ではありま
せん。私は今こそ、団塊ジュニア世代を中心と
する新世代の経営者が各機関と連携し、ゼロ
からイチを生み出し、不可能と思われることに
も果敢に挑戦する「起業家」というリスクテイ
カーを地域から生み出すことが重要だと考え
ています。
　その実践として2020年に徳島で立ち上げ
たのが、地域が連帯して起業家を生み育てる
徳島イノベーションベース（TIB）です。このパッ
ケージは約5年間で全国20府県に広がり、設
立準備中を含めると30府県を超えています。
現在では正会員約1,000名、無料会員を含め
約1,700名が参加し、それぞれの地域で日々
研鑽を重ねています。
　さらに、私が代表理事を務め、全国のイノ
ベーションベース（IB）を牽引・支援する一般
社団法人xIB JAPANでは、2030年までに東
京都を除く46道府県すべてでのIB設立と総会
員数5,000名、その先には1万人への拡大を掲
げています。

　地域創生とは、ある意味、日本の国土そのも
のと向き合うことです。日本全国津々浦々で地
域を巻き込み、起業家を生み出すこのメッシュ
のきめ細かなネットワークを、今後はお互いが
システムでつながる「OS」のような存在へ進化

させたいと考えています。行政や金融機関、メ
ディア、会員等が地域の課題や事業機会をそ
のOS上にポストし、それらを解決する新たな
事業、いわば「アプリケーション」が次 と々創出
されていくような環境を実現できれば、全国の
関係者がそれぞれの形で地域創生に貢献で
きると考えています。現在、そのためのオープ
ンなシステムの開発を進めています。

　また、xIB JAPANは今年4月にB.LEAGUE、
6月には福岡証券取引所と連携協定を締結し
ました。全国のB.LEAGUEクラブと各地域の
IBとの連携に加え、今後は他の証券取引所と
の連携も模索し、地方起業家が資本戦略を学
び、資本市場へアクセスできる環境を構築して
いきます。

　SC事業のもう一つの柱が、「スポーツの力
で日本を元気にする」ことを掲げるスポーツ事
業です。徳島にゆかりのある企業22社と共に
立ち上げたB.LEAGUEクラブ「徳島ガンバロ
ウズ」は、2シーズン目に単年度黒字化、3シー
ズン目には累積黒字化を実現しました。この
実績等を背景に、昨年 9月には私自身が
B.LEAGUEの14名の理事の一人に就任しま
した。B3カテゴリーかつクラブ経営2年という
短期間の実績での理事登用は、B.LEAGUE史
上初となります。
　これによって私は、徳島ガンバロウズだけで
なく、B.LEAGUE全体、全国のクラブの経営や
運営を支援する立場となりました。この機会を

生かし、徳島ガンバロウズを含むB.LEAGUE
全体をいかに活性化させるかが、私に与えら
れた新たなミッションだと考えています。

　現在、社内ではSC事業として地域創生にど
のように貢献し、それをどのような事業へ成長
させていくのか、具体的な目標について議論を
重ねています。この1年間、さまざまな仕掛けを
実践しながら嗅覚を研ぎ澄ませてきたことで、
1年前には見えていなかったものが随分と見
えるようになりました。

　大いなる世代交代の最中にある今、全国に
広がる情報網と信頼のネットワークを活用し、
私たち自身が積極的に仕掛けることで、地域
における世代交代の「受け皿」になることも重
要だと考えています。活動の原点である徳島
県をはじめ、IBを通じて生まれる各地域との
つながりを大切にしながら、信頼のネットワー
クを日本全国へ広げていきます。

　海外展開を中心とするIP・ソリューション事
業と、SC事業を含む戦略投資事業は、これま
で黒字化を実現できていませんでした。しか
し、子会社の整理や日本文芸社の経営改善が
進み、Seven Seasも足元では順調に推移し
ていることで、早ければ2028年2月期には黒字
化が可能なところまで見えてきました。これま
で将来に向けて投資を続けてきた事業を、い
よいよ収益へと結びつけ、当社の新たな成長
の柱へと育てていきます。

　当社が取り組む上述の3つの事業は、それ
ぞれの背景を踏まえても、当社が取り組むべ
き魅力的な事業だと考えています。一方、その
難易度は非常に高く、優秀な人材の採用はも
とより、既存社員の育成が極めて重要です。
　設立30周年を迎えた当社には、長く勤める
社員も多く、その実務能力や専門性は非常に
高いものがあります。しかし、これから向き合う
のは、その延長線上だけでは解決できない課
題です。国内電子書籍流通では現在約30％の
シェアを最大約90％へとどう高めるのか。海
外展開ではSeven Seasを起点に、当社に
とって未踏の領域である海外出版事業をどう
理解し、非連続な成長につなげるのか。そして
SC事業では、全国に広がるネットワークをい
わば「OS」として機能させ、その上で走る「アプ
リケーション」となる事業の数と規模をいかに
最短で最大化するのか。いずれも、経験豊富
な経営人材であっても容易には解決できない
課題です。

　これまで、このような課題は社長である私や
常勤役員が向き合う高次元な経営領域のも
のであり、社員が考えるべきものではありませ
んでした。しかし、3つの事業で非連続な成長
を実現するには、より多くの社員が経営的な

視座を持つ組織へ進化する必要があります。
　そのために必要なのが、業務のプロフェッ
ショナルでありながら、経営的視座から全体を
俯瞰し課題を解決する「全体俯瞰的課題解決
能力」と、人とより高いレベルでコミュニケー
ションを図り、信頼関係を築く「高度人間関係
構築能力」です。この2つを早期に高めるため
の、当社独自の人材育成プログラムが必要だ
と考えました。
　その根幹となるのが、私自身が30年間の経
営で培ってきた経営哲学や視座、意思決定の
考え方です。一般的なビジネス書には書かれ
ていない、実践から生まれた独自の「経営学」
を体系化し、次世代へ伝授するというもので
す。それは人材育成であると同時に、経営のサ
クセッションでもあります。

　そこで、その経営学を早期に言語化・体系
化すると同時に、社会にも還元するため、徳島
県、徳島大学等と連携し、今年5月から徳島大
学で本格的な経営学講座を開始しました。毎
月2コマ、計3時間の講義のため、毎回1ヶ月を
掛けて社員と共同作業で約250ページの資料
を作成しています。毎月の講義という明確な期
限があることで、30年間蓄積してきた経営知
を効率的かつ継続的に言語化できています。
　この次世代経営人材育成プログラムは
「aX」と名付けました。限られた時間の中で、個
人と組織をいかに成長させるかをX軸とY軸で
捉える「経営の方程式」であり、私自身、経営に
おけるさまざまな分岐点で、この方程式に照ら

して意思決定を重ねてきました。講義には徳
島県内4大学2高専、経営者を中心とする一般
参加者も加わり、正式登録者は43名、最年少
の中学2年生や高校・大学教員等を含めると
毎回50～60名が参加しています。
　そして社内でも、執行役員に加え、社内公募
で6名を選抜し、6月から年間11回、毎回4～5
時間の次世代経営人材育成プログラムを開
始しました。まだ2回を終えた段階ですが、現
場のプロフェッショナルである彼らにとって、
これまで経験したことのない経営的な視座か
ら事業や組織を見ることは大きな刺激となっ
ており、私自身も短期間で大きな変化を感じ
ています。

　人材の成長なくして、事業の非連続な成長
はありません。30年間にわたり私自身が経営
の現場で培ってきた知見を次の世代へと受け
継ぎ、一人でも多くの社員を経営的視座を
持った人材へと育てることで、当社が挑む難易
度の高い3つの事業を力強く成長させ、次のメ
ディアドゥを担う経営人材を育てていきたいと
考えています。

　2026年2月期の取締役会において最も注力
した議題は、約半年にわたり議論を重ねた

Seven Seasの買収でした。当社にとって未経
験である海外での紙の出版事業への進出であ
り、特にPMIや買収リスクについて、社外取締
役、監査役の意見を取り入れながら、慎重に
検討と軌道修正を重ねました。社外取締役か
らの冷静かつ客観的な意見を意思決定に生
かすことができた事例であったと考えていま
す。本件は当社にとって過去最大の買収であ
り、海外企業とのコミュニケーションという難
しさもあることから、今後もPMIの進捗を逐次
取締役会に報告し、議論を重ねていきます。

　取締役会は現在、社外取締役からも活発に
意見が出され、非常に健全な運営ができてい
ると感じています。一方、海外展開やSC事業
等の新たな事業が生まれる変革期にある中、
中長期的な視点での議論には、さらに深化の
余地があります。そのためには、まず常勤役員
が各事業の現状と成長戦略を定性・定量の両
面から明確に描くことが必要です。今年度中
には、それらを具体的な戦略として資料化し
たうえで、社外取締役と長期的な視点から集
中的に議論する合宿等も実施したいと考えて
います。

　今後も、3つの事業の成長に向けたM&A等
の資本戦略、中長期の事業・全社戦略、株主
の皆様とのリレーション等、当社が次のステー
ジへ進むための重要課題について、自然と活
発な議論が生まれる取締役会の運営に努め
ていきます。

2026年5月、「感謝の会」の結びに壇上に立つ当
社役員一同。30年の歩みを支えてくださった皆
様への感謝とともに、次の30年、そしてさらに次
世代を見据えて行動し、世代を超えて続く企業
を目指して挑戦を重ねることを誓いました。

2026年6月に当社オフィスで開催され
た「xIB JAPAN『第2回 全国IB説明会＆
交流会』」。全国のIBに携わる起業家・
経営者、x I B  J A PA Nと連携する
B.LEAGUE関係者、証券取引所、行政、
金融機関、メディア等の約190名が集ま
り、新たなフェーズへ踏み出す多方面の
方針を共有しました。
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　設立30周年を迎えた当社が次に向き合うべき重要なテーマ
は、「人」だと考えています。
　2013年の上場後、当社は成長を急ぐあまり、M&Aをはじめ反
省すべき点も少なくありませんでした。しかし、上場から10年以
上が経過し、それらの経験を糧とすることで、ここ数年、経営は
急速に安定してきたと感じています。人格と専門性を兼ね備え
た、心から尊敬できる常勤役員と経営できていること、選択と集
中のフェーズが出口に差しかかっていること、そして私自身も53
歳となり、サクセッションを見据え、自ら事業をつくるだけでな
く、30年間の経営を言語化し、次代の経営人材を育てることに
時間を使えるようになったことが、その大きな要因です。
　もちろん、出版業界の中枢を担う企業の経営者として、このバ
トンは簡単に渡すことができるような軽いものではありません。
企業は社会の変化を敏感に捉え、常に変化し続けなければなり
ませんが、次代の経営人材を育てるためには、安定した経営基
盤のもと、経営者自身が人とじっくり向き合う時間を持つことが
必要です。

　当社には本当にいい人が集まっています。その象徴が執行役
員の5名、そして現在私が時間をかけて向き合っている次世代
経営人材チームの6名です。彼らは、この会社の次代を担うにふ
さわしい、人間味にあふれた人材です。
　私は常に「1は1であり、1.1でも0.9でもない」と伝えてきまし
た。人や物事を誇張することも、過小評価することもなく、ありの
まま正確に捉えることが肝要です。成長途上ではありますが、彼
らはその意味を理解し始めていると感じています。
　当社はこれから、難易度の高い3つの事業のゴールに向かっ
て邁進していきます。当然、その道は平坦ではありません。しか
し、次代を担う人材たちは、平坦ではないからこそ自らその道を
選び、自らの人生と成長を懸けて挑んでくれると信じています。

　30周年を迎えるにあたり、これまで私が大切にしてきたもの
と、この30年を土台として彼らがつくる次の30年、その60年間
の最大公約数は何かと考え続けました。
　私はこれまで、経営とは立体に時間を掛け合わせた「四次元」
であると考えてきました。しかし、これからの経営には、そこに
「愛」が必要です。これまでの30年と、これからの30年の最大公
約数かつ、その2つを繋ぐものは愛だと考えています。そこで私
は、愛を加えた「五次元」を、これからのメディアドゥの経営の核
と定義し、この概念をキービジュアルに表しました。
　世の中には人と空間しか存在せず、人は人としか生きられま
せん。私自身の経営も、家族や故郷から受けた多大な愛と影響
の上に成り立っています。そして私は、人の幸せとは「人類の長
期平均への収束」であると考えています。
　だからこそ、次代を担う経営人材には、愛を持って人と向き
合い、「1を1」として捉えることのできる、人間らしい経営を紡い
でいってほしいと考えています。そして、当社で働く誰もが、“あな
たに会えてよかった”と言ってもらえる。そんな人々が集う会社
を、残りの経営人生を懸けて創り上げてまいります。
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長きにわたりコンテンツ関連事業に従事し、当社
入社以来、一貫して電子書籍流通事業に携わる。
これらの経験を生かし、電子書籍流通事業全体の
企画立案から運用管理など事業推進を担う。

Yuichiro Ohnuki

執行役員
電子書籍流通事業担当

事業会社でのブランドマーケティング等を経て、
徳島県を中心とした地域活性化に資する活動と
コミュニケーション全般を推進。地域社会の価値
への理解、ブランド戦略と当社の企業文化への見
識を生かし、コーポレートアイデンティティ構築と
地域を軸とした事業統括等を担う。

Mayu Hara Ikuto Usuki

執行役員
SC事業担当

当社入社以降、電子書籍流通事業、グループ経
営、地域事業立ち上げ等の幅広い領域で当社ビ
ジネスの推進に携わる。当社で培った事業開発、
企業経営の知識と経験を生かし、徳島県における
プロスポーツ事業運営会社の舵取りを担う。

執行役員
（株）がんばろう徳島 代表取締役社長

私はコーポレート部門の一員とし
て事業を支える立場ですが、メ
ディアドゥが関わり、支えていただ
いている方々の幅広さを目の前で

初めて実感し、圧倒されたというのが正直な感
想でした。出版業界はもちろんのこと、日本の
ために何ができるのかということを考える会社
であり続けなければならない、という思いを新
たにしました。

私はあの日、藤田のすぐそばで立
ち居振る舞いを見ていました。
藤田はメディアドゥを表す象徴的
な存在です。多様な方々が一堂に

会する場を提供できる関係性も現時点は藤田
あってのもので、そのまま真似はできない。どの
会社でも承継はつきものですが、役割を単に
縮小して受け継ぐのではなく、将来にわたり
様々な関係値を新たに生み出し、企業としての
戦略を発展させ続けなければならないという
認識が強まりました。

会を終えて、取引先の皆様から
「すごかったね」と口々に仰ってい
ただきました。業界の旧知の方々
が集まる場はあれど、出版業界の

そうそうたる経営者の方々が一堂に会する場
はそうありません。さらに、徳島の関係者の
方々も同じテーブルにつかれることで、メディア
ドゥが築いたポジションとその多面性が伝わる
貴重な機会だったと感じます。

仕掛け側だった私としては、準備
中に思い描いていた皆様の驚く
顔が見られて何よりです。また、会
では1年以上かけて編纂した30周

年史をお配りしましたが、多くの皆様が読み込
んで「藤田のことがよく分かった」と感想を聞か
せてくださり、感無量でした。日ごろは徳島をは
じめ地域の方 と々向き合う立場として、電子書
籍流通事業で国内No.1に育てていただいたメ
ディアドゥの稀有なポジションを改めて目の当

たりにすることができた機会でもありました。

徳島で事業に向き合う立場から
見ても、地域の関係者の皆様が出
版業界の方々と同じ空間で集ま
り、メディアドゥがこれまでどのよ

うな信頼を積み上げ、芯をぶれさせることなく、
これから世の中にどう向き合っていくのかを改
めて感じていただけたと思います。トップの「ぶ
れない芯」の強さ、人との向き合い方や人生観
という要素が、「出版」と離れたものに見える
「地域創生」を結びつけ、応援していただける領
域になっていると感じています。

このメンバーで執行役員会を組
成すると決まった時、藤田から明
確に求められたのは「執行役員会
として人格を持つこと」でした。そ

の真意を私たちが理解するまで、半年から1年
近くを要した感覚があります。

最終的なゴールは、新たな関係を
生み出し発展させる「顔」を作って
いくことなのだと受け止めていま
す。1年前の藤田からの求めはそ

の一歩も二歩も手前のもので、私たちがメディ
アドゥを一層自らのものとして受け止め、私た
ちがメディアドゥを担うのだという一つの意思
を持ち、会社全体の推進力になることへの期待
でした。

執行役員会の組成にあたって、メ
ディアドゥを改めて考えた時に私
が思ったのは、メディアドゥという
企業の「顔」や「芯」は、単一の事

業を指すものではないということです。私個人
が働くうえで重要な要素は、どちらかと言うと
事業よりも「この人たちと仕事をしたいと思え
るか」で、私自身がメディアドゥを好きな理由も
そこにあります。

1年前、藤田からもう一つ言われ
たのは「執行役員は一人ひとりの
管掌領域を全うするだけでなく、
経営目線で物事を考えられなけ

ればいけない」ということでした。藤田が創業
者として30年間培ってきた経験は代替できる
ものではありませんが、1人ではなく、執行役員
全員で考え、合議で共通の結論を導き出せる
よう取り組んでいます。アウトプットの差はあっ

ても、それぞれの立場でメディアドゥと真剣に
向き合ってきた5名ですから、議論は自然と同
じ方向に向かっていきます。そのようなアプ
ローチが今できつつあり、執行役員の一体感
が醸成されてきていると思います。

藤田のそばにいて感じるのは、見
据える未来の時間軸が圧倒的に
長いということです。その中には自
分がいなくなった後のメディアドゥ

も含まれています。企業会計の世界にはゴーイ
ング・コンサーン（継続企業の前提）という言葉
がありますが、創業者が経営を離れても、企業
は生まれ変わりを繰り返して永遠に続いてい
く。まさにその考えが重要なのだと思います。

今年2月、執行役員会としてメディ
アドゥの経営を受け止め「人格を
持つ」と全社に宣言しましたが、そ
れを藤田が満足した表情で見て

いたことが強く印象に残っています。現在もど
こを評価されたのかよくわかっていないのです
が、今の所の話を受けて、子供の成長を見るよ
うな感じで、メディアドゥが一歩未来へ進んだ
ことへの安堵感があったのかもしれないと思い
ました。

藤田は考え方を指示することもで
きたはずですが、それをせず、時
間がかかっても私たち自身の力で
「人格とは何か」にたどり着かせよ

うとしていました。自分たちが腹落ちしたもの
への責任と覚悟を持って取り組んでほしかっ
たのだと思います。

既存事業を伸ばす道筋は各執行
役員の専門性によって描くことが
できても、それだけでは足りませ
ん。時間の流れとともに急速に変

化する社会に貢献し続けるために、新しい領
域で新しい関係を築き、企業全体の成長を左
右する事業開発や提携、協業をまとめる経営
の力を、これからどう育て、備えていくかが肝
要です。答えは簡単に出ませんが、そこに執行
役員会として本気で取り組んでいます。

明確な芯を持って人や物事と向
き合う人のもとには、自然と人が
集まってくる。多くの人ができるこ
とではありませんが、それをメディ

アドゥで30年間体現し続けてきたのが藤田で
す。だからこそ、既存事業との結びつきが見え
にくい地域の取り組みまで、周囲が応援してく
ださるのだと思います。その芯を、次のトップに
も、そして組織全体にもつないでいきたいと考
えています。

今のメディアドゥで藤田が果たす
役割には、創業者しか果たし得な
いものや、経営トップとして最後を
受け止める覚悟が求められるも

のなど、様々なものがあると思います。それらを
要素分解し、次世代が引き継ぐべきエッセンス
を特定していく営みを愚直に続けていくことに
より、持続可能な経営体制づくりにつなげてい
きたいと思います。

サクセッションに決まった正解は
ありません。誰が継ぐかを急いで
決めることよりも、候補が数多く
生まれる状態をつくりたい。組織

に必要なのは、象徴として先頭に立ち、旗を振
る存在です。事業を回す目線を超えて俯瞰した
視座を持ち、執行役員会がどのように経営を
担っていくか、そして次の経営を担う人材をど
う育てるかを追求します。

執行役員会としてメディアドゥの
経営に踏み込んでいくために、本
質的にメディアドゥを自分の会社
であると捉え、進むべき方向を判

断し、指し示すことができなければなりません。
長らく従業員として勤めてきた会社で執行役
員に加わった私にとっては大きな意識の転換
ですが、とても手応えのある課題だと考えてい
ます。

目には見えないものですが、藤田
が築き上げてきた信念、思考を受
け止め、メディアドゥとしてのアイ
デンティティを共通言語へ落とし

込むことが鍵だと捉えており、その定義づくり
は直近の執行役員会の中心的なテーマになっ
ています。どのような人を評価し、どのように育
てるのか。日々の言葉の選び方一つにも色が出
るはずです。

承継を急ぐ前に、組織そのものを
強くすることが先だと考えていま
す。誤解を恐れずに言えば、今の
メディアドゥをピラミッドとして捉

えると、盤石な組織基盤に支えられているとい

大手監査法人での上場企業の会計監査業務を経
て、日本初のLCC（格安航空会社）の経営管理基
盤の構築に携わった経験と、公認会計士としての
知見を生かし、当社の根幹となる経理計数管理や
コンプライアンス体制等の経営管理基盤の強化
を図る。

Shoichiro Tokoro Kaname Nakano

上級執行役員
経理財務・法務担当

上場企業のオープン系開発部門に従事し、当社入
社以来、電子書籍流通システムの開発やエンジニ
ア組織のマネジメントに携わる。これらの経験と専
門的な知見を生かし、当社グループ全体のIT戦略
の策定と推進を担う。

上級執行役員 CIO*

*CIO：Chief Information Officer

30周年の感謝の会には、出版業界を代表
する経営者から地域の関係者まで、多種多
様な立場の660名が集まりました。その光
景をどのように感じ、どう受け止めたかを
教えてください。メディアドゥが設立30周年を迎えた節目に開かれた「感謝の会」で、

代表取締役社長 CEOの藤田は30年の歩みを語りました。
この会を見届け、閉会挨拶では取締役・監査役とともに壇上に立った執行役員の5名。

彼らはどのように会の一部始終を受け止め、組織をどのようにして
“次なる30年”へとつなげようとしているのか。

今年2月、全社に向けて5名が宣言した「執行役員会としての人格を持つ」とは、
どういうことか。あるべきメディアドゥの未来を語りました。
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たりにすることができた機会でもありました。

徳島で事業に向き合う立場から
見ても、地域の関係者の皆様が出
版業界の方々と同じ空間で集ま
り、メディアドゥがこれまでどのよ

うな信頼を積み上げ、芯をぶれさせることなく、
これから世の中にどう向き合っていくのかを改
めて感じていただけたと思います。トップの「ぶ
れない芯」の強さ、人との向き合い方や人生観
という要素が、「出版」と離れたものに見える
「地域創生」を結びつけ、応援していただける領
域になっていると感じています。

このメンバーで執行役員会を組
成すると決まった時、藤田から明
確に求められたのは「執行役員会
として人格を持つこと」でした。そ

の真意を私たちが理解するまで、半年から1年
近くを要した感覚があります。

最終的なゴールは、新たな関係を
生み出し発展させる「顔」を作って
いくことなのだと受け止めていま
す。1年前の藤田からの求めはそ

の一歩も二歩も手前のもので、私たちがメディ
アドゥを一層自らのものとして受け止め、私た
ちがメディアドゥを担うのだという一つの意思
を持ち、会社全体の推進力になることへの期待
でした。

執行役員会の組成にあたって、メ
ディアドゥを改めて考えた時に私
が思ったのは、メディアドゥという
企業の「顔」や「芯」は、単一の事

業を指すものではないということです。私個人
が働くうえで重要な要素は、どちらかと言うと
事業よりも「この人たちと仕事をしたいと思え
るか」で、私自身がメディアドゥを好きな理由も
そこにあります。

1年前、藤田からもう一つ言われ
たのは「執行役員は一人ひとりの
管掌領域を全うするだけでなく、
経営目線で物事を考えられなけ

ればいけない」ということでした。藤田が創業
者として30年間培ってきた経験は代替できる
ものではありませんが、1人ではなく、執行役員
全員で考え、合議で共通の結論を導き出せる
よう取り組んでいます。アウトプットの差はあっ

ても、それぞれの立場でメディアドゥと真剣に
向き合ってきた5名ですから、議論は自然と同
じ方向に向かっていきます。そのようなアプ
ローチが今できつつあり、執行役員の一体感
が醸成されてきていると思います。

藤田のそばにいて感じるのは、見
据える未来の時間軸が圧倒的に
長いということです。その中には自
分がいなくなった後のメディアドゥ

も含まれています。企業会計の世界にはゴーイ
ング・コンサーン（継続企業の前提）という言葉
がありますが、創業者が経営を離れても、企業
は生まれ変わりを繰り返して永遠に続いてい
く。まさにその考えが重要なのだと思います。

今年2月、執行役員会としてメディ
アドゥの経営を受け止め「人格を
持つ」と全社に宣言しましたが、そ
れを藤田が満足した表情で見て

いたことが強く印象に残っています。現在もど
こを評価されたのかよくわかっていないのです
が、今の所の話を受けて、子供の成長を見るよ
うな感じで、メディアドゥが一歩未来へ進んだ
ことへの安堵感があったのかもしれないと思い
ました。

藤田は考え方を指示することもで
きたはずですが、それをせず、時
間がかかっても私たち自身の力で
「人格とは何か」にたどり着かせよ

うとしていました。自分たちが腹落ちしたもの
への責任と覚悟を持って取り組んでほしかっ
たのだと思います。

既存事業を伸ばす道筋は各執行
役員の専門性によって描くことが
できても、それだけでは足りませ
ん。時間の流れとともに急速に変

化する社会に貢献し続けるために、新しい領
域で新しい関係を築き、企業全体の成長を左
右する事業開発や提携、協業をまとめる経営
の力を、これからどう育て、備えていくかが肝
要です。答えは簡単に出ませんが、そこに執行
役員会として本気で取り組んでいます。

明確な芯を持って人や物事と向
き合う人のもとには、自然と人が
集まってくる。多くの人ができるこ
とではありませんが、それをメディ

アドゥで30年間体現し続けてきたのが藤田で
す。だからこそ、既存事業との結びつきが見え
にくい地域の取り組みまで、周囲が応援してく
ださるのだと思います。その芯を、次のトップに
も、そして組織全体にもつないでいきたいと考
えています。

今のメディアドゥで藤田が果たす
役割には、創業者しか果たし得な
いものや、経営トップとして最後を
受け止める覚悟が求められるも

のなど、様々なものがあると思います。それらを
要素分解し、次世代が引き継ぐべきエッセンス
を特定していく営みを愚直に続けていくことに
より、持続可能な経営体制づくりにつなげてい
きたいと思います。

サクセッションに決まった正解は
ありません。誰が継ぐかを急いで
決めることよりも、候補が数多く
生まれる状態をつくりたい。組織

に必要なのは、象徴として先頭に立ち、旗を振
る存在です。事業を回す目線を超えて俯瞰した
視座を持ち、執行役員会がどのように経営を
担っていくか、そして次の経営を担う人材をど
う育てるかを追求します。

執行役員会としてメディアドゥの
経営に踏み込んでいくために、本
質的にメディアドゥを自分の会社
であると捉え、進むべき方向を判

断し、指し示すことができなければなりません。
長らく従業員として勤めてきた会社で執行役
員に加わった私にとっては大きな意識の転換
ですが、とても手応えのある課題だと考えてい
ます。

目には見えないものですが、藤田
が築き上げてきた信念、思考を受
け止め、メディアドゥとしてのアイ
デンティティを共通言語へ落とし

込むことが鍵だと捉えており、その定義づくり
は直近の執行役員会の中心的なテーマになっ
ています。どのような人を評価し、どのように育
てるのか。日々の言葉の選び方一つにも色が出
るはずです。

承継を急ぐ前に、組織そのものを
強くすることが先だと考えていま
す。誤解を恐れずに言えば、今の
メディアドゥをピラミッドとして捉

えると、盤石な組織基盤に支えられているとい

うよりも、頂点から示される強力なビジョンが
組織を支えている状態だと感じています。それ
を円錐のように、執行役員の配下の本部長、部
長、課長を含め、各レイヤーの層を強固に厚く
していき、今まで以上に地に足のついた組織に
したいと思っています。

「感謝の会」で上映した約7分の映
像は非常に出来が良かったと思っ
ており、その映像から私は、メディ
アドゥの文化やブランドのような

ものを感じ取りました。歴史ある大企業では「私
たちの会社はこうだ」という文化、その会社らし
さが現場にまで根強く浸透しています。これを、
メディアドゥでも感じられる状態にしたい。「メ
ディアドゥらしさ」を組織全体に浸透させていく
ことができれば、次の30年のメディアドゥも成
長を重ねていくことができると考えています。

自分がこの世を去った後のメディ
アドゥまで視野に入れ、世代を重
ねて続いていく、その発想が根底
にあるべきです。目先の四半期の

業績も重要ですが、長期にわたる価値創造を
実現させていくことが何より大切です。自分の
任期の間さえ良ければいい、という会社であっ
てはいけません。

所のお話に共通しますが、藤田は
よく「長期間の誤解を恐れない」と
口にします。あるべき未来を描いた
なら、それを信じて必要なことをや

る。途中で誤解されても、責任を持って道を示
す。自分で決めた道に、迷いが生じる場面もある
と思います。それでも、実行するプロセスの中で
着実に迷いを解決し、メディアドゥとして選んだ
道を進んでいく。その覚悟を、まずは各執行役員
の領域で体現していけたらと思います。

メディアドゥという組織から生ま
れた私たち執行役員会は、目の前
の課題にも一つずつ向き合いな
がら、バトンを長期的に渡し続け

ることのできる体制を一歩ずつ形にしていきま
す。また、事業成長の過程では長期的な視点か
らの投資が目先の負担になるような場合もあ
りますが、そのようなときにはステークホル
ダーの皆様にしっかりと成長の道筋を説明し、
実行・実現するプロセスを重ねていく所存で
す。上場企業として、そのプロセスに真摯に向
き合う会社であり続けます。

まず何よりも社員がメディアドゥ
で長く勤めたいと思えて、ここで成
長し、生活を築き、次の世代まで
働き続けられる。そうしたキャリア

を描ける会社にしたいと思います。そのための
手段として、収益を生み出し続けることが当然
必要です。挑戦と成長の機会が見出せる場所で
こそ、人は長く力を発揮できると考えています。

電子書籍流通事業は業界トップ
の位置にいますが、さらにシェア
を広げていくには全く異なる絵を
描く必要があります。だからこそ

誰よりも恐れず挑戦し続ける会社でいたい。そ
の中で、社員が夢を描き、やりがいを感じ、正当
な報酬を得られる会社であり続けられるよう
成長していきたいと考えています。

全社集会で「執行役員会」の発足を宣言する執行役員の5名

それぞれの立場から、メディアドゥが30年
構築してきた多面的な信頼を伝え、表現す
る空間を感じ取ったのですね。そんな5名
による「執行役員会」が本格的に動き出し
たのは、その1年ほど前のことでした。

未来のメディアドゥを作り上げていく
ために、足元で着手していくことは
なんでしょうか。

自律してメディアドゥを主語として
長期目線で考え、決める。その覚
悟と責任を持ち、会社が成長し続
けることにコミットしたいと考えて

います。これは2年前に子会社の社長に就任し
てから、私自身の中で向き合い方や意識が大き
く変わったと感じる点です。私自身はまだ34歳
ですので、次の30年に向けて、まずは組織の土
台をさらに強くしていくことに取り組みたいと
思います。

「長期間の誤解を恐れない」を貫
き通したい。この言葉は、全体を
俯瞰し、次世代のために長い目線
を持ってやり抜くこと、そしてやり

抜く中で誤解を解き、評価されていくことが何
より重要だということを意味します。
誤解を受けるのは恐ろしいことではあります
が、自信が持てないことがあっても、執行役員
会があるから大丈夫だと私自身も思えるように
なってきています。
私たちがいなくなった後の未来の世代も含め
て、そのような姿勢でやり抜くための力を養い、
その力を発揮していく会社であり続けることを
目指して、業界や社会へ貢献し続ける30年にし
たいと思います。

執行役員会として、これからの
メディアドゥをどのように考えていますか。

改めて5名それぞれの言葉で、
次の30年への思いを聞かせてください。

上場企業としての企業成長への
責任をどのように受け止めていますか。
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木頭の春。雪解け水が清流・那賀川に流れ込み、山里が鮮やかな
新緑に包まれる始まりの季節。

春 ／ 生命の息吹
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メディアドゥが2005年に打ち出した「4つのポリシー」は、常に変化する社会におい
て当社グループがどのような事業を選択し、どのようなアプローチで社会への貢
献を果たす組織であるべきかを表しています。
→p.24 価値創造プロセス

全ての人は可能性を持って生まれ、時間の経過と共に成長します。
万物に平等に与えられたこの時間は、その成長の実感と共に自らに、
そして等しく他人にも豊かな可能性が在ることを気付かせてくれます。
仲間を認め、尊敬し、その成長と可能性を喜び合うこと。
そして、仲間を大切にするという私たちの決意こそが、
不可能を可能とし、より強固な組織を作ると信じています。
人が成長し続ける限り、メディアドゥも成長し続けます。
私たちはどのような時代になったとしても変化に適応し存続することで、
社会に貢献して参ります。

電子書籍流通事業に参入する以前から変わることなく、当社はこの社是を掲げてきました。人は抗
えない「時間」の流れの中で変化・成長する存在であり、誰もが未来の成長の可能性に開かれてい
ます。他者の未来の可能性を信じ、成長を称え合える“良好な人間関係”が失われた組織は、未来に
続くことはできません。
「成長と可能性」には、言葉通りの意味にとどまらない「あなたに会えてよかった」と互いに思い合う
良好な人間関係を何よりも重視すること、そして一人ひとりが未来に期待を膨らませる会社であり
続けることをいつまでも追求するという強い願いが込められています。

縦ラインは、社員一人ひとりが自立し、考え、創造し、行動していく
姿を表現しています。中央のオレンジラインはあなた自身です。
両サイドのラインが伸びていく様には、社員それぞれが理念をいつ
も心に抱き、多くの人に支えられている姿、そして、あなたとともに
成長していく姿が表現されています。
いつも人は、人と支え合いながら生きています。だからこそ人との
関係やコミュニケーション、ともに働く仲間を大切にしなければな
りません。自立したあなた自身と支え合う社員との間で成し遂げら
れる「成長」、そして無限の「可能性」が、このデザインには込められ
ています。

世の全ての価値創造は、本来ならば出会うことのなかった価値同
士が出会うことによって実現されます。
メディアドゥという名前には、本来ならば出会うことのなかった価
値同士を媒介し、世の中のさらなる進化発展に貢献し続ける媒体
のような存在になりたいとの願いが込められています。
どんな時代になろうとも存続し、社会に貢献する。そして、時代の流
れや変化に適応できる組織であること。メディアドゥはそういう組
織を目指します。

私たちは、社会から、そして沢山の人から学び、私たちならではの
価値を創出することによって、社会に還元し続けることを誓います。

•下請けをしない
•営業会社ではない

•クリエイティブであること
•イノベーションを続けること



メディアドゥが生み出すインパクトを
最大化する多様な人材

独自の創造を後押しする
ノウハウと仕組み

現在の社会の充分を“100”と定義したとき、
当社グループは不充分を満たすのではな
く、現在から次なる未来への社会の変化を
見据えた“101”の創造に挑戦し続けます。

「社会における今の充分は、未来の不充分
である」。この言葉を前提に、私たちが常に
変化する社会においてどのような事業を選
択し、どのようなアプローチで社会への貢
献を果たす組織であるべきかを表す指針こ
そが、メディアドゥが2005年に生み出した
「4つのポリシー」（p.23）です。

当社グループは、財務・非財務の各経営資源を「価値創造エンジン」へと投入し、成長戦略を通じた資本の強化を図りながら社会に貢献します。
常に社会の課題に向き合い、財務・非財務の経営資源を有機的に用いながら、困難の中で誰も見つけていない未踏の領域に向かう「“101”の創
造への挑戦」を続けることで、社会にポジティブな変革を起こし、持続的な企業成長を重ねます。

社会基盤を維持する
自然環境の保全

長期的な取引・協働を通じた幅広い
ステークホルダーとの信頼関係

企業の基盤として、
安定的な成長を支える源 成長戦略

- 電子書籍取次基幹システムの
運用

- CIS Controlsスコア

売上高
EBITDA
当期純利益
ROE

1,085.3億円
36.6億円
18.1億円

9.9%

総CO2（スコープ1+2）排出量
148.2t-CO2*

*ロケーション基準

前期比 +0.3pt

取引出版社
取引電子書店
SC事業関連スポンサー

2,200社超
150店超

227社

連結従業員
女性管理職比率

507人
34.0%
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サステナビリティに
かかる推進方針の
策定・連携

サステナビリティに
かかる推進方針の
策定・連携

委員長：
事務局：

代表取締役社長 CEO
経営企画部

マテリアリティ特定プロセス2

部会長：

事務局：

コーポレート部門
管掌執行役員
法務部

　当社グループにとってのサステナビリティは、自らの事業・サービスが健全な社会の形成と文化の発展に貢献する責任と自負を持ち、全社一丸となっ
て企業活動に取り組むことだと考えています。こうした考え方のもと社是とミッション・ビジョンを軸に経営・戦略を推進し、ESGの切り口で事業機会とリ
スクを整理しながら経営上の重要課題（マテリアリティ）を特定し、社会課題の解決と持続的な成長を両立させ、企業価値の向上を果たしていきます。

　当社グループは中長期の成長機会の最大化とリスク対応
を推進すべく「サステナビリティ推進委員会」を設置していま
す。代表取締役社長 CEOを委員長、委員長が指名する常勤
取締役を委員とするほか、執行役員等をメンバーとし、委員
会開催ごとに適切な時期に取締役会に報告し監督・指示を
受けます。
　また、Seven SeasのM&A等を通じて当社グループの貢献
範囲と社会的責任が一層拡大していることを踏まえ、リスク
への対応をこれまで以上に実効性高く深化させるべく、 
2027年2月期、同委員会の配下に「リスク管理部会」を発足
しました。
　同部会はコーポレート部門の執行役員を部会長、コーポ
レートを中心とした各部門長を構成員、法務部門を事務局
として、同委員会との役割分担のもとで機動的に実効性高く
リスク対応を推進します。
　サステナビリティ推進委員会において中長期的な機会を
最大化し、リスク管理部会において全社のリスク対応を強化
する強固な組織体制のもと、企業価値の向上を図ります。

サステナビリティ推進体制

　当社グループはサステナビリティ基本方針を踏まえて全社的なリスクの抑制並びに当社グループのサステナビリティと企業価値向上の両立を推進
しており、長期的かつ持続的な企業価値向上を実現していくための経営上の重要課題（マテリアリティ）を特定しています。マテリアリティの特定にお
いては、以下のプロセスを経て常勤役員会及び取締役会で討議しています。

2027年2月期におけるマテリアリティの見直し内容
　当社グループはマテリアリティを、中長期の成長機会とリスクを見
据えて注力すべき事項と認識しています。 2027年2月期、中期経営計
画における成長戦略の進捗とともにマテリアリティの見直しを行いま
した。社会と当社グループの中長期的な成長・発展を目指すうえで、中
期経営計画の成長戦略と紐づいて洗い出された機会とリスクを認識
した後、当社グループの企業活動によって特に大きな影響を及ぼす、
または影響を受けると考えられるテーマを選定しており、これにより
従来の10テーマから絞り込まれた4テーマをマテリアリティとして特

定し、それぞれ取り組み目標とKPIを設定しました。
　今後は目標達成に向けた中長期方針の議論・進捗モニタリングを
行うとともに、リスク管理部会を通じて、毎年のリスクアセスメントによ
り抽出されたリスクの回避・低減に着実に取り組みます。これにより、
当社グループの中長期的な成長機会の最大化とリスク対応の両面を
一層強力に推進します。

 →p.85 リスクマネジメント

•電子書籍流通事業における
シェアの拡大

•海外事業の確立及びグルー
プPMI推進による事業拡大 国内電子書籍

流通シェア

連結EBITDA

連結売上高

約30％

36.6億円

1,085.3億円

継続的な拡大

Seven Seas
出版タイトル/年 1,041 2,000以上

IB全国拠点数

ROE

30人11人
次世代経営
人材の育成
累計対象人数

徳島
ガンバロウズ
平均入場者

9.9%

1,746人

10%以上の
維持・拡大

2,000人以上

20府県 46道府県

52.0億円

1,250億円

• 地域社会とのネットワーク
強化

• 収益事業化に向けた地域
の課題解決に資するプロ
ジェクト創出と推進

•持続的な事業ポートフォリ
オの見直しと最適化

•投資～利益創出の社内管
理サイクルの実行

•「全体俯瞰的課題解決能
力」「高度人間関係構築能
力」の育成

•経営戦略の深化と環境変化
に即した等級・評価制度見
直し

• CEOによる次世代経営人材
の育成

育成に資する目標・指標は新人事制度の実装に伴い
設計

• SASB、GRIやIIRCなど国際的な報告のフレームワークや、ESG評価機関の調査項目等をもとに、社会課題の
洗い出しを実施するとともに、ステークホルダーごとの要請に関する仮説を把握・整理

• 認識した社会課題を含め、当社のパーパスや事業戦略達成に向けた機会・リスクと突合
• 分析結果と事業上のリスクを突合し、ロングリストを作成

• サステナビリティ推進委員会において、ロングリストをステークホルダーに対する影響、当社戦略の達成にお
ける影響、環境・社会・経済への影響等を踏まえて優先順位付けを行いショートリストを作成

• ショートリストについて常勤役員会及び取締役会での分析・討議

• 取締役会での審議・決議を経て、経営上の重要課題として特定

当社グループは国内の電子書籍流通並
びに日本コンテンツの海外流通におい
て、シェアと事業のさらなる拡大を図るこ
とで、日本の著作者・出版社がコンテンツ
を永続的に生み出せる基盤をつくり、日
本のコンテンツ市場の拡大と日本社会の
文化の発展に貢献します。

日本社会の基盤である全国の地域・地方
が縮小に向かう中、当社グループは地域
の価値（アセット）を再定義し、社会にビ
ジネスを創出する仕組み・プラットフォー
ムを日本全国へ拡大することで、全国の
地域社会を起点に日本を再び盛り立て、
持続的な日本社会の成長に貢献します。

当社グループは短期・中期・長期における
影響を適切に見極めた戦略投資と、継続
的な事業ポートフォリオの最適化を通じ
て、各成長戦略におけるポジションとシェ
アの拡大、貢献範囲の拡大に資する最大
の効果を生み出します。

当社グループは人と人との間に立ち、貢献
する中で成長を遂げてきました。人との信
頼関係を基盤として、全体像を俯瞰し、先
回りして最適な戦略と計画を立て、社内
外の力を借りて実行・実現する課題解決
能力によって力の総和を最大化し、永続
的に社会に貢献します。

•取締役会 社外取締役／女性取締役比率、実効性評
価実施

•コンプライアンス研修受講率、重大法令違反/通報
件数

• CIS Controlsスコア、重大セキュリティ事故発生回数
•温室効果ガス排出量
•総合健康リスク、女性管理職比率、障害者雇用率

•企業成長の基盤となる規
程整備・改善、対応強化等
の着実な対応

マテリアリティの4テーマの推進を通じた
成長機会の最大化を阻害しうるリスクに
対応するため、当社のコーポレート・ガバ
ナンス、グループガバナンス、コンプライア
ンスの強化に加え、情報セキュリティ、気
候変動対応等に関するリスク項目に対し、
年1回のリスクアセスメント結果をもとに
対処すべき優先順位を決定しています。リ
スク管理部会のもとでこれらの回避・低減
に着実に取り組むことで、サステナビリ
ティ推進委員会との強固な連携のもと、社
会と当社グループの持続可能な発展に資
する基盤を整備します。

2026年2月期のマテリアリティにおける指標、目標、実績は当社「2026年2月期 有価証券報告書」p.17をご覧ください。　→ https://mediado.jp/ir/library/securities/
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社
会・環
境
に
与
え
る
影
響

　当社グループは「当社グループが社会・環境に与える影響」と「社会・
環境が当社グループの財務に与える影響」の両観点から、中長期の成
長戦略と企業活動による社会影響の大きさを基準に4テーマの経営上
の重要課題（マテリアリティ：①創造サイクルと文化発展への貢献、

②地域のエンパワーメント、③戦略投資効果の最大化、④人材育成と
獲得）を特定しました。これを踏まえ、当社グループの経営資源を5つの
資本に分類し、それぞれのインプット、不足しうる資本を可視化します。

• 事業成長に資するM&A推進
• 資本効率と財務健全性の両立
• 適切な技術・テクノロジーへの投資推進
• ROIC基準の設定による資本コストを意識した事業ポート
フォリオ見直し

• 中長期的な株主との関係構築と適切な株主還元

•「全体俯瞰的課題解決能力」「高度人間関係構築能力」の
育成

• 次なる30年を見据えた次世代経営人材の育成

• 電子書籍流通事業における流通カロリーの低減、流通ス
ピードの向上を実現するシステム開発

• 情報セキュリティの強化
• 社内外の効率化とコスト削減に資するデータ活用

• 国内電子書籍流通シェアの拡大
• 海外事業における海外出版支援機会の獲得
• 地域創生のプラットフォーム戦略の展開に向けた連携関
係の拡大と強化

• バリューチェーン全体での影響把握と改善に向けた検討

中長期的なM&Aの投資額の回収や、事業におけるシナ
ジーの最大化が進捗しない場合、財務健全性を毀損す
る恐れがありますが、当社グループは2026年3月に実施
したSeven Seas買収後も、強固な利益創出力を背景に
「純資産比率25%超」「D/Eレシオ1.0倍以下」「のれん対
純資産倍率1.0倍以下」といった財務における安全水準
をクリアしており、健全な財務体質を維持しています。
Seven Seasの着実なPMIを実現するための体制整備
と計画策定、人材確保に継続的に取り組むとともに、取
締役会においてPMIに対するモニタリング等を適切に
行っています。

次なる30年を見据えた成長戦略を掲げる転換期にある
当社グループは、各領域の貢献範囲を広げるために必
要とされる「全体俯瞰的課題解決能力」と「高度人間関
係構築能力」を有する人材が今後不足する恐れがあり
ます。これに対し、当社グループは創業者をはじめとする
経営陣のコミットにより、採用活動や次世代経営人材の
育成等を推進することで、ビジネスを通じて社会に貢献
する中で社内外の「力の総和」を最大化する人材の育
成・獲得、組織の成長力を生み出す複数人の自律した
チーム、すなわち役割分担を明確にした“群”による経
営・事業推進の実現に取り組んでいます。

先端技術へのキャッチアップに遅れが生じることで、各
事業の競争優位性やセキュリティの堅牢性が損なわれ
るリスクがあるのに対し、当社グループは適正な技術開
発やセキュリティへの投資と、エンジニアの自己研鑽の
奨励等を推進することで、継続的な技術資本の強化を
図っています。

法令違反やセキュリティインシデント等により、ステーク
ホルダーからの信頼を毀損するリスクがあるのに対し、
当社グループは規程整備等のコンプライアンス強化、情
報セキュリティ強化を継続的に推進するとともに、当社
グループの人材に対しコンプライアンス・セキュリティに
関する研修も定期的に実施することで、全役職員のコン
プライアンス意識の向上に努めています。

企業活動や社会そのものの基盤である自然資本に対し、
当社グループは事業特性上直接のGHG排出量は限定的
であるものの、地球環境への負荷低減、気候変動への影
響軽減に向け、調達先の見直しや光熱費モニタリング、冷
房負荷低減等の多方面の取り組みを推進しています。



木頭の夏。昼は川遊びに夢中の子どもたちの声。夜風に涼み、
見上げた空に輝く天の川は息をのむほど。

夏 ／ 満天の星
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1

　当社は社名「メディアドゥ」の由来である「本来ならば出会うことの
なかった価値同士を媒介し、世の中のさらなる進化発展に貢献し続け
る媒体のような存在に」という精神のもと、社会の次なる変化を見据
えた新たな価値を提供し続けてきました。著作権法第一条に掲げられ
た「著作物の公正な利用」と「権利の保護の調和」という精神を事業の
原点に、出版コンテンツ創出の持続可能性を高める「著作物の健全な
る創造サイクルの実現」を事業理念に掲げ、「①国内電子書籍流通事
業」において圧倒的な取次シェアと基盤を構築してきました。
　国内電子書籍市場の成熟や日本コンテンツの世界展開ニーズの高
まりを受け、当社は「②海外展開」の本格推進に向けて従来の事業ビ
ジョン「ひとつでも多くのコンテンツを、ひとりでも多くの人へ」を英語
表記の「MORE CONTENT FOR MORE PEOPLE!」へとアップデート

しました。日本中のコンテンツを世界80億人へ届けるという戦略の進
化を示す一方、事業ミッションである「著作物の健全なる創造サイクル
の実現」は日本語のまま据え置いています。これには、海外市場で得た
収益を日本の出版社はもとより著者へと還元し、日本の文化発展に寄
与し続けるという変わらぬ意思が込められています。
　さらに当社は、創業以来、創業者の故郷である徳島をはじめとした
地域社会に支えられてきた当事者として、地域の持続的発展に貢献す
べく「③SC（Sustainability Creation）事業」を推進しています。全国
の地域に眠るアセット（資産）を再定義・媒介して新たな価値を生み出
し、日本全体の持続可能性に寄与するとともに、既存事業に続く新た
な収益の柱として確実な事業化・収益化を目指していきます。

2

　圧倒的なシェアを誇る「①国内電子書籍流通事業」を収益の柱としつつ、グローバル市場への拡張を目指す「②海外展開」と地域社会の課題を解
決する「③SC事業」へリソースを投下し、成長フェーズへと引き上げることで、出版業界、地域・社会への貢献価値を最大化します。新たな収益の柱を
作ることで事業ポートフォリオを多角化させ、持続的な企業価値向上を実現してまいります。 

3

　中期経営計画の最終年度である2030年2期には、連結売上高1,250億円、営業利益40億円といずれも過去最高を目指します。本業績目標は、既存
事業のオーガニックな成長に基づく目標値です。2026年3月のSeven Seas Entertainment買収等、成長機会の拡大に伴い、当社グループの事業環
境は中期経営計画策定時から大きく変わっているため、数値目標の見直しを現在進めています。

日本の持続可能性は、地域のアセットの再定義による
全国の地域に眠る誇るべき大切なアセット（資産）を特定し、
価値を再定義することで地域と地域の人々が自らの力で未来
を創造できる社会を実現し、地域社会の集合体である日本全
体の持続可能性に貢献する

1,250

2006年の事業参入から20年、全ての電子書籍を扱う出版社との取引を行うポジションと国内 
No.1シェアを確立。今後は、シェア拡大と貢献範囲の拡大により、業界へのさらなる貢献を目指す更なるシェアの拡大

Seven Seas EntertainmentのPMIを完遂するとともに、あらゆる出版社のコンテンツの翻訳出
版を加速することで、日本の本を世界中に届けるNo.1の企業へグローバルにおける

シェア確立

全国の起業家・行政・金融・メディア等をつなぐプラットフォーム（イノベーションベース）を構築・全国展
開。多様なステークホルダーとの信頼関係を軸に、地域の課題解決と事業化・収益化を両立する新たな
地域創生モデルを推進地域創生プラットフォーム

の全国展開と事業化
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1,013 

当社グループの売上高の1,000億円超を支える主力事業・電子書籍流
通事業。年間約92万点の新規コンテンツが集まり、業界から絶対的な
信頼を寄せられる現在のポジションは、市場黎明期から現場の手作

2004.7：着うた®配信事業開始̶̶リッチコンテンツビジネスへの参入
モバイルインターネットにおける大容量のリッチコンテンツビジネスの幕開けとなった「着うた」
サービスの開始に伴い、著作権ビジネスへ移行しました。独自開発の「印税レポートシステム」が音
楽事業拡大の契機となり、ここで培った権利許諾のノウハウと技術を活用し、黎明期を迎えようと
していた電子書籍市場への参入を決意しました。

2006.10：自社配信システム「md-dc」を開発、電子書籍事業へ参入̶̶社運を賭けた地道な挑戦
「余暇時間に読む電子書籍の市場は必ず大きくなる」と確信し、社運を賭けて参入しました。当時は
マンガ1冊の制作に高額な費用がかかる時代でしたが、人海戦術でのコマ割り作業や手作業もいと
わず、地道な努力を重ねて取引出版社や電子書店のネットワークを広げていきました。

2006～2007：両輪のシステム開発̶ 「̶選ばれる」ためのインフラ構築
電子書籍配信システム「md-dc」と、電子書店の効率的な運営を支える「MD-CMS」を開発しまし
た。「止まることのないシステム」とデータ分析力を強みに、取扱コンテンツが少ない時期から電子
書店に「選ばれる」サービスを実現していきました。
2008～2011：大手出版社の資本参画̶̶取引急拡大の転機
講談社との許諾契約を結んだことを皮切りに取引が急拡大し、2008年には同社が資本参画しまし
た。さらに2010年にはNTTドコモの『iMenuブック』へシステム提供を開始し、同年コンテンツ契約
を結んだ小学館からも資本参画を受け、大手出版社2社との強固な信頼関係を築きました。

2013：LINEマンガとの取引開始̶̶シェアNo.1への布石
コンペを経て『LINEマンガ』への独占的なコンテンツ取次及び配信プラットフォームの提供を開始
しました。LINEマンガはのちに売上高の約20%を占める大口取引先となり、約10年間、当社がシェ
アを大きく拡大していくための決定的な足がかりとなりました。

泥臭い現場力と情熱で築いた強固な事業基盤と出版業界からの信頼の軌跡

電子書籍ビジネスの幕開けと弛まぬ努力

1

当社は、国内シェア30%・世界第2位の流通総額を誇る国内最大手の
電子書籍取次事業者です。出版社が創り出す多種多様なコンテンツ
を預かり、形式の最適化やメタデータ管理を行いながら電子書店へ

唯一無二のポジション：2,200社以上の出版社と150店以上の電子書店を繋ぐ圧倒的な事業基盤　2

業とシステム開発で泥臭く課題を解決してきた社員たちの挑戦の歴史
そのものです。この揺るぎない事業基盤こそが、当社グループの様々な
事業の成長の原動力となっています。

スマートフォン普及やコロナ禍の巣ごもり需要等、電子書籍サービスの広がりを背景に、市場全体は急拡大。当社も市場の成長とともに、高い売上成
長を実現してきました。

国内電子書籍市場は成熟期に入り、成長ペースは緩やかな拡大へと変化しています。これに対し当社は、業界全体の潮流である海外市場への進出を
強力に後押しすべく海外事業を強化。同時に、国内においては貢献範囲の拡大を通じたシェア拡大と業界インフラ化を推進することで、市場成長に依
存しない確実な成長を描いていきます。

市場規模の推移と認識：成熟期を迎えた国内市場と新たな潮流3
プラットフォームの確立と業界内ポジションの急拡大

2013～2016：東証マザーズ上場、そして東証一部へ̶̶圧倒的No.1を見据えて
事業の急拡大に伴い、2013年に東証マザーズ上場を果たし、財務基盤と信用力を飛躍的に高めま
した。業界No.1シェアを誇る出版デジタル機構の買収を見据えて経営体制を整え、2016年には東
証一部（現プライム）へ市場変更を行いました。

2017.3：出版デジタル機構子会社化̶̶第2位が第1位を買収、圧倒的ポジションの確立
「電子書籍流通の圧倒的No.1として出版業界の課題を解決したい」という思いから、出版デジタル
機構の買収に挑みました。2017年に完全子会社化し、2020年にはPMIを完遂。電子書籍取次とし
て国内最大手のポジションを確立しました。

2025～：「N字回復」の達成̶̶試練を乗り越え、再び成長軌道へ
LINEマンガとの独占提携終了に伴い一時的な減収減益（2023～2024年2月期）を経験しました
が、流通カロリーの低減と流通スピードの向上に徹底的に向き合いました。業務移管完了後の
2025年2月期には再び増収増益（N字回復）を果たし、持続的な成長力を証明しました。

上場、業界No.1の獲得、そして成長軌道への回帰

配信し、複雑な売上データや印税の精算業務までを一元管理するこ
とで、出版業界全体の運用負荷を劇的に低減しています。

②市場は成熟期へ。海外市場の開拓とともに、国内では「取次」を超えたシェア拡大へ（2022年度～：CAGR 2.8%）

スマホユーザーの増加
電子書籍サービスの多様化

①スマホ普及と巣ごもり需要がけん引した市場全体の急拡大期（～2022年度：CAGR 21.9%）

流通総額

国内最大手の電子書籍取次

1,930億円 世界第2位
国内シェア

30%

出版社

2,200社
新規登録コンテンツ数

年間約92万点

電子書店

150店

国内電子書籍市場規模の推移*

（億円）
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*出所：インプレス総合研究所「電子書籍ビジネス調査報告2026」

① CAGR：21.9%

② CAGR：2.8%

当時のメディアドゥ公式サイト

コロナ特需



海外展開を見据えたメディアドゥの歩み3

日本のコンテンツを世界中の人々へ届けるために1

*1 出所：「日本と世界のメディア×コンテンツ市場データベース2025 Vol.18【確定版】」（2025年11月、株式会社
ヒューマンメディア）
*2 出所：【日本】出版科学研究所「出版指標 年報2025」、デジタルにはオーディオブックを含まない、【米国】
Association of American Publishers (AAP) 「StatShot Annual Report CY 2024」よりオーディオブック及
びその他（教材・フィジカルオーディオ他）を控除（¥150/USD）、【ドイツ、韓国、イギリス、フランス】WIPO「The 
Global Publishing Industry in 2022」より。デジタルにはオーディオブックを含む （¥150/USD）、【世界】
Grand View Research, 「Books Market Size, Share & Growth | Industry Report, 2030」、Mordor 
Intelligence「Ebook Market Share, Size, Trends & Industry Analysis」（¥150/USD）

世界へ広がる日本コンテンツの可能性
　現在の国内出版市場が成熟傾向にある一方、世界市場においては日本のマンガや
コンテンツに対する需要がかつてないほど高まっています。国内の出版社にとって、海
外市場の開拓は持続的な成長を実現するための大きなビジネスチャンスです。当社グ
ループは、ほぼすべての国内出版社と取引を有し、出版業界における流通インフラとし
ての確固たるポジションと信頼関係を築いてきました。メディアドゥは、出版業界全体
を支えるインフラの担い手として、日本の優れたコンテンツを世界中のファンへ届け、
日本出版業界全体のさらなる飛躍と成長に貢献する使命があると考えています。

日本出版業界にとってのビジネスチャンスと障壁
　海外市場における日本コンテンツの需要は、訪日インバウンドの増加や動画配信
プラットフォームの世界的な普及等を背景に飛躍的に拡大しています。さらに、日本
政府がクリエイティブ産業の支援を強化し、2033年までに海外展開規模20兆円を
目標に掲げる等、国を挙げた力強い追い風も吹いています。
　特に最大のターゲットである米国の出版市場においては、全体の約9割を紙の本
が占めており、日本のマンガはファンにとってコレクターズアイテムとしても深く愛好
されています。豪華な装丁やセット販売といった高単価商品が支持される環境は、日
本の出版コンテンツの価値を最大化する上で重要な成長・収益機会です。

　一方で、日本の出版社が自社の作品を海外の書店店頭に並べるまでには、いくつかの
大きなハードルが存在します。第一に、翻訳とローカライズのハードルです。日本語特有
の表現や細やかなニュアンス等、文化的背景を正しく汲み取り、現地のファンに響く高
い翻訳クオリティで展開するには、高度な知見が必要になります。第二に、現地の紙流
通網のハードルです。米国市場の主流である紙の本を届けるためには、現地の仕様に合
わせた印刷・製本から物流、店頭でのプロモーションに至る複数のプロセスをクリアし
なければなりません。これらを円滑に推進するには、現地の商習慣に精通した流通業者
や書店との長年の実績に基づく信頼関係が不可欠であり、そうした強固な流通ネット
ワークやパートナーシップは、一朝一夕に構築できるものではありません。

市場環境2

20兆円

6兆円

2024 2033（目標）

当社入社以来、電子書籍流通事業に携わり、サービス開
発を行いながら現在の中核事業への成長を牽引。これら
の豊富な経験と高い見識を生かし、取締役 COOとして当
社の経営を担う。
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　当社グループは、こうした日本出版業界の海外展開における課題を
解決し、世界へ作品を届けたいという出版社のニーズに応えるため、
2016年に米国現地法人 Media Do International, Inc.を設立しまし
た。以来、現地の出版業界関係者やパートナー企業との信頼関係を深
めるとともに、北米出版流通に関する知見・ノウハウを継続的に蓄積し
てきました。こうした長年の布石と現地で培ったネットワークが結実
し、2026年3月、独立系マンガ翻訳出版社として世界最大級のSeven 

Seas Entertainment, LLCの買収に至りました。Seven Seasは、高
い翻訳・ローカライズ力に加え、世界最大級の出版社Penguin 
Random House（PRH）グループの流通網を保有しています。当社グ
ループは、①翻訳のクオリティと②現地における流通網という2つの
ハードルを一度に解消し、日本の出版物を世界中へ届けるためのグ
ローバル流通インフラを構築することを目的として本買収を実行しま
した。

　当社グループは、電子書籍取次事業者として確立した出版業界との
信頼関係と国内最大手のポジションを基盤に、ビジョンに掲げる
「MORE CONTENT FOR MORE PEOPLE!（ひとつでも多くのコンテ

ンツを、ひとりでも多くの人へ）」の実現に向け、日本のコンテンツを世
界中の読者へ届けるための貢献範囲をさらに拡大します。

　当社は現在の市場シェア30%からのさらなるシェア拡大により、市場成長に左右されない確実な増収・成長を実現します。単にコンテンツを取り次
ぐ「取次」の枠組みを超え、出版業界全体の業務を支えながら、課題解決をする「不可欠なインフラ」へと進化を遂げます。

　2026年4月1日、メディアドゥは設立30周
年の節目を迎えました。私が当社とともに歩
んできた時間は12年と、その歴史の半分に
も満ちませんが、この節目にあたり胸に込み
上げるのは深い感謝の思いです。30年の歩
みを支えてくださった出版社様、書店様をは
じめとする取引先の皆様、株主の皆様、そし
て現場で誠実に業務と向き合い、会社を支
え続けてくれた社員一人ひとりがいてくれた
からこそ、今日という日を迎えることができ
ました。心より感謝申し上げます。

「メディアドゥは、ベンチャーに過ぎません」
これは30周年史で藤田が語った言葉です。

各電子書店における複雑な販売・売上データを統合・分析できるプラットフォームを提供。出版社
がデータに基づいたマーケティングや施策展開を迅速に行える環境を整えます。

貢献範囲の拡大によるシェア向上と取次からインフラへの進化4

出版業界のインフラとして貢献範囲を拡大するための具体的な取り組み
①出版社向けBIツールの開発

②インフラの信頼性向上／セキュリティ基盤の強化

③電子書店向け業務のアウトソーシング受託

取次経由 40%

①取次経由内のシェア拡大

②直接取引から取次への商流切替

貢献範囲を拡大していく

*2024年度の電子書籍市場規模（コミック・文字もの等の合計）

直接取引 50%

その他
10%

流通総額
シェア 

1,930億円
30%

海賊版対策やサイバー攻撃に対応する「守り」の対策に加え、脆弱性を未然に防ぐ「攻め」のセ
キュリティ投資を徹底。出版社が安心して貴重なコンテンツを託せる環境を守り続けます。

電子書店が担うファイル制作、キャンペーン管理、運用管理などの業務を、当社の人員・体制で幅
広く請け負い、書店の運用コスト削減と効率化を支援します。

取次に関わるあらゆる業務を引き受け、自
社の思いや都合ではなく、常に「出版業界」
を主語に置いて考えて行動する。スピードと
クオリティを追求し、1分1秒でも早く対応す
るという姿勢で実績と信頼を積み重ねてき
ました。このベンチャー精神こそが、今も
脈 と々受け継がれる「メディアドゥらしさ」だ
と考えています。これまで私たちは、電子書
籍市場の拡大を通じて、素晴らしい著作物
が世に出続ける環境を守り、発展させてき
たと自負しております。

　次の30年に向けた私たちの挑戦において
は、既存の組織やそれぞれの管掌範囲にと

らわれず、国内や海外といった枠組みをも超
え、全員が当事者意識を強く持ち、一致団
結して全力で挑んでいかなければなりませ
ん。なぜならば、日本の作品が持続的に育っ
ていく土壌を世界規模で作ること、そして国
や言語の壁を越えて新たな作品と読者の出
会いを創造し、出版社様や著者の利益を最
大化してしっかりと還元していくこと̶̶こ
の大きな責務を果たせるのは、メディアドゥ
だからです。私たちはその強い信念と熱意の
もと、これからも「メディアドゥらしさ」を軸に
強力なリーダーシップを発揮して最前線で
戦い、出版業界の発展に全力を尽くしてま
いります。
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　同社を率いるCEO＆ファウンダーのJason DeAngelis氏は、「日本のマンガを原文のまま理解したい」という情熱から日本語を習得し、自身でもオリ
ジナル作品を出版するほど、日本のコンテンツに対して深い愛情とリスペクトを持つ創業経営者です。日本文化をこよなく愛するJason氏が率いる
Seven Seasだからこそ、「Discover Your Treasure!（読者にとっての宝物となる物語を届ける）」という理念のもと、原作者の意図を尊重した丁寧な
翻訳と編集にこだわり抜いています。こうした真摯な姿勢の積み重ねが、現地のファンや日本のクリエイター双方からの厚い信頼と事業成長につな
がっています。　→p.42 Jason DeAngelis氏経歴

　2004年に設立されたSeven Seasは、北米における独立系最大手のマンガ翻訳出版社です。日本コンテンツの年間発行タイトル
数で世界最大級を誇り、約20年にわたり北米マンガ市場の拡大を牽引しています。高い事業成長を支える根幹は、優れた翻訳・
ローカライズ力と、強固な流通網の双方を兼ね備えている点にあります。 同社は、日本のコンテンツを深く愛好するスタッフ陣に
よって、日本語特有の繊細なニュアンスや文化的背景を汲み取る高度な翻訳・編集体制を確立しています。また、多彩な専門レーベ
ルの展開による多様なジャンルの取扱いや、現地ファンコミュニティとの対話的な関係構築を通じて読者のニーズを的確にすくい
上げることで、ファンからの厚い信頼を獲得しています。さらに、流通においては、北米最大手の出版社であるPenguin Random 
Houseと連携することで、米国をはじめ、世界240以上の国と地域へ書籍を供給できる強固な販売網を確立しています。

国内出版社からの期待6

　Seven Seasのグループ参画を受け、当社グループは国内の出版社を対象と
した海外出版事業説明会を開催しました。当日は合計437人の出版関係者の皆
様にご参加いただき、Seven Seasがこれまで大切にしてきた作品への思いや
ローカライズへの姿勢は今後も不変であること、そして当社グループの一員とし
て日本の優れたコンテンツを世界へ届ける決意を新たにお伝えいたしました。
　これまで、無数に存在する作品の中から自社コンテンツを見出し、接点の少な
い海外の出版社へアプローチして現地出版・販売まで結実させることは、多くの
国内出版社にとってハードルの高い取り組みでした。
　しかし、Seven Seasが当社グループに加わったことで、日頃から国内の電子
書籍流通で信頼関係を培ってきたメディアドゥの担当者が、世界へとつなぐ役
割を担うことで、日本のあらゆるコンテンツの海外展開の可能性を押し広げま
す。言語や商習慣の壁を越え、日本の出版社のグローバル展開を包括的に支え
るパートナーとして、当社グループは世界中の読者への架け橋となる役割を全う
します。

2026年3月16日、出版業界向けに開催し
た「海外出版事業説明会」の様子。現地
で234名、オンラインで203名、計437名
の方に参加いただきました。

独立系としての強みと、あらゆる出版社を世界へつなぐ流通インフラの実現5

　Seven Seasが持つ最大の強みは、特定の出版社グループに属さな
い点にあります。特定の資本系列に依存しない中立的な立場だからこ
そ、出版社の規模を問わず、あらゆる出版社の作品を分け隔てなく取り
扱うことができます。
　現在の北米マンガ市場において、小学館・集英社グループ（VIZ 
Media）、KADOKAWAグループ（Yen Press）、講談社グループ
（Kodansha USA）等、一部の出版社は現地法人を通して自社作品を
展開しています。

　一方で、ほとんどの国内出版社にとっては、海外拠点の設立や運用に
必要な資金・人材・現地ノウハウといったリソースの確保がハードルと
なっています。 こうした環境下において、網羅的に作品を受け入れる中
立性と、北米市場における高品質なローカライズ力、そして強固な紙流
通網を併せ持つSeven Seasは、日本の出版社にとって、北米市場へコ
ンテンツを展開するための重要なプラットフォームとして唯一無二の価
値を発揮しています。

年間1,000タイトル刊行。
中でも日本コンテンツの年間
発行タイトル数は世界最大級

　設立30周年の節目において、Seven Seasを
当社グループに迎え、事業理念である「MORE 
CONTENT FOR MORE PEOPLE!」の確固た
るスタートの第一歩を踏み出せたことは、当社
グループの海外事業における現時点の最も大
きな成果です。Seven Seasは海外に向けた日
本の“本づくり”の架け橋としてさらなる飛躍を
目指すとともに、当社は幅広いジャンルの日本
コンテンツを、電子・紙そしてオーディオブック
等を問わず世界の読者へ届ける架け橋を目指
すための優位性を獲得することができたと受
け止めています。

　当社が2014年の戦略的業務提携で国内向
けに提供を開始した電子図書館システム
「OverDrive」は、現在世界約100カ国、9万
2,000館以上の公共図書館や学校、大学等に
導入され、近年は日本の電子書籍コンテンツ
の海外向け売上が如実に伸長しています。国
内の出版社各社と対話を重ねる中でも、実績
として世界での日本のコンテンツに対する需要
が飛躍的に伸びていることを日々実感します。

　私たちは現在、世界各国の出版マーケットを
分析しながら、各市場に適した作品を国内の
出版社に提案し、海外への作品展開を支援す

るためのノウハウや体制を形にしていく時期に
あります。Seven Seasが得意とするマンガや
ライトノベル等に加え、当社では小説等の「文
字もの」の海外展開に向け、取引先の皆様と
タッグを組む企画も始まりました。当社グルー
プは日本の多様性に富んだコンテンツを世界
各国へ流通する仕組みをつくる機能を提供す
べき企業体であり、多くの取引先とともに世界
の市場と日本の作品を結びつけ、世界で読者
の開拓・拡大を図る出版の「商社」としての役
割を着実に果たしながら、事業規模の拡大に
邁進していきます。

（株）KADOKAWA 取締役等を務
め、出版業界の幅広い分野の事
業に携わってきた豊富な経験と
高い見識を生かし、2024年5月よ
り当社の経営を担う。
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　当社は「MORE CONTENT FOR MORE PEOPLE! （ひとつでも多くのコンテ
ンツを、ひとりでも多くの人へ）」というビジョンのもと、国内の電子書籍取次と
して出版業界のインフラ構築を進めてきました。一方、Seven Seasもまた、
2004年の創業以来「Discover Your Treasure!（読者にとっての宝物となる物
語を届ける）」という理念のもと、読者と作品をつなぐ架け橋として歩みを重ね
てきました。
　両社は日米それぞれの市場において、特定の資本に属さない独立系として、
コンテンツへのリスペクトを大切にしながら市場自体を拡大・発展させてきたと
いう共通の企業風土を有しています。
　この「独立系」であり「コンテンツへの敬意」という根幹の価値観が一致して
いるからこそ、当社が持つ国内出版社との信頼関係や技術基盤と、Seven 
Seasが持つローカライズ力や現地流通網というそれぞれの強みを掛け合わ
せ、グループとしての成長をさらに加速させることが可能になります。

電子書籍配信の拡大9

グローバル市場を見据えた次なる成長機会：文字もの及び欧州市場等への展開強化10

7

Jason DeAngelis

Seven Seas Entertainment, LLC
CEO & Founder

Seven Seasが積み上げてきた翻訳出版のノウハウと流通基盤に対し、当社の営業力と売上データを融合させることで、コンテンツ獲得という入口
（量と質）と、店頭販売という出口（書店の棚スペース）の両面を強化します。

＜量の拡大：営業体制の増強による獲得機会の飛躍＞
これまでSeven Seas単独では少人数に限られていた作品発掘の体制に、メディアドゥの担
当者が加わることで、コンテンツ獲得基盤が増強されました。さらに、日頃から緊密な信頼関
係にあるメディアドゥが接点となることで、出版社からの海外展開に関する提案や打診もス
ムーズに受け止められるようになりました。獲得体制の大幅な強化と作品が集まる環境の整
備により、コンテンツ獲得の「量」を飛躍的に拡大します。

＜質の向上：データ活用によるヒット率と精度の追求＞
メディアドゥが保有する国内電子書籍の売上傾向を、Seven Seasと連携します。日本国内にお
けるヒットの兆候をデータに基づいていち早く分析することで、 北米市場でヒットする可能性
の高い作品を精度高く厳選し、ヒット率向上をはじめとするコンテンツ獲得の「質」を高めます。

コンテンツの獲得（入口）と販売（出口）、それぞれを強化8

①コンテンツ獲得（入口）の最大化：量の拡大と質の向上

Penguin Random Houseとの連携のもと、北米全土の大型書店や専門店におけるSeven 
Seas作品の棚スペースの確保と拡充に向けた施策検討を推進します。店頭露出を最大化す
ることで、新規読者の獲得と販売シェアの拡大を図ります。

②コンテンツ販売（出口）の強化：書店の棚スペース拡充

当社グループは、コンテンツ数の拡大にとどまらず、中期的な成長を見据えた新たな施策にも挑戦していきます。マンガやライトノベルで培ったポジ
ションと流通基盤を活用し、欧州市場等を中心に世界的に需要が高まっている文芸作品や実用書等の文字ものの展開強化を進めます。多様なジャン
ルの日本出版コンテンツを世界中へ届けることで、「本の商社」として日本出版業界の持続的な成長に貢献し続けます。

現在、北米の出版市場及びSeven Seasの売上構成において、電子書籍の占める割合は2割程度にとどまっています。しかし、北米における電子書籍
市場は年平均約5%以上のペースで拡大を続けており、今後さらなる成長余地が存在しています。この成長市場に対し、当社が国内電子書籍流通で
培ってきたマーケティングノウハウを活用し、電子書店でのプロモーションやオーディオブック展開を強化することで、紙の本のファン層に加え、スマー
トフォンやタブレットで手軽に作品を楽しむ読者層の獲得を加速し、デジタル領域での売上及び利益の底上げを図ります。

　Jason DeAngelis氏は、18歳の頃に
「日本マンガを原文のまま理解したい」
という強い情熱から日本語と日本文学
を専攻。大学卒業後は日本へ移住し、6
年間の滞在期間中に武道等を通して作
品背景にある独自の文化や情緒を深く
学びました。
　帰国後はフリーランスのマンガ翻訳
者として『ベルセルク』等のヒット作に
携わった後、2004年にSeven Seas 
Entertainmentを創業。「Discover 
Your Treasure!（読者にとっての宝物
となる物語を届ける）」という明確な意
志のもと、自らの目利きで幅広いジャン
ルのマンガやライトノベルを開拓し、約
20年で北米市場における独立系No.1
出版社へと成長を牽引してきました。

日本マンガへの深い情熱と理解
を胸に、北米市場を切り拓いてき
た創業経営者

　2004年にSeven Seasを設立した当時、日本の
マンガやライトノベルは、北米においてニッチな存
在でした。読者は探し出す労力をかける必要があ
り、まとまった棚を割り当てる書店はごくわずかで
した。しかし今、状況は一変しています。マンガやラ
イトノベルは北米の書店、図書館、オンライン上で
もメインストリームのカテゴリとなり、アニメ配信は
何百万人もの新しいファンを日本コンテンツに導
き、若い世代にも持続的な需要を生み出していま
す。読者は日本コンテンツを自ら積極的に買い求め
るようになり、この変化は出版社にとって、計り知れ
ない長期的な成長機会を生み出しています。

　私たちがメディアドゥグループに参画した背景に
は「既存のマーケットのシェアを奪い合うのではな
く、市場そのものを拡大すること」という共通の理
念があります。私たちが培ってきた北米における出
版・ローカライズのノウハウや日本の出版パート

ナーとの信頼関係、紙書籍のグローバル流通ネッ
トワークと、メディアドゥが有する電子配信やテク
ノロジー、そして日本国内で密接に構築されてきた
出版業界との信頼関係を融合させることで、日本
コンテンツの可能性をさらに広げられると確信し
ています。

　私の役割は、日本の出版社と世界の読者をつな
ぐ「架け橋」であり続けることです。Seven Seasの
成長の原動力であるアントレプレナーシップあふれ
る社風を大切にしながら、メディアドゥグループとし
ての強みを最大限に発揮していく責任があります。
私たちにとっての最終的な成功の指標は、自社の成
長だけでなく、「世界中でどれほど多くの読者が日
本のコンテンツと出会い、好きになってくれたか」に
尽きます。私たちはこの指標にいつまでもこだわり
ながら、著者、出版社、読者、あらゆるステークホル
ダーの皆様へ永続的に価値を創出していきます。
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+83*
（+8.0%）

前年比
Discover Your Treasure!



当社はメディアドゥとの取引を通じて、電子
書籍の販路拡大に踏み出すことができまし
た。電子書籍市場の成長途上から多数の
電子書店とネットワークを築いていたメ
ディアドゥを通じて、作品はより多くの読者
に届くようになりました。中でも画期的な転
機となったのが、メディアドゥの取次を介し
て電子書店での「曜日連載」に参画したこと
です。雑誌を軸に読者へ作品を届けてきた
当社にとって、電子書店内で1話単位の連
載を行うことは初めての試みであり、その
経験が「待つと無料」をはじめとする新しい
読まれ方に早い段階から対応することにも
つながりました。メディアドゥは、単なる流
通パートナーにとどまらず、当社の電子書
籍事業の発展と挑戦を支えてくれた存在だ
と感じています。

海外に目を向けると、当社は比較的早くか
ら取り組みを進めており、現在も順調に伸
びています。コロナ禍で世界的にアニメの
視聴機会が増え、原作であるマンガの需要
が高まったことが追い風となりました。現地
に足を運べるようになってからは、各国の
パートナーとの商談を積極的に増やし、営
業活動や人員体制を強化して契約を着実
に広げてきました。「刃牙」シリーズのアニメ

化などメディア展開との相乗効果もあり、
社内外の尽力のおかげで海外事業の売
上高は4年前と比べて約2倍に成長してい
ます。

中でも意識してきたのが、世界最大級のマ
ンガ市場である北米です。現地でマンガを
扱う出版社の数自体は限られていますが、
契約が一つ成り立てば売上は大きく、英語
版が出た効果で他国での出版契約も進み
ます。紙の正規版がなかったシリーズ第一
作「グラップラー刃牙」の英語版を送り出せ
たことは、その大きな一歩でした。一方で、
現在の海外事業はライセンスアウトが中心
となっていますが、さらなる成長には収益
性の向上が重要なテーマ
です。例えばライセンシー
との距離感を縮めること
や、将来的には自社製本
への挑戦など、もう一歩踏
み出していきたいと考えて
います。

そうした中で、メディア
ドゥがSeven Seasをグ
ループに迎えたことは、当
社のような中堅出版社に

とって非常に心強いニュースでした。
Seven Seasは独立系として北米で確かな
実績を築いてこられた版元です。長く日本
の電子出版を支えてきたメディアドゥの知
見と、Seven Seasの実績が重なることで、
日本の出版社と海外をつなぐ新たな架け
橋になっていただけると期待します。

北米では近年、一層多様なジャンルで日本
のマンガへの注目が高まっており、可能性
の広がりを感じています。作品の供給先と
いう関係にとどまらず、新たな作品と読者
の出会いづくりを、国や言語の壁を越えて
幅広くご一緒できることが楽しみです。

当社の海外展開は「クレヨンしんちゃ
ん」とともに広がってきました。臼井
儀人さんが描き出したキャラクター
の強さが、韓国や台湾、やがて欧米へ
と届いていく。臼井さんの本当にすご
いところは、魅力的な登場人物を
次々に生み出す力にありました。
絵とキャラクターには、言葉を越えて
伝わる強さと面白さがあると感じて
います。

近年の話題は、雨穴さんの「変な絵」
です。世界各国で翻訳され、英国の
推理小説賞にもノミネートされまし
た。奇妙な絵に隠された謎を、絵とと
もに読み解いていく。絵はグローバ
ルに伝わりますので、その形そのもの
が、海外の読者にも広く受け入れら
れました。槇あおいさんの「猫の目を
借りたい」など文芸作品も海外へ広
がっており、ミステリーから心温まる
物語まで、世界共通のエンターテイ
ンメントとして出しています。世界が日本の小
説に目を向け始めた時流もあり、一つのヒット
が注目を呼び、さらに海外へ打って出る力に
なっていきます。

私自身、海外への展開には長く関心を持って
きました。20年以上前、アメリカで現地の出版
事情を一から把握し、双葉社として本を出す
挑戦をしたこともあります。その挑戦を通じ
て、海外の商習慣や流通を肌で学んだ経験は
今も生きています。海外に継続的に打って出
ることは決して容易ではありませんが、当社の
文芸もマンガも、さらなるポテンシャルがある
と考えています。マンガは映像と異なり、作家
と編集者がいれば作れます。そして作品が出
来上がると、一瞬で世界中へ広がる可能性が
ある。これはマンガの一番面白い特徴だと思
います。

当社にとってSeven Seasは北米市場におけ
る重要な版元の一つで、メディアドゥグループ
に入ったことは非常に驚きました。グローバル
におけるコンテンツビジネスの日本の立ち位
置や状況を踏まえた先見性を感じるとともに、
我々としても、北米での作品展開における交
渉がスムーズになることは間違いありません
ので、今後の展開を前向きに協議していきた
いと思います。

日本のマンガは今、多種多様な作品が生まれ
る文化が今後も育つ土壌づくりにおいて、岐
路に立たされているので
はないかと感じています。
国内に数多くある出版社
が作家の才能を育ててい
く余力を失ってしまえば、
マンガ文化は危機に直面

するでしょう。いま世界で受け入れられている
のも、長く読み継がれてきた、時間を掛けてつ
くり込まれたエンターテインメントだからこそ
だと思います。海外出版を含め、日本のマンガ
文化が持続的に育っていく土壌を作る役割、
責務を果たす一翼をメディアドゥは担っていま
す。Seven Seasとともに多種多様な作品の展
開を支えてくれることに、大きな期待を寄せて
います。
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当社はフィーチャーフォン時代から、サイマル
（同時）配信に近い形で、紙の雑誌と電子媒体
の双方でマンガコンテンツを提供してきまし
た。その裏側には、メディアドゥの多大なお力
添えがありました。そして、電子書籍市場が右
肩上がりで成長を続けるなか、電子書籍の取
引にとどまらない多方面の実験的な取り組み
もご一緒してきました。そんな20年を共に歩
んできたイメージがあります。原哲夫先生や
北条司先生といった作家出身の役員をはじ
め、当社には新たな挑戦に前向きな気風があ
り、読者の方々に楽しんでもらいたいという思
いで何事も垣根なく取り組んできました。

当社管理作品は、海外の読者からも非常に人
気があります。イタリアでは『北斗の拳』、フラ
ンスでは『シティーハンター』や『キャッツ♥ア
イ』が長く愛されています。今も20年、30年前
にアニメを見ていた人たちが実写化を手掛け
る例もあり、一周回った感覚があります。近年
は『終末のワルキューレ』のように、国内で話
題となった作品が海外にも根付いた例が生
まれました。イタリア、フランスの書店ではマン
ガの棚が一棚、二棚と増え、やがて壁一面へ
と広がりました。右開きで読む文化が年々定
着していく様子も、現地で実感しています。

それでも、当社の海外展開の進捗は、本来の
ポテンシャルからすれば、まだ5～10％ほどか
もしれないと考えています。映像化などで往
年の名作が永続的に愛されている一方で、新
作やスピンオフがしっかり現地に届いている
かといえばそうではなく、北米でのマンガ市
場の盛り上がりを実感するには至っていませ
ん。まだまだこれからという印象で、より一歩
踏み込む必要性を感じています。例えば『花
の慶次 ―雲のかなたに―』を北米で出したと
きは、自社でサンプルの翻訳版を作って営業
しました。日本の戦国時代に取材した作品の
世界観を英語にするのは、手間のかかる仕事
です。権利をお渡しするだけでなく、普及のた
めにバックアップすることもできると考えてい
ます。

現在、自社で海外現地に本を出す機能を持つ
日本の出版社は限られています。しかし、「著
者が健やかに書き続けられるために、いかに
ビジネスを展開するか」が私たちの仕事の原
点であるため、海外市場を目指すことは必須
です。そんな私たちにとって、メディアドゥのグ
ループにSeven Seasが加わったことはあり
がたいことですし、多くの出版社にとって救い
になるのではないでしょうか。

この20年で、マンガは電子での作品展開がス
タンダードになっていきました。次の10年で、
「どの国で売りたいか」を考え、戦略的に展開
することが当たり前になっていく可能性は大
いにあります。翻訳や流通をめぐる状況は、技
術によってこれから大きく変わっていくはずで
す。一歩を踏み出すための手立てを、メディア
ドゥとSeven Seasと共に、一つずつ形にした
いと思います。

電子書籍の主戦場がフィーチャーフォンからス
マートフォンへと移り変わるころ、当社は大きな
壁に直面していました。見せ方の工夫で好評を
得ていたコマ単位の電子マンガを、ページ単位
に対応させなければならない。当時としては大
きな変化で、数千ものデータを整える対応に苦
慮していたところに「全部やらせてください」と
申し出てくれたのが、メディアドゥの藤田社長
でした。そう言い切った彼の目は今も忘れませ
ん。この信頼を起点に、メディアドゥとの取引は
2010年から今日まで続いています。以来、新し
い試みのたびに、まず声をかけ合う関係が続い
てきました。

私がもう一つありがたく思うのは、メディアドゥ
が電子書籍業界の多くの人々を集め、関係性
をつなげる役割を果たしてこられたことです。
電子書籍に携わる各社が集い、作品を共通の
データ形式で扱う取り決めのような難しい調
整を行った際、膝を突き合わせて話し合いを進
めることができたのはメディアドゥのおかげで
もあると感じており、業界全体に「みんなで成
長しよう」という空気感が根付いています。
業績の成長は重要ですが、私が大切にしてい
るのは、何よりも作家が安心して書ける場所を

つくることです。どんなに小さな規模の会社か
らでも、編集者と作家の信頼関係から面白い
作品が生まれ、思いがけないヒットが飛び出す
こともあります。作家にとって作品は我が子の
ようなもので、その一人ひとりの思いに丁寧に
向き合ってきました。のびのびと書いてもらえ
れば、きっといいものが育つ。メディアドゥはそ
の考え方を理解したうえで、当社の歩みに寄り
添ってくれました。

海外に目を転じると、当社は電子コミック配信
などに早い時期から取り組んできましたが、今
後も海外展開に大きな伸びしろがあると見て
います。

国内で電子書籍が紙に迫る
まで育ったように、海外でも
デジタルを含めて日本のコ
ンテンツはさらに広がるは
ずで、それを引っ張る熱意を
持つ存在は欠かせません。

だからこそ、北米で紙の流
通に強みを持つ出版社であ
るSeven Seasがメディア

ドゥのグループに加わったことに、当社は大き
な希望を感じています。

国内で電子書籍を一緒に育ててくれたメディア
ドゥが、Seven Seasとともに、海外でも紙と電
子の両輪で当社の作品を届けてくれることに
期待するとともに、これからも「何かあったら駆
け込める場所」がメディアドゥであってほしいと
願います。これまでの歩みで、そんな伴走者を
得られたことを、何より心強く思います。
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現役世代の
ボリュームゾーン

　当社は2 0 2 5年4月、5カ年の新中期経営計画において「S C
（Sustainability Creation）事業」を成長戦略の一つの柱として定義
したことを発表しました。これは日本全体が抱える本質的な社会課題
を解決する”地域創生”に、CSRの活動ではなく、“SC事業”として利益
を上げながら持続的に取り組むという考え方と覚悟を示しています。
　日本の人口は減少が続き、2026年には1億2,000万人を割りました。
その影響は出版業界においても物流コストの上昇、地域の書店数の減
少等に及んでいます。知を届ける重要な媒体である本の物理的な流通

が苦境に立たされる中で、当社はこれまで電子書籍流通の立場で日本
の文化の承継・発展に寄与してきました。
　当社にとって電子書籍流通事業は日本が抱える社会課題の解決に
資するビジネスであり、あらゆる産業を包含する地域創生は、さらに大
きな日本の社会課題に向き合うものであると位置付けています。した
がって、SC事業はこれまでの当社のビジネスのあり方と軌を一にし、そ
の領域を一層拡大するものです。地域創生にビジネスとして取り組み、
一層大規模な日本の持続可能性を高める挑戦に乗り出します。

　団塊ジュニア世代の大きな流れに伴い、地方衰退の流れに抗う対
抗策として「地域の主要機関との連携網」と「起業家の力」を活用する
IBの概念を徳島県で生み出し、これを全国へ広がるパッケージとする
組織が、2023年に当社藤田を含む起業家たちが設立した「xIB 
JAPAN」です。xIB JAPANは地域の主要機関を巻き込む連携網を構
築するメソッドと、起業家を育てる4つのプログラムをパッケージとして
展開しています。

　全国に広がるIBは、地域の主要機関とともに起業家を育成する共
通言語を全国に敷設することで、人や情報が行き交う交流のプラット
フォームを志向しています。共通言語があることで、都道府県や業界の
枠組みを超え、相互理解を深め関係性を構築する時間は大幅に短縮
されます。これにより、将来的には全国で地域を超えた企業・起業家同
士の提携・連携・取引等につながっていくことを見据えています。

　日本の各地域は、主に地域の課題が集まる情報網を持つ3つの主要機関
（行政、メディア、金融機関）が中心となり維持と発展に努めてきました。しかし、
現在日本全国の地域が直面する人口減少や地方衰退の大きな流れを阻止し、
回復させて成長軌道に乗せることは、それぞれの単独の努力だけでは簡単に
はできません。当社が1社単独で挑戦することも不可能であるからこそ、あらゆ
る団体や人々を巻き込み、地域の課題に向き合う目の細かい連携網を織り上
げ、抜け落ちていく課題を最少化することが重要だと当社は捉えています。

SC事業における地域創生のポイント

　当社グループがSC事業を通じて地域創生を実現するための重要なポイントは2つあります。

1. 地域を担う主要機関の巻き込みと連携
　地域が右肩下がりの衰退の局面を抜け出すには、「起業家」の存在が欠か
せません。なぜなら起業家とは、物事の課題を把握したうえで、強固な当事者
意識のもとでリスクを取り、不可能とされる物事を可能にするビジネスを生
み出し、新たな人や資金の流れを生み出す存在であるためです。こうした起
業家を生み育てることができるのは起業家のみである　　。そう考える当社
は、起業家による起業家支援に取り組む「イノベーションベース」（IB）という
仕組みを、徳島県で2020年に開始しました。

　SC事業は、「日本の持続可能性は、地域のアセットの再定義による」というスローガンを掲げています。「再定義」とは、持続可能性を「創造する」こと
ではなく、起業家の力によって地域を「変えていく」という強い意思を表現しています。

2. 起業家の力

　上述した重要な2つのポイントを通じて地域創生を実現するうえで
の課題は、起業家が起業家支援に取り組むだけでは、地域を巻き込
むことができない点にあります。したがって、当社が2020年に徳島県
で立ち上げた「徳島イノベーションベース」（TIB）は、単なる起業家支
援にとどまらず、その設立・運営においては行政、メディア、金融機関を

　IBは、年商1億円以上の世界各国の起業家が所属する世界的起業家組織「EO（起業家機構）」の起業家育成メソッドを基に、IB向けに開発した4つ
の育成プログラムを構築・運用しています。これらは全国のIBに所属する起業家の共通言語となり、IBを単なる情報交換や交流の機会ではなく、起業
家の成長に伴走する仕組みとして浸透させています。

地域を巻き込み、起業家を生み育てる「イノベーションベース」

巻き込む座組みを設計してきました。
　当社は「イノベーションベース」（IB）によって地域創生を実現する2
つの重要なポイントを満たし、地域の衰退に抗う構造を生み出してい
ます。徳島県での成功事例を通じて、IBの仕組みは全国に広がってい
ます。

先輩起業家をメンターとして後輩起業家を育てるプログラム④メンタリング

8人の経営者が毎月4時間集まり、互いの経験を学び合い起業家同士で伴走するプログラム③IBF（イノベーションベースフォーラム）

経営・事業開発・テクノロジー等の知識やスキルを得るオンラインイベント②ラーニング

起業家を講師として招き講演を行い、会員同士の交流・成長を促進①月例会

人口動態の大いなる流れ：団塊ジュニア世代の経営者たち

4 地域創生の先陣を切る起業家による「xIB JAPAN」と全国の共通言語の敷設

5 IBによる地域の変化

　1971～1974年生まれで現役世代のボリュームゾー
ン（約800万人）を占める「団塊ジュニア世代」は、1995
年に日本で発売したWindows95の浸透により、イン
ターネットの時代の幕開けを若者として目撃し、急速に
ビジネスが変化する環境を生き抜いた世代です。
Windows95発売以降に創業した団塊ジュニア世代の
起業家は、ITを活用し、それまでとは異なる経営手法で
事業を成長させる新世代の経営者として、地方各地か
ら情報と人が集中する都市に集まり、経営経験を積ん
できました。彼らが50代を迎え、15年後には65歳以上
の高齢者層へと移行する中で、自らの経営のサクセッ
ションとともに「今後の人生をどう生きるべきか」を考
える流れが訪れています。
　当社社長の藤田もこの世代の起業家であり、こうし
た団塊ジュニア世代で企業・組織を持つ起業家・経営
者が昨今の地域創生の大きな流れを掴み、これからの
人生の指針として「地域への貢献」に目を向け始めたこ
とで生まれたのが「IB」の概念であり、その全国組織が
「xIB JAPAN」です。

　2020年に徳島を代表するメディア（徳島新聞社、四国放送）、金
融機関（阿波銀行、徳島大正銀行）と当社が共同で設立したTIB
は2025年度、年間12回の「月例会」に累計2,362人が参加しまし
た。徳島県は人口約66万8,000人の地域であり、東京都の人口規
模に換算すると約5万人の動員を実現するのと同じ規模感です。
地域の新聞社、テレビ局との連携によって毎月TIBの活動がメディ
アでも取り上げられていることで、「起業家」に限らない多くの人々
がTIBの存在を目にし、高校生や大学生も毎月のように入会して
います。TIBの取り組みや影響範囲は拡大し続け、2026年11月に
は、TIB設立5社が共同で企画し、徳島市内での1,000人規模のビ
ジネス特化型イベント「Tokushima Innovation Festival」を初
めて開催する予定です。
　このように、IBは経営者が情報交換や自身の成長につなげるた
めだけの場にとどまらず、むしろ次世代を担う地域の若者にまで
行動変容を及ぼす地域の巻き込みを実現する場となっています。
この規模の動きがIBによって各地域に勃発しており、地域の人々
が一体となって地域を盛り上げようとする変化が全国で起き始め
ています。全国のIBは、現在30府県以上（立ち上げ準備中を含む）
にまで広がっています。

下線は立ち上げ準備中（2026年7月21日時点）

四国

東海

東北

北陸

九州・沖縄

関西

中国
関東
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xIB JAPAN 2030 Vision

社会における
xIB JAPANのポジショニング

全国のIBにおける
xIB JAPANのポジショニング

スローガン

ビジョン

地方経済の成長エンジンとしての
ポジションを確立する

EO・官公庁・その他団体と
地方起業家のハブとなる

地方から日本を牽引する

全国46道府県での立ち上げ
総会員数5,000人

xIB JAPAN 理事会
代表理事：メディアドゥ 代表取締役社長 CEO 藤田 恭嗣
副代表理事：スターティアホールディングス株式会社 代表取締役会長 本郷 秀之 氏
理事：バリューマネジメント株式会社 代表取締役 他力野 淳 氏
理事：株式会社イノベーション 代表取締役社長 富田 直人 氏
理事：株式会社GRCS 代表取締役社長 佐々木 慈和 氏
理事：ベイシス株式会社 代表取締役社長 吉村 公孝 氏

　xIB JAPANのプラットフォームを基盤に、各地域の起業家・経営者が地域の課題解決に資する多様なビジネス・取り組みを生み出す動きが拡大
し、イノベーションベースの「地域経済の成長エンジン」としてのポジションが確立されつつあります。

　xIB JAPANは、徳島県を皮切りにIBが全国20府県で設立され、全国の総会員数1,600人以上に拡大しています。この約6年の取り組みを経て、2026
年に「xIB JAPAN 2030 Vision」を発表し、2030年に目指す姿を打ち立てました。

*上場企業の登壇者を「創業経営者」に限った、1,000人規模のリアル開催限定IRイベント（2026年7月6日時点、自社調べ）

TIBのプラットフォームの上に成り立つ取り組み xIB JAPANのプラットフォームの上に成り立つ取り組み

第2フェーズへと進む「xIB JAPAN 2030 Vision」

　当社グループは2022年、プロバスケットボールチーム「徳島ガンバロウズ」
をゼロから立ち上げ、2023年にB3リーグへ参入、2026年にB.LEAGUE ONE
へ参入しました。運営会社であるがんばろう徳島は株式の2/3を当社が、1/3
を徳島県がルーツの大塚製薬、日亜化学工業、徳島新聞社、四国放送、阿波
銀行などが保有する形で、徳島県にゆかりのある22社との出資で共同設立
し、計23社が一丸となって徳島を盛り上げる座組みを構築しています。
　このように、設立にあたって当社単独での取り組みではなく、地域を代表す
る企業や団体、関係者を巻き込み協力し合う関係が構築できた背景には、ま
さにTIBでの連携が土台にありました。地域を大きく巻き込んで走り出した徳
島ガンバロウズは、初年度から3年目の間に入場者数が年々増加し、がんばろ
う徳島は2年目で単年黒字化、3年目のシーズンでは累積黒字化を達成。B3
リーグ最終年度である2025-26シーズンは、レギュラーシーズンを2位で通
過し、プレーオフに進出しました。

1. 地域の人々の心に火をつける：徳島ガンバロウズ

　2026年4月、xIB JAPANはB.LEAGUEと連携協定を締結しました。本協定は全国の起業家・経営者と地域連携のネットワー
クを有するxIB JAPANと、プロスポーツを通じた全国の地域活性化を目指す「地域創生リーグ」を掲げるB.LEAGUEが相互に
連携し、Bクラブと地域企業のマッチング機会、ネットワーク形成、パートナーシップ機会の創出、および、双方の成長を促進する
バスケットボール事業開発などについて共同で推進するものです。

1. プロスポーツ×起業家の推進：xIB JAPANがB.LEAGUEと連携協定を締結

　2026年6月には、xIB JAPANが福岡証券取引所と戦略的パートナーシップ協定を締結しました。地域企業の成長支援及び上
場支援を通じて、地域経済の活性化を図る協定で、国内の証券取引所との連携を進めるうえでの第1弾に位置付けています。名
古屋証券取引所との連携協定締結に向けた準備も進めており、各地域の起業家・経営者ネットワークと資本市場を結び付ける
ことで、地方から次世代の上場企業を継続的に生み出す仕組みづくりを加速させます。上場を意識することにより、資本政策や中
長期的な財務健全性を意識した経営に多くの地域企業が取り組み、企業の成長、そして地域経済の発展に結びつけていきます。

2. 資本政策と地域企業の距離を近づける：xIB JAPANが福岡証券取引所と戦略的パートナーシップ協定を締結

　SC事業の一環として、当社を含む上場企業の創業経営者5名が一堂に会
し登壇する日本唯一*のリアル開催限定イベント「SC IR（Sustainability 
Creation & Investor Relations）」を全国各地域で年に複数回、東京都内
で年1回開催します。
　急激なインフレと円安の進行、海外への国内資産の流出が取り沙汰され
る中、都市部と地域には投資のあり方を考えるうえでの情報格差が生じて
います。そこでこのイベントは、金融の観点から地域創生を行うことを中心
のテーマに据えています。イベントを通じて地域の人々に直接アプローチす
ることで、投資のあり方を見直し、地域そのものや地域を包含する経済活動
にコミットする上場企業の創業経営者、そして上場企業への共感を通じた
「長期的な応援」としての投資を促します。これにより、日本国内に資産を還
流する経済循環を生み出していきます。2026年6月には徳島県で第1回の地
域開催を行い、同年9月には都内開催の第1弾として「第1回 SC IRカンファ
レンス」を東京ビッグサイトで開催します。

3. インフレ社会における地域の未来に向き合う：「SC IR イベント」

　2026年3月、徳島県、阿波銀行、徳島大正銀行と共催で、グローバル視点から日本の地方の可能性や価値を語り合う徳島県版ダボス会議「第1
回 うずしおサミット in 徳島」を徳島市で開催しました。徳島県内を中心に、国内外から起業家、経営者、官公庁、金融機関、教育、スポーツ関係者、
文化人や学生等、多様な属性の計282名が参
加しました。対話型のセッションで6時間半にわ
たり地域の可能性を議論し、それぞれが次なる
アクションを胸にしながら盛況のうちに閉幕し
ました。
　2025年1月に開催した“第ゼロ回”をきっかけ
に実現した「徳島県版トビタテ！留学JAPAN」と
同様、このサミットをきっかけに、当社グループは
SC事業における新たなプロジェクトへの波及、
現在進行するプロジェクトのさらなる強化と推
進につなげ、地域に新たな価値を生み出してい
ます。

2. 官公庁等を巻き込む、一層幅広い連携の構築：徳島県版ダボス会議「うずしおサミット」

1.9億円売上高

営業利益

平均

累計

4.4億円 6.0億円

-0.7億円 0.3億円
黒字化

0.5億円
累積黒字化

4位
（18クラブ中）

9位
（17クラブ中）

2位
（15クラブ中）

1,297人 1,558人 1,746人

33,732人 40,496人 45,384人

当社CEOの藤田は2025年9月、公益社団法人ジャパン・プロフェッショナ
ル・バスケットボールリーグ（B.LEAGUE）の理事に就任しました。
B.LEAGUEが2026年から始動する新成長戦略「B.革新」において「クラブ
の経営力の強化と地域協働関係の深化」を推進するべく、クラブオーナー、

そして企業経営の領域で専門的な知見を持つ有識者としての位置付けで
藤田の参画が決まりました。B3リーグ（当時）のクラブからB.LEAGUE理事
が選任されるのは初めてのケースです。

CEO藤田がB.LEAGUE理事に就任

当社を含む徳島県にゆかりのある中核企業・団体有志（現在17企
業・団体）が呼びかけ、徳島県内の高校生などの海外留学を支援
する返済不要の奨学金制度「徳島県版トビタテ！留学JAPAN」
（徳島県の事業名「徳島の未来を拓くグローカルリーダー育成事
業）が2026年に発足。1年目は112名の応募（定員50名、倍率約
2.2倍）があり、選考を経て徳島県内の16校から第1期の派遣留学
生50名が決定、2026年7月～10月に海外留学を行います。民間企
業が主導して事業の応募を呼びかけ、採択に至るケースは全国的
にも稀です。

徳島県、徳島大学、大学支援機構と連携し、起業家の経営・組織・
事業設計などの考え方を当社CEOの藤田が伝える実践講座「aX 
ーローカルからグローバルへの方程式ー」を徳島大学で開講して
います。2025年3月、徳島大学より当社に対し、アントレプレナー
シップ教育の強化の相談を受けたことを契機に協議を開始。社会
人も受講可能な産学官の新たな大学教育モデル「徳島未来プロ
ジェクト」として開講しました。

うずしおサミットを起点とする取り組み

1. 徳島県版トビタテ！留学JAPAN 2. 産学官連携の徳島大学開講講座
「aX ーローカルからグローバルへの方程式ー」

　xIB JAPANは2030年で総会員数5,000人を目指すとともに、将来は1万人
の組織を作り上げる構想を掲げています。xIB JAPANが目指すのは、全国の
交流を最大化するプラットフォームから「OS（オペレーティングシステム）」へ
の進化です。
　地域創生におけるOSとは、地域の起業家や地域の主要機関等がシステムで
有機的につながり、各地で生じた顕在的課題や、やり取りを通じて可視化され
る潜在的な課題を共有し合うことで、その解決につながる新たな事業（アプリ
ケーション）が次 と々創出されていく環境です。この構想のもと、当社は現在、全
国のIB関係者が互いにつながる「システム」の開発を進めています。このシステ
ムが実装されることによって、xIB JAPANは人々が行き交うプラットフォームか
ら、様々な課題を解決する「アプリケーション」が駆動するOSへと進化します。

　xIB JAPANの理事会は当社を含む6社の起業家で構成されており、6人が
協議しながら取り組みを進めています。地域創生が見据える「日本の持続可能
性」という壮大な課題は5～10年で解決するものではありません。今から5年
後、10年後をイメージし、長期目線で時流を捉えて目標を打ち立て、先回りして
手を打っていくことが必要だと捉えています。

・株式会社東京証券取引所 上場部上場会社サポートグループ 統括課長 二出川 聡 氏

SC IR 公式サイト
https://scir.jp/

オープニングスピーチ

上場企業 創業経営者

2026年9月6日「第1回 SC IRカンファレンス」登壇予定者

・さくらインターネット株式会社（東証プライム 3778） 代表取締役社長 田中 邦裕 氏
・株式会社ビジョン（東証プライム 9416） 代表取締役会長CEO 佐野 健一 氏
・株式会社チェンジホールディングス（東証プライム 3962） 代表取締役兼執行役員社長 福留 大士 氏
・ミガロホールディングス株式会社（東証プライム 5535） 代表取締役社長 中西 聖 氏
・株式会社メディアドゥ（東証プライム 3678） 代表取締役社長 CEO 藤田 恭嗣
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47都道府県全てに支店を持つ唯一のメガバンクとしての強みを生かし、
地域企業の事業承継や地域産業の振興などを支援する
みずほフィナンシャルグループ（以下「みずほFG」）。
成長戦略として「国内電子書籍流通」に加え、日本のコンテンツを世界に届ける「海外展開」と
地域創生の「SC*事業」を打ち出し、次なる30年を見据え社会インパクトの
さらなる拡大を図るメディアドゥとの取引を経て見えてきた、両社の間にある結節点とは何か。
みずほFG常務執行役員の足立龍生様による率直な問いをきっかけに、
両社が考える、企業が社会にもたらす価値の本質を対談で紐解きます。

Ryusei Adachi Yasushi Fujita

1990年入社。大企業営業や産業調査部を経て、営業担当役員などを
歴任。現在は、中堅・中小企業、スタートアップ、上場企業などを支援す
る業務推進企画や全国のみずほ銀行の営業部店統括を担う。2023年
4月、地域産業の活性化や地域の課題解決を推進する「地域創生デス
ク」をみずほ銀行に新設するなど、47都道府県全てに支店を持つ唯一
のメガバンクの強みを生かし地域創生にも注力。

株式会社みずほフィナンシャルグループ
常務執行役員 リテール・事業法人カンパニー共同カンパニー長
株式会社みずほ銀行
常務執行役員 リテール・事業法人部門共同部門長

Ryusei Adachi

足立 龍生 様

* Sustainability Creation
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本日は貴重な機会をありがとうござ
います。みずほFG様と弊社のお取引は約12年
となり、足立常務には5月に開催した感謝の会
にもお越しいただきました。

感謝の会で上映された記念映像も、
藤田社長によるスピーチも大変素晴らしかっ
た。感謝の会を終えてのファーストインプレッ
ションは、言葉を選ばずに言えば「藤田社長の
思いや原動力、そしてメディアドゥの持つポテ
ンシャルや社会的な意義が、今後さらに市場
に正しく理解され、浸透していく余地が多分に
あるのではないか」ということでした。

重要なご指摘であり、前向きに仰って
いただけて嬉しいです。3月2日、日本コンテン
ツを扱う翻訳出版社として世界最大級の
Seven Seas Entertainmentを買収し、その
約1ヵ月半後、当社の株価は23.7％下落しまし
た。主には約126億円（80百万米ドル）という
買収に対する借入による財務バランスへの不
安感が影響したものと認識していますが、税
務メリットを最大化し、実質的なリスク額を6
割弱に抑えるスキームを使ったことを今後も
明確にご説明し、足元の不透明感の払しょく
に努めます。

日本の本をより多く世界に届ける仕組みを作
ることが、出版業界に成長させていただいたメ
ディアドゥの責任です。このM&Aはその文脈に
完全に合致しますので、絶対に成功させる覚
悟を持っています。M&Aを通じて果たすべき
長期目線の「私たちは何のために存在するか」
という責任や経営姿勢、人間性こそが私たち
の本質です。この本質を背景に、今回の買収も
成長機会を最大化しつつ、リスクを適切に抑
制する投資行動に至っています。

感謝の会では、藤田社長の考えや創
業からのメディアドゥの成り立ち、そして現在
から未来に向けての構想を、スピーチを通じて
示していただきました。長期にわたるデフレか

ら急速なインフレ、AIなどのテクノロジーの進
展、東証改革などを受け、まさに転換期にある
日本において、メディアドゥが長期的に社会へ
どのように貢献していくのか、非常に理解を深
められたと感じます。

ありがとうございます。もちろん短期
の業績や取り組みの説明責任はありますが、
株価は短期的には社会情勢など様々な影響
によるブレが生じやすい。一方、長期的に見れ
ば株価は「どのような理念で、誰が経営してい
るのか」という企業の本質に収束していくと考
えています。そして企業側だけでなく、企業を
見る個人の目線でも、社会への向き合い方に
共感できる企業を見つけ、応援するという気
持ちで企業と長期的に付き合う。そうした投
資のあり方は、個人の資産形成においても金
利的なメリットを見出しやすく、日本社会の未
来にも重要なテーマだと考えています。

このコンセプトで設計するイベントを、私たち
は「SC IR」（Sustainability Creation & 
Investor Relations）と名付けました。SC事
業の一環として、様々な上場企業の経営者の
方 と々連携し、「人間性に対する共感・信頼を
軸とした長期投資」を考える行動変容の場と
して「SC IR」を全国へ広げます。

投資家の目線では、時価総額が大き
い企業に対してはやはり配当性向や業績など、
短期の数値面に注目する側面があります。対し
て、スモールキャップの企業は、短期的な数字
だけでなく「何か面白いことをやるかもしれな
い」と期待できる経営者に投資する傾向にある
と聞きます。「SC IR」のように、伝える工夫をし
ていくことが重要ではないかと感じています。

地域創生に事業として取り組む「SC
事業」は、特に短期的には期待や理解を得ら
れにくい分野だと思います。一方、企業が存在
する意義は、まさにその事業が目指す方向に

あるようにも感じます。例えば、みずほ銀行は
47都道府県すべてに拠点を持つ唯一のメガバ
ンクです。その特徴をテコに、他行とは異なる
付加価値を地域に提供することを目指して強
く呼びかけてきました。

地域の行政や産業を担う方 と々顔の見える関
係性を構築し、〈みずほ〉だからこそ地域に発
揮できる価値を長期的に生み出し、どれだけ日
本全体の国力を高めることに貢献できるか。こ
れが本質的には重要で、〈みずほ〉としての企
業成長にも繋がると考えています。

素晴らしいお考えだと思います。私た
ちが地域創生に向き合う取り組みを「事業」へ
再定義したのは、成果を利益でお見せする上
場企業として、地域創生を事業として成り立つ
モデルに昇華させる覚悟の表れでもあります。
私の故郷である徳島県だけが変わっても日本
の1/47ですが、SC事業で私が見ているのは、
地域ではなくその分母である日本全国です。
日本社会にとって大きなテーマである人口減
少や地方衰退にビジネスで挑戦し、モデルケー
スを全国へと広げる先駆者のポジションを確
立した先にある利益成長に着目しています。

藤田社長が上場企業として取り組ん
でいるように、私たちにとっても地域創生は社
会全体の経済活動を促進する使命を持つ金
融機関として向き合うべきテーマです。難しい
ことを承知で申し上げると、私の夢は「中堅・
中小企業の中で赤字企業をゼロにすること」
です。国内企業の99.7％が中小企業です。企
業、そして企業の立地する各地域が活性化
し、労働人口が増え、賃上げや消費が促進さ
れれば、日本全体のGDPや国力は高まってい
くでしょう。

3年前にみずほ銀行では「地域創生デスク」を
立ち上げ、各地域での企業支援を通じた地域
活性化に取り組んできましたが、その中で感じ
た壁が二つあります。一つは、藤田社長のよう
に、地域に対して自治体も巻き込みながら投資
を進んで行う個人や企業が少ないということ。
二つ目は、個々の地域がいかに素晴らしくて
も、道路・空路などのアクセスに必要なインフ
ラが不足しがちであるという点です。この二つ
の困難な壁を、長期的な目線で乗り越える方
策を探りたいと考えています。

地域を変えるきっかけ、インフラにボト
ルネックがあることは事実で、地域は簡単には
変わりません。そこに対して私は、現状を悲観
するのではなく、子どもたちや若い世代に
「帰って来い」と胸を張れるほど、地域で生きる
人たちの意識を「アントレプレナー化」するアプ
ローチをしています。公務員、会社員、主婦な
ど、どのような方でも同様で、「こうあればいい
な」という理想と現状の段差を、一つでも埋め
ていく。これを多くの方々ができるようになれ
ば、地域は縮小からプラスに転じるはずです。
その一翼を担う起業家支援のイノベーション
ベース（IB）は、地域の行政や有力企業と連携
する座組により、地域全体で起業家を生み育
てるプラットフォームです。IBはメディアドゥが
徳島県を代表するメディア2社、金融機関2社
と5社共同で設立した徳島イノベーションベー
スをモデルに、現在では立ち上げ準備中の地
域を含め28府県に拡大しました。

そして全国のIBを支援する組織「xIB JAPAN」

は、2030年までにIBを全国46道府県に拡大
し、全国5,000人の起業家が集まる組織にする
ことを目指しています。IBモデルの拡大には、多
様な立場の人々を結ぶ共通言語が欠かせませ
ん。共通言語を敷設し、プラットフォームを様々
な形で長期的に全国へ拡大することが、メディ
アドゥの「SC事業」です。

私にとってのビジネスの本質は、稼ぐことだけ
ではありません。常に社会のためであり、売上・
利益の規模に比例して貢献範囲は広がり、貢
献のスコープは最終的に社会全体へと広がっ
ていきます。最大のスピードで売上・利益の規
模を拡大し、その先にある「社会貢献の規模」
を最大化できるかという点が何より重要です。

大変興味深いお話であり、長期目線の
社会貢献を追求する姿勢をSC事業から感じ
ています。〈みずほ〉の各地域の拠点でも、地域
に寄り添った支援事例が生まれていますが、
全社的な意識変革に至るにはまだ時間がかか
るとも感じています。藤田社長の「社会のため」
という感覚を貫き続けることは、誰にでもでき
ることではないと思いますが、その原動力はど
こから来ているのでしょうか。

幼少期から「あなたは跡取りだ」と言
われて育ちました。自身を、祖先から引き継い
だ故郷や家系、ひいては社会を次の世代へつ
ないでいく存在と解釈しており、人生は自分の
ためという感覚が全くありません。どのような
ものを社会に残せるかを追求し続けることが、
地域の人々のために生涯を捧げた父から与え
られた課題の一つだと考えています。家族や故
郷を愛する想いを言語化・発信し続けた結果、
多くの方 と々早期に人間関係を築き、ビジネス
の成功確率とスピードを格段に上げられた実
感があります。私がこれを全くしていないとし
たら、メディアドゥは今ほどの成長を遂げられ
ていなかったはずです。

故郷の徳島で手掛ける様々な取り組みも、故
郷だけが良くなればいいというものではなく、
皆様と築いてきた関係性を通じて取り組みの
モデルが徐々に全国へと広がり、社会貢献の
規模、そしてメディアドゥの規模拡大につなが
るという構想が、必ず前提にあるのです。

感謝の会で私が目の当たりにしたメ
ディアドゥと地域の方々、出版業界の方 と々の
信頼関係の深さや広さ、そして地域や社会を
「自分が向き合うべきもの」として受け止めて
動く人間性は、〈みずほ〉が全国47都道府県
で「こうあってほしい」と私が考える姿と重な
ります。金融仲介の機能を超えて、中堅・中小
企業の営業領域のRM（リレーションシップ・
マネージャー）には常に「その先にこだわれ」
という姿勢を伝えていますが、お客様との関

係性を一層強固にし、信頼いただくことで、
我々も貢献範囲を押し広げ、長期的な利益の
拡大に結びつけていくことができると強く感
じます。

「xIB JAPAN」は、6月に福岡証券取引
所と戦略的パートナーシップ協定を締結され
たと聞きました。連携先を更に拡大していくそ
うですが、これにはどのような狙いがあるので
しょうか。

今後、後継者不足による事業承継の
波が訪れる中で、地域と資本市場の距離を近
づけ、全国の地域の企業の上場を支援したい
と考えました。2013年の株式上場、みずほ証
券様にお力添えいただいた2020年の資金調
達が、私に劇的なインパクトを与えたのです。
それまでは事業家の側面が強かったのです
が、上場と資金調達を経て「お金を調達するこ
との正しさ」を深く考え、経営者としてのスピー
ド感を持つことができました。一人でも多くの
地域の経営者が同様に上場を目指し、実際に
上場できれば、その頑張りを見た人がまた希
望を持つ連鎖が生まれ、企業はより地域に応
援されるようにもなり、地域全体が明るくなる
と考えています。

そうした一つ一つの取り組みが地域
にコミットする姿勢として伝わり、全国の地域
と結びつきを強めていくことができるようにな
りますね。私たちは「ともに挑む。ともに実る。」
というパーパスを掲げており、お客様の抱える
企業課題にともに挑戦し、ともに成長すること
を追求してきました。今のお話は、このパーパ
スとも合致すると思います。

我々は今後もメディアドゥが一層輝けるように
サポートしたいと思いますし、さらに多くの機
会で一緒に日本を盛り上げていきたいです。
何よりメディアドゥ、そして藤田社長が「これか
らさらに面白いことをするのではないか」と私
自身、心から楽しみにしています。

みずほFG様のおかげでメディアドゥは
一層の成長を遂げ、私も経営者として成長して
いくことができました。ぜひ今後も、足立常務
をはじめみずほFGの皆様と様々な取り組みを
ご一緒できれば幸いです。本日はありがとうご
ざいました。
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投資後3年で「ROIC 15%以上」の獲得を目指し、当社ビジョンの実現に資する成長領域への投資を推
進します。また、投資効率が「ROIC 8%」を下回る場合は迅速に売却・撤退を執行し、最適な事業ポート
フォリオの構築に努めます。

電子書籍流通事業が創出する安定した営業キャッシュフロー（5カ年累計220億円超）を原資に据えつ
つ、自己資本に過度に依存しない最適なデット活用によりWACC（加重平均資本コスト）を低く抑制し
ます。連結B/Sにおいて「D/Eレシオ1.0倍以下」等の健全性目標を維持し、効率性と安全性を両立しま
す。

連結の売上高・営業利益・EBITDAの推移
　メディアドゥグループは、電子書籍市場の黎明期から技術力を駆使
し、出版社及び電子書店との強固な信頼関係を築き上げ、国内電子書
籍取次No.1のポジションを確立してきました。主要取引先との独占提

携終了に伴う減収減益フェーズを、徹底した事業ポートフォリオの「選
択と集中」によって克服し、2度目の「Ｎ字回復」を成し遂げ過去最高売
上を更新しました。現在は電子書籍流通事業に次ぐ、新たな収益の柱
を構築すべく、成長領域への投資を再度強化しています。

　メディアドゥの財務資本戦略は、事業成長を通じた「利益創出力の
強化（ROEの向上）」と、ステークホルダーとの対話を通じた「社会・市
場における評価向上（PERの向上）」の両者を有効に機能させ、企業価
値を最大化していくことを基本方針としています。
　現在、当社の株主資本コスト（約10％）に対し2026年2月期のROE

は9.9%となり、価値創造の観点からは未だ発展途上であり、資本効率
のさらなる改善が急務であると認識しています。中長期的に、この資本
効率をさらに高め、市場からの評価を適正に獲得していくため、以下
の4つの軸に沿った財務政策を厳格に推進してまいります。

　M&Aによる電子書籍取次最大手化と電子書籍市場の拡大
2017年、当時電子書籍取次最大手であった出版デジタル機構のM&A・PMIを完遂し、電子書籍取次国内最大手の地位を獲得しました。コロナ禍の
巣ごもり特需を追い風に、売上高は1,000億円の大台を突破、急速な事業拡大を果たしました。

　LINEマンガ移管影響の克服と筋肉質化
ヤフーとLINEの経営統合に伴うLINEマンガの商流移管により、約170億円の減収影響が発生しました。この危機を契機に周辺・不採算事業の整理
を実行し、24/2期～26/2期において、計15件以上の売却・清算を断行。注力事業にリソースを集中させる筋肉質な体制へと転換しました。

　N字回復の達成と「第2の収益の柱」の構築に向けた事業展開
業績は回復を果たしたものの、現在のグループ総売上の9割以上、利益のほとんどを電子書籍流通事業に依存しています。持続的な企業価値の最大
化を果たすため、電子書籍流通事業のキャッシュ創出力を原資として、特に海外展開及びSC事業への戦略的投資を加速させ、これらを早期に「第2の
収益の柱」として確立することを目指しています。

　売上高は大型の新規取引拡大等により着実に拡大しています。営業利益は
利益率の高い一部サービスの終了影響や、電子書籍取次から出版業界のイン
フラへの進化に向けた体制強化・セキュリティ強化を優先して実行しているた
め、足元は横ばい圏で推移しているものの、今後の取引規模と収益性拡大のた
めの体制は着実に整いつつあります。
　戦略投資事業は、新規事業及び買収した子会社によって構成されています。
赤字継続の背景には、22/2期、23/2期の周辺領域への積極投資があります。
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LINEマンガの売上剥落

株主の皆様への利益還元については、総還元性向30%以上を目安に安定配当を継続することを基本方
針としています。また、年間約100件の機関投資家面談や個人投資家向けのIRイベントを通じた対話を
重視しています。市場からいただいた意見は経営陣へフィードバックし、情報開示の拡充へ真摯に反映
します。

持続的成長には、出版業界や地域社会との強固な社会関係資本（信頼関係）の構築が不可欠です。

海賊版サイト対策などの業界基盤を守る取り組みや、地域社会の課題解決と収益化を両立させるSC
事業の推進は、当社の経済的価値と社会的価値の創出を両立させるサステナビリティ経営の核となっ
ています。

これらは客観的に評価され、「FTSE JPX Blossom Japan Index」等の主要なESG指数に継続選定さ
れています。
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（単位：億円）

当時は事業急拡大に対し推進リソースが不足し、想定の成果を出せない事業も
ありました。これに対し、「ROIC 8%」の撤退基準のもと、24/2期～26/2期に計
15件以上の売却・清算を断行する「選択と集中」を徹底。結果、セグメントの損
益は着実に改善しています。構造改革を経た今後は、経営資源を海外展開や
SC事業等の成長領域へ集中させます。2026年3月のSeven Seasの買収がそ
の象徴であり、PMIを推進し、戦略投資事業の早期黒字化を目指します。

3
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1

1 財務状況の振り返りと事業環境認識 2 企業価値向上に向けた財務資本戦略



01
メ
ディ
ア
ド
ゥ
の
存
在
意
義

02
メ
ディ
ア
ド
ゥ
の
価
値
創
造

03
価
値
創
造
の
戦
略

04
基
盤
と
な
る
ガ
バナ
ン
ス

05
デ
ー
タ
／
企
業
情
報

26/2期25/2期24/2期23/2期22/2期21/2期20/2期19/2期18/2期17/2期
-30

0

10

20

（%）

（年度）

9.9
%

1. 戦略投資の実行と事業ポートフォリオ最適化

トピック：Seven Seas Entertainmentの買収

　各事業で創出した収益を持続的な成長を見据えた戦略的な投資に
適切に配分し、最適な事業ポートフォリオを構築することで成長を一
層加速します。資本コストや資本収益性を意識した規律ある投資行動

　2026年3月、メディアドゥは英語圏最大級の独立系マンガ翻訳出版社であ
るSeven Seas Entertainment, LLCの完全子会社化（取得原価126億円）を
完了しました。総額126億円に上る本投資はメディアドゥにとって過去最大に
上るの買収案件であり、まさに当社の成長戦略が定める買収ターゲットに合
致した戦略的意義の高い一手です。
　買収の検討にあたっては、北米出版業界におけるM&Aの一般的な
EV/EBITDA水準の精査に加え、DCF法を用いた将来の事業計画検証など、
多角的な観点からバリュエーションを実施しました。その結果、Seven Seas
の調整後営業利益に対して適正なマルチプル水準である約8倍、総額8,000万
ドル（取得時レート換算で126億円）での合意に至りました。本案件の審議プ
ロセスにおいては、投資委員会、常勤役員会、及び取締役会において緊密な議
論を重ね、ガバナンスの透明性を徹底しています。特に取締役会においては、
検討初期から買収の決議に至るまで計10回の議論を重ねました。

　また、取得ストラクチャーの構築においては、米国子会社を通じた買収にF
型再編を組み合わせることで税務メリットの否認リスクを排除し、手続きの簡
便性を確保しつつ税務上ののれん償却を可能とする「みなし資産買収」を採
用しました。これにより、約1,900万ドル（30億円）の税効果が発現する見込み
であり、BS上における実質的なリスク額を買収金額の6割弱となる4,700万ド
ル（約75億円）に抑え、投下資本利益率の向上を実現する構造を確立してい
ます。
　このリスク低減効果により、取得時営業利益を基準とした投資回収期間
は、額面ベースの約8年から、実質的なリスク額ベースで約5年へと短縮されま
す。今後はメディアドゥグループとしてのシナジーを発揮して利益を拡大させる
ことで、回収年数をさらに早めていく方針です。現在は確実なバリューアップと
シナジー創出に向け、グループを挙げたPMIを強力に推進しています。

と効率的な事業運営に努めることで、創出する事業価値の最大化を図
るとともに、経営・事業の多角化により最適な事業ポートフォリオ構築
に取り組みます。

　当社グループは、成長に向けて周辺領域への投資を積極的に行ってきましたが、推進リソースの分散等により想定通りの成果を出せない事業が生
じました。そのため、事業ポートフォリオ見直し基準「ROIC 8%」を厳格に適用し、買収後3年目以降、本基準を下回ることが見込まれる事業について
は、安易な継続をせず、対象会社のピボット、経営者交代、あるいは売却・撤退等を迅速に執行する規律を徹底しています。この政策のもと、24/2期～
26/2期において、周辺・不採算領域に位置していた関係会社や出資先等、計15件以上の売却（計30億円）・清算を断行しました。この「選択と集中」
の結果、セグメント全体の損益及び資本効率は着実に改善へ向かっています。

　当社は、自社の株主資本コストを「約10%（CAPMベース）」と認識し
ています。この資本コストを意識した経営を実践するため、中長期の投
資判断において「ROIC 15%以上」というハードルレートを課すことで、
プラスのエクイティスプレッドを創出する仕組みを敷いています。
　直近の2026年2月期においては、構造改革の成果によりROE は
9.9%となり、価値創造の観点から未だ発展途上であり、資本効率のさ
らなる改善が急務と認識しています。今後も成長戦略の推進により、
安定的にコストを上回るROE 10%以上の維持・拡大を目指していき
ます。 

以下のM＆Aの基本原則に沿って、メディアドゥの事業領域と企業価値の拡大に資するM&Aを積極的に推進します。

①事業部門・経営企画部

意思決定プロセス 基本方針

②投資委員会

③常勤役員会

④取締役会

中長期の成長戦略の軸である①電子書籍流通事業、②海外展開、③SC事業の拡大に資する国内外の企業をリスト
アップ

取締役、常勤監査役、経営企画部、グループ経営戦略部、経理部、法務部等が参加。専門的知見から案件の論点・リス
クを多角的に精査し、以下の投資規律への適合性や契約条件の決定に加え、事業推進・PMI責任者（担当役員・推進
部署）の明確化を実施
1.収益基準：投資後3年でROIC 15%以上の達成を目指すための事業シナジー、事業計画の徹底精査
2.撤退基準：投資3年目以降、ROICが当社の資本コストを下回ることが見込まれる場合、対象会社のピボット、経営

者交代、売却・撤退等を実施
3.調達基準：資本コストを意識して、フリーキャッシュフロー、借入、エクイティの順番で調達
4.財務基準：のれんの合計残高は、純資産を超過しない

代表取締役、取締役、常勤監査役、関係部門長等が参加。投資委員会での検証結果（上記投資規律への適合性や事業推
進体制等）に基づき、メディアドゥグループ全体の成長戦略及び企業価値向上に資するか否かを総合的に議論・検証

基本的に投資案件は取締役会の承認取得が必要。取締役、常勤監査役に加え、社外取締役、社外監査役と案件規
模・性質に応じて検討初期から複数回の議論を実施

実質的な
リスク額

純資産額
（時価）買収金額

　メディアドゥが2030年2月期に目指す事業ポートフォリオは、継続した事業ポートフォリオの最適化を通じて、持続的なバリューアップを追求する姿
です。基盤である国内電子書籍流通事業のシェア拡大に邁進しつつ、今回買収したSeven SeasのPMIによる確実なバリューアップ、及び早期黒字化
を達成したSC事業のさらなる成長を追求します。これら成長領域においては、当社の強みが生かせる領域への集中投資やM&Aを含めた事業機会の
模索を継続します。  2030年には、戦略投資事業の全てがROIC 8%をクリアし、グループの収益を支え合う、資本効率の高い事業ポートフォリオの確
立を目指します。

市場成長性 =営業黒字の額 =営業赤字の額

資本効率
ROIC

SC

電子書籍流通

国際

IP
ソリュー
ション

IP
ソリュー
ション

8%
（ハードルレート）

市場成長性 =営業黒字の額 =営業赤字の額

シェア拡大による
利益額の増加を
目指す

M&Aを含めた
事業機会を模索

Seven Seasの
PMIに注力
Seven Seasの
PMIに注力

選択と集中を含めた
収益改善
選択と集中を含めた
収益改善

資本効率
ROIC

国際 SC

IP
ソリュー
ション

電子書籍流通

約75億円
（1ドル159.93円で計算した場合）

*買収金額は取得時レート：¥157.19/USD
純資産額、のれん償却にかかる税効果等、実質的なリスク額は27/2期1Q決算日レート：¥159.93/USD
取得原価の配分（PPA）等が未完了のため、現時点での暫定的な会計処理に基づき算出

*買収金額は取得時レート：¥157.19/USD
実質的なリスク額は27/2期1Q決算日レート：¥159.93/USD
取得原価の配分（PPA）等が未完了のため、現時点での暫定的な会計処理に基づき算出

税務のれん等の
償却に係る税効果

ROEの推移

市場期待水準 株主資本コスト10%程度

8%
（ハードルレート）

子会社 持分法適用会社 関連会社未満・事業

売却

清算
売却

撤退

売却
売却

国際

ジャイブ（紙書籍編集事業
からの撤退）
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26/2期 27/2期25/2期24/2期23/2期22/2期21/2期20/2期19/2期18/2期

D/Eレシオ・のれん対純資産倍率の推移

3. 中長期的な株主との関係構築2. 資本効率と財務健全性の両立

　積極的な事業投資や機動的なM&Aを実行する一方で、規律ある
BSマネジメントを実行することで財務の安全性を維持しています。過
去の大型買収（出版デジタル機構）の際には一時的に財務の安全性が
損なわれたため、財務基盤の回復と今後の成長資金の確保のために
エクイティファイナンスを実施しました。現在では「D/Eレシオ1.0倍以
下」「のれん対純資産倍率1.0倍以下」等の財務の安全基準を設定して
います。
　2026年3月に実行したM&A（Seven Seas買収）は、出版デジタル機
構の買収金額を超えるメディアドゥ最大のM&Aとなり、買収資金全額
をデット（借入）により調達したものの、当社の強固な利益創出力を背
景に財務健全性を維持しています。
直近の2026年5月末時点のBSにおいても、D/Eレシオは0.8倍、のれん
対純資産倍率は0.6倍と、いずれも設定した安全基準をクリアしてお
り、現時点でエクイティファイナンスを実行する必要性及び予定はあり
ません。

成長投資を重視する中における規律あるBSマネジメント
　中期経営計画におけるキャッシュ・アロケーションは、国内電子書籍流通事業が創出する安定した営業キャッシュフローを原資に、成長投資と株
主還元の両立を目指して策定しています。キャッシュアウトの優先事項である成長投資に関しては、銀行借入による124億円のデット調達を行うこと
で、Seven Seasの買収（126億円）を実行しました。今後においては、獲得したアセットからの投資資金回収を行いながら、成長領域への資金配分（①
電子書籍取次事業におけるシェアアップ、②海外展開のさらなる強化、③SC事業における収益事業の創出・獲得）及び有利子負債の返済、株主還元
への最適配分を進めていく方針です。

　当社は、中長期的な企業価値向上を支援してくださる株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つと位置付けています。還元の指標とし
て「総還元性向30%以上」を目安に掲げており、機動的な株主還元の一環として10億円の自己株式取得を実施した2023年2月期には、総還元性向が
100%に迫る94.6%に達したため配当を無配とする選択をいたしました。
　しかし、この例外的な期を除いては、上場以来、業績の拡大とともに段階的な増配を重ねる安定的な配当を維持しています。直近の2026年2月期に
おいても、過去最高額となる「1株当たり40円」（配当性向33.4％）の配当を実施しました。続く2027年2月期は将来の成長に向けた先行投資が先行す
るため減益を計画していますが、今後の成長への自信に基づき、前期と同額である過去最高水準の「1株当たり40円」を維持する方針（配当性向
50.6%）です。今後も、資本コスト（約10%）を意識した効率的な資本運用のもと、長期的かつ継続的な株主価値向上に努めてまいります。

　2026年5月末の連結BSにおいては、Seven Seasの連結に伴いのれん等を含む無形固定資産が増加したほか、買収資金のデット調達によ
り有利子負債が一時的に増加しています。しかし、自己資本比率27.6%と健全な資本構造を維持しており、当社のキャッシュ創出力を背景と
した高い返済能力を担保しています。一時的な負債活用後も独自のセーフティネットである財務規律（D/Eレシオ1.0倍以下、のれん 対 純資
産倍率1.0倍以下）の安全水準をクリアしており、健全な財務体質を維持しています。

2025年～2030年のキャッシュアロケーションイメージ

1株当たり配当金の推移

10.5円

キャッシュイン

追加資金調達
（必要に応じて検討）

営業CF
220億円超

資金調達：銀行借入 124億円
• Seven Seasの買収に伴い、銀行借入を実施
• 有利子負債は増加するも、財務の安全性は維持されており、
追加のエクイティファイナンスの必要性はなし

成長投資：Seven Seas買収 126億円
• 英語圏最大級の独立系マンガ翻訳出版社 Seven Seasの買収を実施
• 財務体力を勘案しながら、次なる成長領域への資金配分も検討

株主還元：配当 6億円
• 2026年2月期の1株当たりの配当金は過去最高の40円、
今後も安定配当を実現

借入金の返済：15億円
• 2017年の出版デジタル機構等のM&Aに伴う借入は概ね完済

株主還元
35億円～

借入金返済
法人税支払
80億円

キャッシュアウト 2026年5月末までの実績

2026年2月末 連結BS

④総資産：56,926

2026年5月末 連結BS
④総資産：68,157

単位：百万円

現預金
13,410

その他資産
43,369

①のれん
11,377

②有利子負債
14,876

その他負債
34,480

③総資産
18,800

現預金
14,014

その他資産
38,882

その他負債
34,963

③総資産
19,221

②有利子負債
2,741

①のれん
4,029

成長投資

110億円～

10.5円 13円

21円 21円

0円

22円

36円
40円

過去最高

40円
（予想）

自己株式取得
5億円

自己株式取得
10億円

26/2期25/2期24/2期23/2期22/2期21/2期20/2期19/2期18/2期17/2期（年度）
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0
（倍）

財務の安全性が低下

財務規律：1.0倍以下

D/Eレシオ のれん 対 純資産倍率

出版デジタル
機構を買収

エクイティ
ファイナンス

Seven Seas
を買収

1.電子書籍流通事業に
おけるシェアアップ

2.海外展開の強化
3. SC事業における収益
事業の創出
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②木頭研修
　新卒採用を開始した2010年より、新卒の内定者、新入社員を中心に、創業者
藤田の原点である故郷・徳島県那賀町木頭地区（旧木頭村）で「木頭研修」を毎
年行っています。社会人としての第一歩に当社を選ぶ決意をした新卒入社者への礼節として、3日間にわたり藤田自らが直接当社の価値観や歴史、経
営の設計、そして将来の戦略を体系的に語る唯一の機会です。さらに、藤田の家族との交流の場を設け、創業者である藤田が大切にする故郷・家族を
知り、「どのような経営者が代表として経営する会社でこれから働くのか」をよりリアルに理解してもらうとともに、参加者自身が自らの人生に向き合
い、何のために働くかという本質的な原動力を磨く時間とすることを目指しています。また、マネージャーを中心とする既存の現場社員や役員計10名
前後の参加枠も用意しており、交流を深めることで当社の雰囲気をより具体的に把握することができます。

当社グループの強み
　当社は人と人の関係性、価値同士を媒介し価値を創造する集団として、4つのポリシー（p.24）に立脚し、「全体俯瞰的課題解決能力」「高度人間関
係構築能力」という2つの強みを掛け合わせて社会に貢献しています。

　一人ひとりの人材は、「個人の成功」ではなく「組織の成功」、さらには「社会への貢献」を念頭に置いて業務に取り組みます。そうした貢献の営みが、
結果として社会からのポジティブな評価、社内外の人 と々の信頼関係を一層深めるブランディングにもつながり、社会の中で解決できる課題の領域
を拡大することにつながる。そのように当社は信じています。

経営戦略の実現に向けて
　電子書籍流通事業を主軸に成長を重ねたこれまでの20年間、当社は出版業界を媒介するプラットフォーマーとして、流通総額約2,000億円を担う
国内No.1のポジションを構築してきました。この2,000億円という規模の大きさは、組織が力を合わせ、取引先との関係性の中で優れたソリューション
を提供し、マネジメントを行い続ける営みを続けてきたことで育まれた信頼の証左でもあります。
　この積み重ねてきた信頼を土台に、当社グループは中長期の成長戦略として「①国内電子書籍流通」「②海外展開」「③SC（Sustainability 
Creation）事業」の3つを打ち出しました。これらの成長戦略を実現するにあたり、当社は次なる30年における企業成長を見据え、「人の力の総和」を
一層拡大します。

①新卒・キャリア採用
　採用は、一人ひとりが有する人間性を「ポテンシャル・成長性」「スキル」「経
験」の3つの軸で考慮し、新卒採用は「ポテンシャル・成長性」を、キャリア採用は
全ての軸を重視することを原則としている一方、当社のアイデンティティを知っ
ていただくブランディングの場であるとも考えています。入社に至らなかった場
合にも、多くの学生や求職者が当社の価値観にポジティブな感情を抱き、当社
の存在を記憶に残してもらうことを目指しています。
　新卒採用においては、説明会で当社のアイデンティティ、ポリシー、事業戦略
を徹底して説明するとともに、社会人として踏み出す一歩目に当社に入社する
決断をしてくれた新入社員への感謝と責任を自覚し、その礼節として社長自ら
が「木頭研修」を行っています。

当社は、将来にわたって「人の力の総和」を最大化し、価値創造を実現するための人的資本戦略として、採用・評価・育成等の各観点でアップデートし
ながら重点的に実行するポイントを定めています。

①採用：マーケティング・ブランディング
人や価値同士を媒介する企業体であるからこそ、当社の重視する価値や判断基準
を理解・リスペクトし、当社で力を発揮することが自らの自己実現と幸福につながる
強い実感を持つことのできる人材を重視しています。したがって採用は、当社の存在
を知る人数を最大化する「マーケティング」が重要な要素であり、当社のアイデン
ティティを明確に伝える「ブランディング」を通じて取り組みます。
 
②育成：全体俯瞰的な課題解決の体感
次なる30年を見据えた成長戦略を掲げる転換期にある当社は、中長期的に「全体
俯瞰的課題解決能力」と「高度人間関係構築能力」を持ち社会全体に貢献する人
材の育成を強化します。
 
③評価：戦略の深化に伴う制度の最適化
当社は成果のみによる評価ではなく、社内外の貢献を通じた一人ひとりの成長を評
価する能力評価を貫いています。経営戦略の深化に伴い、採用・育成と整合する評
価制度設計の最適化に取り組みます。
 
④サクセッション：再現性をもたらす“群”による経営の実現
時間の流れと共に大きく変化する社会の中で、当社グループは創業経営者からの
バトンを引き継いで価値創造に再現性をもたらし、一層の企業成長を実現すべく、
次なる30年に向けた複数人の自律したチーム（“群”）による経営を志向します。 

戦略の全体像2

人的資本戦略の基本方針1

次なる30年に向けた人的資本戦略の重点ポイント4
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当社の採用は、当社の重視する価値や判断基準を理解・尊重し、当社で力を発揮することが自らの自己実現と幸福につながる強い実感を持って入社
いただくため、当社の存在を知る人数を最大化する「マーケティング」と、当社のアイデンティティを明確に伝える「ブランディング」を通じて実現しま
す。これにより組織全体のリテンションと成長速度を向上させていきます。

　当社は、社内にとどまらない「人」の力こそが当社の根幹であると信
じています。だからこそ、企業成長の源泉である人材の成長への投資
により「人の力の総和」を最大化することを人的資本戦略の核と位置
付けています。「人の力の総和」とは、社内の人材のみならず、良好な人
間関係のもとで社外の人々の力をお借りし、個人や自社だけではでき
ない物事を実現する力を指します。

　当社の人材は、人との信頼関係を基盤として、全体像を俯瞰し、先
回りして最適な戦略と計画を立て、社内外の力を借りて実行・実現す
る課題解決能力（「全体俯瞰的課題解決能力」）によって力の総和を最
大化します。これにより、人材一人ひとりが事業活動を通じて成長と自
己実現を果たしながら、将来にわたり社会へ独自の価値を提供する企
業体であり続けます。

•「全体俯瞰的課題解決能力」「高度人
間関係構築能力」の育成

• 経営戦略の深化と環境変化に即した
評価制度見直し

• 長期的な組織の成長・生産性向上
（一人当たり売上高の向上）

• 企業ブランドの構築と社内外の力の
総和の最大化

• 人材の自己実現と幸福の最大化

• CEOによる次世代経営人材の育成 • 次なる30年の企業成長を図る経営の
基盤整備

• 長期にわたる当社グループの成長と
社会貢献範囲の最大化

人的資本を通じた企業価値への主な影響3

全体を俯瞰して課題の所在と本質を特定し、その解決に必要なリソース（人の力の総和）を適切に充足・結
集することで、課題を解決へと導くリーダーシップ能力

「課題解決は人の力の総和がその課題の総和を上回る必要がある」という理解のもと、社内外の他者と方
向性をズレなく共有し、協力体制を構築することで、高難易度の課題解決を果たす高い人間関係構築能力

全体俯瞰的課題解決能力

高度人間関係構築能力



　私は、仕事とは人生において最も深く社会とつな
がり、自分の子どもをはじめとする次の世代が幸せ
に生きられる未来づくりに貢献できる機会だと考え
ています。経営人材を目指すのは、自らの役割を広
げることで社会への貢献量を最大化できるからで
す。そして、その貢献を最も「正しく、美しく」利他の
精神で追求できる場所がメディアドゥであると確信
しています。
　前職の金融機関で様々な企業を見る中で、出版
業界や地域の未来を背負う覚悟で事業を推進し、
業界や地域にとってなくてはならない存在であり続

けるメディアドゥや代表 藤田の姿勢に強く惹かれました。将来にわたりメ
ディアドゥが成長し、社会に貢献し続けるためには、特定の個人に依存せず、
私たち社員一人ひとりが強く自律した"群"による経営への移行が不可欠で
す。次世代経営人材育成プログラムで学んでいるのは、単なる経営ノウハウ
ではなく、藤田が30年かけて築いた経営の根底にある「経営者としての人間
性のあり方」そのものです。メディアドゥが歩んできた歴史から何を紡ぎ、どう
未来へつないでいくのか、現在6名のメンバーで泥臭く議論を重ねています。
このプログラムで得た思考と熱量を現場の業務や仲間へ伝播させていくこと
で、メディアドゥの持続的な成長を足元から支えてまいります。

　新卒入社して10年、メディアドゥの目まぐるしい
変革を間近で見てきました。その中で芽生えた
「この物語の続きはどうなるのだろう、それを見て
みたい」という強い思いは、私がメディアドゥで働
き続ける理由でもあります。しかし、「続き」は待っ
ているだけではやって来ません。創業30年という
節目を迎えた今、これからは自らメディアドゥの未
来を切り拓き、30年、50年…そして100年後の未
来に物語をつないでいきたいと考えています。
　その実現のためには、まずは自分と向き合い抜
く必要があると実感する日々です。どれだけ必死

に現場の立場から考えても、30年間培われてきた藤田の経営の価値観や
設計はその考えをはるかに上回ります。しかし、経営を志す仲間たちとと
もに精一杯考え抜く中で、それぞれの異なる考えの中から新たな学びが
得られることで、一歩ずつ経営的な感覚が身についていくような手応えも
あります。
　これからも藤田や経営を志す仲間たちと徹底的に向き合い、ときには自
身の未熟さに打ちのめされながらも理解し合い、互いを鍛え合っていく。そ
の愚直な努力の先でこそ、「組織としての人格を持ち、一つの答えを導き出
す」という“群”の経営のあり方を実現できると信じて、挑み続けます。
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年間全11回（1回4～5時間）のプログラムを実施し、事前課題へのレポートと事後レ
ポート（2,000～5,000字）の提出を必須としながら、徹底したインプットとアウトプッ
トを繰り返すことで、メディアドゥの経営を体験し、体現する挑戦を重ねています。
　そこで培った経営に対する目線を各メンバーが社内に再現性高く伝播すること
で、各部門の現場の組織力を向上させ、さらなる企業価値の提供につなげていきま
す。さらに、そのメンバーが新たな次世代経営人材を訓練していく循環を回すこと
で、実効性の高い組織全体のサクセッションにつなげ、“群”としてより強く、成長を実
現できる組織を作り上げます。
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能力を育成する多様な「イベント」
　2026年5月に開催し660名が列席した「設立30周年記念 感謝の会」のほか、出版業界向け事業説明会、決算説明会、徳島イノベーション
ベースの定例イベント、xIB JAPANの全国交流会、B.LEAGUEクラブ徳島ガンバロウズの公式試合観戦ツアー、SC IRカンファレンス等、多様
な「イベント」を各事業で企画・開催しています。
　このイベントこそが、参加者や協力者が満足し「また来たい」と感じていただける設計、そのための準備、集客を行い、役割分担の中で全体を
俯瞰する体験となります。これらに人材が日ごろの業務を離れて参加し、運営にも携わることで、全体感を捉えて先回りし、社内外の力を借りな
がら他者のための新たな課題解決を実現する能力を涵養します。

　2027年2月期より、当社の執行を担うトップである執行役員は、組織として認識を揃え、一
致して判断し、責任を持って推進する“人格”を持つための「執行役員会」を発足しました（p.16 
「執行役員会」座談会）。執行役員は各自の管掌領域を超え、常勤取締役から提示される様々
な当社グループの経営に関わる課題、組織全体の観点で執行役員自身が見出した課題に対
し、各領域の役割分担のもとで議論・集約し、一つの“人格”として経営への提言を行うととも
に、現場社員に対し明確に方針を伝える役割を担います。

　企業成長をけん引してきた30年の経営に次世代の再現性をもたらすべく、当社社長の藤田が経営設計の言語化・定量化に取り組んでいます。この
一環として、当社は2026年5月より徳島県、徳島大学、大学支援機構と共同で徳島大学開講講座「aX ーローカルからグローバルへの方程式ー」を開
講しています。この講座は1年間のうち10カ月間に8回16コマ（1コマ90分）のカリキュラムで行われ、当社が言語化・資料作成を担い、経営・組織構築・
マネジメント・事業開発等の考え方を藤田が直接伝えています。
　これに伴い、社内では年齢や役職等を問わず、社内公募で選出された当社の経営を志す現場の正社員を対象に「次世代経営人材」の育成に取り組
んでいます。第1期（2027年2月期）は6名のメンバーが選出されており、創業者である藤田が自ら育成機会を持ち、インタラクティブにプログラムを進
めることで、次世代経営人材が単なる座学として知識を吸収するのではなく、「メディアドゥの経営」における価値観や設計をズレることなく捉えること
を目指しています。

倉本 崇
Takashi Kuramoto

経営企画部
ファイナンス・IR課 課長

田原 秋乃
Akino Tahara

電子書籍事業本部
施策運用部

書店施策課 課長

次なる30年を見据えた成長戦略を掲げる転換期にある当社は、価値
創造と貢献の範囲を押し広げる組織であり続けることを目指し、長期
的に人材の「全体俯瞰的課題解決能力」と「高度人間関係構築能力」
を育成しています。育成の仕掛けとして、限られた特定の時間と空間で
中長期目線の目的を持ち、効果を最大化する全体俯瞰的な課題解決

を体感する場を、多様な「イベント」を通じて設計しています。育成にお
いては今後、経営戦略の深化に伴い現在見直しを進めている人事制
度と連動する目標・指標の設計を行い、育成の実効性を一層高めてい
きます。

　当社は設立30周年の節目である2027年2月期より、次なる30年を
見据えた経営戦略の深化に伴い、人事制度の立案と運用を担う人事
部に加え、常勤取締役、執行役員会などが協働し、採用・育成と整合す
る評価制度設計の最適化に取り組んでいます。
　当社は成果のみによる評価ではなく、成果とともに社内外の貢献を
通じた一人ひとりの成長を評価する能力評価を貫いています。社会へ
の貢献範囲を拡大するには社会との関係における力の総和を最大化

する必要があり、組織全体の「全体俯瞰的課題解決能力」と「高度人
間関係構築能力」の2軸の能力が求められます。
　今後、これら2つの能力の成長に対する評価は不可欠であり、これら
の成長につながるイベントへの参加、運営への参加等、多様な行動の
量と質に応じて日ごろの業務に加算して評価する方針で、2028年2月
期末までの新制度実装を目指します。

　将来、創業経営者がけん引してきた経営から次世代への経営の移
行を図るにあたり、創業者が不在となった後も社会貢献の規模を拡大
し、成長し続ける体制を整備する必要があります。
　当社は経営を担う1人の後継者を選ぶのではなく、規律のもとで議

論し、互いに高め合う組織の成長力を生み出す複数人の自律したチー
ム、つまり役割分担を明確にした“群”による経営を目指します。当社が
構築してきた価値創造の再現性を組織全体にもたらす経営人材を、
創業者である藤田がコミットし、長期的かつ継続的に育成します。

メディアドゥ独自の事業を通じた社会貢献、信頼関係
を直接体感する機会を提供

メディアドゥグループを構成する人の関係性を強化す
る交流施策等を実施

会社をライフステージの足枷にせず、仕事や会社を通
じて人生を豊かにする多様な支援策を提供

社員が生み出した、「人」に向き合う経営を実践する仕組み
　メディアドゥグループという企業体が生み出す財務的な数値の先に
は、自らの仕事に情熱を注ぎ、日々働く「人」がいます。数値的な成果を
作り出す「人」は企業の未来の可能性そのものであり、企業文化を大
切にしながら最大限に能力を発揮することのできる環境を構築するこ
とが、当社グループの次なる30年の成長を生み出す基盤となります。
　そこで当社グループは、現預金のうち余剰資金の一部を堅実に運用
し、得られた運用益を通じて会社の成長につながる社員への投資を行
う「5Dファンド」を2026年4月に開始しました。通常の人的資本投資の
予算枠にとらわれず、人的資本投資を活性化するための役員・社員の

議論の場を創出することで、社員の成長に向き合う取り組みを実現し
ていくことを目的としています。
　運用益は当社グループが開催するSC事業のイベント参加、海外事
業に関する現場の最前線を視察する費用をはじめ、事業との業務上
の関わりを問わず社員の旅費等に活用します。これにより、一層多くの
社員が当社を多面的に把握し、自分ごととして全社の動きや経営のア
クションを捉え、当事者意識を醸成することで「人の力の総和」の最大
化を目指します。
　この施策は、一社員の提案によって実現に至りました。2026年7月
時点で約1,400万円の運用益を上げています。



　当社グループは人材の力とテクノロジーを基盤に、電子書籍配信、キャンペーン管理、売上管理等の業務全体において「流通カロリーの低減」「流通
スピードの向上」に取り組んでいます。より効率的なコンテンツ流通の仕組みとデータ基盤を整備し、流通シェアの拡大に伴う当社グループ独自の価
値を提供し続けます。

当社は日本の著作物に貢献し続けるべく、業界の課題を着実に解決する提案能力と開発スキルを備え、テクノロジー観点の「全体俯瞰的課題解決能
力」を有するエンジニア人材の育成・定着を目指しています。上級執行役員 CIOを筆頭に、技術部門は常に技術動向にキャッチアップしながらも、技術
を手段と捉え、常に目的に照らして最適な手段を選び取ることのできる人材を育成します。この育成・定着に長期的に取り組むことで、当社の自社開
発力（社内の開発スピードとシステム品質）の向上につなげていきます。

　当社グループはNISTサイバーセキュリティフレームワー
クに基づく着実な組織基盤の整備に加え、米国のインター
ネット・セキュリティ標準化団体CISが策定するフレーム
ワーク「CIS Controls」の準拠状況を評価するリスクアセ
スメントを実施しています。継続的なスコア改善を図りな
がら、日々変化する脅威に応じた柔軟かつ実効性の高いセ
キュリティ対策を推進してきました。

　今後は実績と蓄積されたナレッジをグループ会社へ展
開し、統一的なセキュリティ水準の底上げを支援すること
で、当社グループ全体のさらなるレジリエンスの強化、サプ
ライチェーンリスクの低減を図ります。

　また、多様化するサイバー攻撃や人的リスクを早期検
知・対応する「守り」の基盤構築のみならず、潜在的なリス
クや脅威を事前に特定・分析し、システム開発の上流工程
から的確かつ迅速に対策を講じる「攻め」の対策強化と体
制整備を推進します。

社内外の効率化とコスト削減に資する「データ活用」

①出版社・電子書店とのシステム連携

2024年2月期：
2025年2月期：
2026年2月期：
2027年2月期：

セキュリティ専門部署の立ち上げ。土台となるセキュリティ対策・内部不正監視強化
ゼロトラストセキュリティの推進
自社システム・クラウドサービスのセキュリティ強化
外部脅威に対する対応、サプライチェーンリスクの低減

セキュリティ投資額
（単位：百万円）

53
3427

24/2期 25/2期 26/2期 27/2期（予算）

リスクの早期発見と継続的な改善サイクルを重視した脆弱性管理プロセスの強化が評価向上に寄与し、3
カ年計画（2024年2月期～2026年2月期）を達成。今後もグループ全体で継続的なスコア改善を図ります。

CIS Controls スコア（当社単体・前期比）

4

エンジニア人材に対する考え方2

当社グループは取り巻く環境の変化と経営戦略に照らし、技術資本のインプットを通じた成長機会と生じうるリスクを特定し、重点的に取り組むべき
ポイントを定めています。

技術資本による企業価値への主な影響1

　国内でサイバー攻撃被害が増加し脅威が深刻化する中、当社グループは国内電子書籍流通の安全性と信頼性を向上すべく、法令制定・改廃、技術
の発展を含む環境変化等に基づいてセキュリティ要件を調整し、適切なセキュリティ投資に取り組んでいます。情報セキュリティ強化への投資は事業
継続性と企業価値を守り、安心して長期的な取引関係を結んでいただくための重要な責務と捉えています。

信頼を支える「セキュリティ強化」3
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　当社グループは電子書籍流通事業において、出版社・電子書店の
中間に立ち、テクノロジーを基盤として業界全体の課題解決に尽力
し続けてきました。効率的な流通構造を支え、作品の価値を守る責
任は日を増すごとに増大しており、現在の流通総額は年間約2,000
億円に上っています。
　技術資本は、当社グループにとって重要な経営資源の一つです。

流通シェアのさらなる拡大を目指す中、出版業界のインフラとして責
任を果たし発展に貢献し続けることを目的に、インフラとしての利便
性を損なわずに多様な脅威を回避・低減する「セキュリティ強化」、社
内外の効率化とコスト削減を目指す「データ活用」の2軸を中心とし
て最適な投資を図っています。 　当社は電子書籍流通事業で年間約90万点（月平均7.5万点）のコン

テンツデータを新規に出版社からお預かりしており、データ点数は
年々増え続けています。この国内シェアNo.1のポジションのもと、当社
グループはより多くの出版社・電子書店との間でシステム連携を拡大
し、さらなる流通カロリーの低減、流通スピードの向上に貢献します。
　当社は各電子書店の納品仕様に応じたシステム連携の強化、業務

自動化やノウハウの最適化により、納品スピード（1日当たりコンテン
ツ登録数）を2026年2月期上期において前期比23.8％向上しました。
電子書店とのシステム連携は、各社の配信方法・ルールに合わせて個
別に開発を行っています。このシステム連携のネットワークの広がりに
より、当社の電子書籍流通におけるポジションは一層明確化していき
ます。

②データ基盤の整備

③生成AIの活用

　取引先がコンテンツ制作やサービス強化、プロモーション等に注力
でき、社内では業務効率化を通じて経営戦略や事業活動等の意思決
定に寄与することを目指し、当社は広範なデータを集約・分析する
データ集積基盤（データウェアハウス）の整備に長期的に取り組んで
います。電子書籍流通事業においては当社独自のポジションにより、
国内では類を見ないほど多くのデータが集まり続けています。
　取引先向けには、従来より低コストで詳細なマーケティング情報を
迅速に分析・可視化するダッシュボードの構築が進捗しています。出
版社の売上分析・販売戦略立案をサポートする機能を提供し、常に
改良・改善に取り組んでいます。

　社内向けには、電子書籍流通事業部門の営業活動をサポートする
ダッシュボードを構築しているほか、管理会計、人事関連データ、サイ
バーセキュリティのログ等の多様なデータを取り込み、経営・事業の
意思決定に資する正確かつ迅速なデータ分析の実現を目指していま
す。なお、当社グループの海外マンガ市場における世界最大級の翻訳
出版社Seven Seas Entertainmentにおいては、新規タイトルの獲
得強化に向け、電子書籍の販売動向に関するシステムの日次連携を
行っています。

　当社グループは生成AIの急速な発展を注視し、費用対効果を見極
めながら生成AIを活用することで組織・個人の生産性向上を図ってい
ます。エンジニアにおいては、全社で定める利用ルールに基づきコー
ディング支援、コードレビュー等の効率化に活用するほか、セキュリ
ティ分野においてもAI関連サービスを導入しています。これらを積み重

ね、1人当たりの開発業務等における生産性向上を図るとともに、コン
テンツ流通のさらなる効率化、従来は見えなかったデータの可視化等
に取り組み、電子書籍流通事業において一層のシェア拡大を図りなが
ら、社会における当社グループの介在価値を持続的に高めていきます。

• 情報セキュリティ投資
• データと生成AIの適正な活用

• コンテンツ流通の信頼性向上
• 事業運用部門の原価率低減

• コンテンツ流通シェア／流通総額／
売上高／営業利益の拡大



株主・投資家の皆様に対し、適時・適切かつ公平な情報開示を徹底しています。対
話を通じて頂戴する貴重なご意見は、経営戦略やマテリアリティの見直し、事業運
営の改善に積極的に反映させています。

社是「成長と可能性」は、互いを尊重し、成長を喜び合う信頼関係を築くことが、何よ
りも大切な価値であることを示しています。当社従業員に向けて、経営層からの定期
的なメッセージ発信、オウンドメディア記事の定期発信、現場社員による勉強会や研
修等を随時行っています。

全社方針説明会の開催
当社は、従業員との信頼関係と一体感を持続的に醸成するため、年2回の「全社方
針説明会」を定期開催しています。本説明会は、足元の業績を起点に、今後の成長
戦略や重視すべき経営指標について、経営トップをはじめとする常勤役員が自らの
言葉で直接社員に伝える場です。経営陣が描くビジョンや目指す方向性を全社で共
有し、同じ方向を向いて一丸となって進むための基盤とすることで、組織全体のエン
ゲージメント向上につなげています。

株主・投資家とのエンゲージメント

従業員とのエンゲージメント3

4

国内最大手の電子書籍取次事業者として、出版社からコンテンツが集まり続ける圧
倒的な信頼とポジションを確立し、出版業界のインフラとして電子書籍の流通を支
えています。出版社や電子書店をはじめとする出版コンテンツ業界全体の発展に向
け、取次の枠を超えた国内外の一気通貫の流通基盤の構築を目指しています。日本
のコンテンツを世界へ届ける取り組みを通じて貢献範囲を拡大し、全てのパート
ナーとの信頼関係を一層強化してまいります。

業界団体への参画
当社グループは、海賊版サイト対策に取り組む業界団体の一般社団法人ABJや、世
界共通の電子書籍データフォーマットの策定を推進するW3Cをはじめ、計9団体へ
参画しています。電子書籍市場の活性化・効率化を図り、出版コンテンツ市場の永
続的な成長に貢献します。

出版コンテンツ業界とのエンゲージメント2

株主・投資家との対話に基づく企業価値向上サイクル図

①徳島イノベーションベース（TIB）を通じた地域貢献
TIBは2020年に設立し、地域の主要機関をつなぎ合わせ、自らリスクテイクして
新たな価値創出に挑む起業家を生み出し伴走する取り組みを推進しています。
起業家を講師に迎える「月例会」をはじめ、毎月の定期的な学びと交流の場を通
じて会員が地域関係者とつながり合い、ともに成長を促進する仕組みを構築して
います。その結果、総会員数は413名、TIBをきっかけに設立された企業は30社に
達しています。

持続可能な地域社会の実現と、地域が持つ価値の再発見と最大化を目指し、金
融、メディア、行政、教育機関等との協働を重視しています。地域の社会課題解決
に向けた取り組みを通じて、当社事業の持続的成長を支える基盤を創出するとと
もに、地域社会との揺るぎない信頼関係を構築しています。

②xIB JAPAN：ステークホルダーとの共創による地域経済の活性化
当社は全国各地で起業家を育成・支援するxIB JAPANを通じ、IB（イノベーショ
ンベース）の地域創生モデルを全国へ波及しています（立ち上げ準備中を含め25
府県）。2030年までに46道府県・総会員数5,000人へ拡大し、多様な機関と連携
を広げ、地域経済の持続的発展を目指します。2026年4月には地域企業の連携に
よる事業成長と地域経済活性化に向け、B.LEAGUEと連携協定を締結。同6月、
地域企業の成長支援と上場支援に向け、福岡証券取引所と戦略的パートナー
シップ協定を締結しました。

地域社会とのエンゲージメント1

• 地域共創プラットフォーム
-TIB
-xIB JAPAN

• 関連事業
-メディアドゥテック徳島
-がんばろう徳島

• スポンサー数 計227社
（TIB/徳島ガンバロウズ等）

• xIB JAPAN拠点数 25府県
（立ち上げ準備中を含む）

• xIB JAPAN会員数 1,600名超

• TIB月例会 72回
（年間延べ参加者 2,362名）

• TIBから生まれた起業・会社数 30社
• 徳島ガンバロウズ 平均入場者数 1,750名
• 徳島県で初めてとなる当社事業説明会開催
• 経営の方程式を伝える実践講座「aX」を徳島
大学で開講

• 徳島県版ダボス会議「うずしおサミット」
• 個人投資家向けIRカンファレンス「SC IR 

Tokushima」
• 各公式サイト
• 日常的なコミュニケーション

• 地域の経済的価値創出
-那賀町の徳島ガンバロウズ試合興行による社会的価値・経済波及効果（2025
年11月：2日間で計約1億3,700万円）

2026年4月10日　TIB第4回年次総会
参加者数226名、TIB会員、TIB設立5社（徳島新聞社、四国放送、阿波
銀行、徳島大正銀行）、他県IB等の多様な属性が参加
→TIB開催レポート： 
https://tibase.jp/2026/04/23/2026tib4annualconferencereport/

→xIB JAPANリリース：https://xibase.jp/news20260414/

2026年4月14日　記者会見
xIB JAPANとB.LEAGUE（全国55クラブ）が地域活性化と事業開発
促進に向けた連携協定を締結

2026年3月6日　うずしおサミット
参加者数282名、国内外から起業家、経営者、官公庁、金融機関、教
育、スポーツ関係者、文化人や学生等が幅広く参加。50名超が登壇

　社会関係資本は、当社グループが国内外の出版業界におけるコンテ
ンツ流通や地域社会の中で価値同士を媒介し、世の中の進化発展に
貢献し続けるという、企業価値の根幹を支える重要な経営資源です。
当社グループは、自社単独の成長にとどまらず、立場を超えて多様なス
テークホルダーと協働し、対話を通じて強固な信頼関係を長期的に積
み上げ続けることで、新たな事業成長と社会への貢献価値の最大化を
図っています。

　当社グループのビジネスモデルは、多くのステークホルダーとの信
頼関係の上に成り立っています。地域社会の活性化を目指す地域創
生モデルの展開、出版コンテンツ業界の持続的な発展を支えるインフ
ラ機能の提供、社内の組織力の向上、そして株主・投資家の皆様との
建設的な対話等、あらゆるステークホルダーとのエンゲージメントの
深化が、当社の持続的な成長基盤となっています。（実績値は2026年2
月期もしくは2026年6月末）

• 出版社 2,200社以上
• 電子書店 150店以上
• コンテンツ市場 15兆8,676億円*1

• 出版市場 1兆5,462億円*2

• 電子書籍市場 6,846億円*3

• 国内電子書籍流通シェアの拡大

• 日々の営業活動
• 日常的なコミュニケー
ション

• 当社Webサイト

• 単体従業員数 253名／連結従業員数 507名
• 連結子会社 15社

• 全社方針説明会 2回
• 従業員向け研修・勉強会 

42回
• オウンドメディア発信 16回
• 全社懇親会

• 徳島ガンバロウズ試合観
戦ツアー

• ガンバロウズセブン実施
• 内部通報制度／相談窓口
• 各管理部門への問合せ窓口

• 株主総会、統合報告書
• 当社Webサイト
• 決算説明会 4回
• 機関投資家との個別面談 96件
• IRメール配信 29回

• 一人当たりの社会への貢献規模（売上高）の拡大

アナリストレポート、株主・投資家の決算に対
する評価やコメント、それらを踏まえた今後の
IRアクションについて

参加状況の変化、参加者からのご意見等

IR面談や個人投資家からの問い合わせ等、株
主・投資家からの主なご意見について

• 株主数 5,840名

• 当社株式の流動性向上

*1：株式会社ヒューマンメディア「日本と世界のメディア×コンテンツ市場
データベース 2026 Vol.19【速報版】」
*2：出版科学研究所「2026年版 出版指標 年報」
*3：インプレス総合研究所「電子書籍ビジネス調査報告書2026」
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　自然資本は、当社グループが生み出す価値の提供先である社会基盤
を維持するために、常に保全に取り組むべき不可欠な経営資源です。
国際的な枠組みに準拠する気候変動対応をはじめ、当社の事業特性
を踏まえた具体的な施策を進めることで、長期的な企業価値の向上に
取り組んでいます。
　当社グループは工場等の設備を持たないことから、直接排出する温
室効果ガスは限定的であり、主力事業である電子書籍流通事業は、製

自然資本の位置付け1

造や輸送の工程における資源消費や環境負荷の低減につながり、自然
資本の「保護」に貢献する側面を持っています。デジタルでは補いきれ
ない独自の文化・教育的価値や世界的な需要を有する紙の書籍の特
性も理解した上で、当社グループはデジタルの活用による流通の効率
化や適切な生産バランスを実現し、当社グループのビジネスモデルが
関与する業界における資源利用の最適化を推進していきます。

気候変動対応2

　当社は2024年6月にTCFD提言*1への賛同を表明し、GXフューチャー・コンソーシアム*2に加入するとともに、2024年8月よりTCFDのフレームワーク
に基づいた情報開示を開始しました。今後も内容の充実に取り組んでまいります。詳細は当社Webサイトをご参照ください。
→ https://mediado.jp/sustainability/environment/

　気候変動問題への対応はサステナビリティ推進委
員会が設置するリスク管理部会が推進を図ります。
　TCFD提言に沿った情報開示にあたっては、リスク
管理部会のもとで担当執行役員が率いるプロジェク
トチームを発足し、実態に関する情報収集及び今後
の取り組みに向けた議論を実施しております。

1. ガバナンス
　当社及び拠点を同一にする子会社3社並びに（株）メディアドゥテック徳島におけるエ
ネルギー使用量、当社及び全連結子会社の拠点情報をもとに、気候変動によって生じる
事業環境の変化を想定し、当社グループや事業への影響（リスクと機会）を把握するた
め、シナリオ分析を実施しています。シナリオ分析にあたっては、パリ協定の目標である
1.5℃シナリオと、対策をせず温暖化が進行する4℃シナリオを中心に財務影響度を評
価しました。その結果、電子書籍市場成長による大きな事業機会があり得る反面、運営
及び調達コストの増加、自然災害の激甚化による損失等の財務影響を算出しました。

2. 戦略

　当社では、リスク発生の抑制及び会社損失の最小化を図ることを目的として「リスク管理規程」を制定しています。これに基づき、気候変動問題を含
めた持続的成長や事業活動の遂行に影響を与える可能性のあるリスクの抽出、評価及び対策について、サステナビリティ推進委員会が主体となって
全社リスクに関する検討並びに評価を行うとともに、各リスクに対するオーナーを指名することで対応の実効性の担保に努めています。リスクマネジ
メントに関する詳細は当社Webサイト「リスクマネジメント」をご参照ください。→ https://mediado.jp/sustainability/governance/riskmanagement/

3. リスク管理

現在よりも厳しい気候変動対策が取られることで、
産業革命以前に比べて2100年時点の地球の平均
気温の上昇が1.5～2℃に抑えられるシナリオ

現在の温暖化対策を上回る政策が取られない場
合に、産業革命以前に比べて2100年時点の地球
の平均気温が約4℃上昇するシナリオ

森林火災の増加：
木材資源減少による紙媒体の原
材料コスト増加

自然災害の増加：
拠点の被災による人的・物理的
損失、営業停止

• 調達先の定期的な見直し
• 紙書籍のニーズ把握と適正な発行部数管理及び業務
効率向上によるコストコントロール

• 電子書籍への誘導

• 調達先の定期的な見直し
• 紙書籍のニーズ把握と適正な発行部数管理及び業務
効率向上によるコストコントロール

• 電子書籍への誘導

• 輸送関連費用のモニタリングと削減目標の設定

• BCP強化

• 光熱費のモニタリングと削減目標の設定
• 遮熱対策等による冷房負荷の低減

炭素税や再エネ政策の導入：
事業運営コストの増加

木材価格の高騰：
紙製品の調達コスト増加

原油価格の高騰：
事業運営コストの増加

平均気温の上昇：
空調コストの増加

平均気温の上昇：
巣ごもり需要の拡大による
電子書籍の需要増

• 今後の需要増に対応できる強固なシステム開発
• 環境配慮のアピールによるブランド価値の向上

DXの進展：
低炭素に資するデジタル
コンテンツの需要増

サステナブル製品需要の増加：
ペーパーレスコンテンツの
需要増

*1：気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）2017年に最終報告書を公表し、企業等に対して気候変動関連リスク及び機会について「ガバ
ナンス」・「戦略」・「リスクマネジメント」・「指標と目標」の4項目の開示を推奨しています。　*2：気候関連情報の効果的な開示や、適切な投資判断への活用を議論する場として2019年5月に「TCFDコン
ソーシアム」が設立されました。2023年10月のTCFD解散等を経て、2026年4月には同コンソーシアムを改組し、GXリーグの一部機能を統合する形で「GXフューチャー・コンソーシアム（事務局：GX推
進機構）」が新たに発足いたしました。同コンソーシアムは、TCFD提言に基づく情報開示や、グリーン・トランスフォーメーション（GX）の推進に賛同・参画する企業や機関が集まり、具体的な取り組み
を促進するためのプラットフォームとして位置づけられています。　*3：（ ）は算出した財務影響額

　当社グループは、事業活動における温室効果ガスの排出量削減に取り組むべく、GHG排出量（Scope1・2）を算定し、開示してきました。さらに本年
度からは、Scope3の算定・開示を新たに開始いたしました。今後は、グループ子会社における算定範囲の拡充を進めるとともに、中長期目標の達成に
向けた具体的な取り組みを検討します。

4. 指標と目標

　中長期目標の達成にあたっては、サプライヤーへのエンゲージメントが必要であることを認識しており、具体的な取り組みと体制構築を検討してま
いります。GHG排出量の実績は、p.95「ESGデータ」をご参照ください。

　中長期目標として、当社グループは以下の目標を設定しております。

電子書籍流通事業の推進 電子書籍市場の拡大 紙資源の保全

エネルギー使用量の削減およびサプライ
チェーン全体におけるGHG排出量の把握 スコープ1+2 GHG排出量削減 気候変動の抑制



木頭の秋。山々が鮮やかな赤と黄色に染まる中、
金色の柚子が収穫期を迎え、地域は甘酸っぱい香りに包まれる。

秋 ／ 山々を彩る紅葉
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1989年
1993年
2005年
2007年

2009年
2013年
2015年
2016年
2016年
2019年
2020年

2022年

2024年

（株）角川春樹事務所入社
（株）角川書店入社
（株）角川ブックサービス 代表取締役社長
（株）角川グループパブリッシング
代表取締役社長
（株）角川グループホールディングス 取締役
同社常務取締役
（株）KADOKAWA 取締役 専務執行役員
（株）角川アップリンク 代表取締役社長
（株）ところざわサクラタウン 代表取締役社長
（株）KADOKAWA 取締役
（株）クールジャパントラベル 代表取
締役会長
（株）KADOKAWA KEY-PROCESS 
代表取締役社長
当社入社 取締役（現）

*1　2001年11月当社に吸収合併
*2　2019年出版デジタル機構に吸収合併

1994年
1996年
1999年
2013年
2017年

2018年

2019年
2020年

2022年
2023年
2025年

大学在籍時創業
（有）フジテクノ*1設立 代表取締役
当社設立 代表取締役社長
（株）FIBC設立 代表取締役社長（現）
（株）出版デジタル機構 代表取締役会長
（株）メディアドゥテック徳島 代表取
締役社長
当社代表取締役社長グループCEO
（株）メディアドゥ*2 代表取締役会長
当社代表取締役 社長執行役員CEO
当社代表取締役社長 CEO（現）
（一社）徳島イノベーションベース
代表理事（現）
（株）がんばろう徳島 代表取締役（現）
（一社）xIB JAPAN 代表理事（現）
（公社）ジャパン・プロフェッショナル・
バスケットボールリーグ 理事（現）

2000年

2007年
2010年
2015年
2020年
2022年
2023年
2024年

（株）フォーサイド・ドット・コム
（現（株）フォーサイド）入社
同社執行役員 流通営業部長
同社取締役 ライセンス本部担当
当社入社 ライセンスビジネス部長
当社執行役員 CEDO
当社上級執行役員 電子書籍取次事業管掌
当社取締役 CBO
当社取締役 COO（現）
（株）メディアドゥテック徳島
代表取締役社長（現）

2006年

2016年
2021年
2023年

2025年

弁護士登録
弁護士法人大江橋法律事務所入所
同法人 パートナー（現）
当社社外取締役（現）
（株）オートバックスセブン 社外取締
役（現）
三井松島ホールディングス（株） 社外
取締役（現）

1993年

2000年

2010年
2013年
2015年
2019年

2021年
2022年

学生アントレプレナー連絡会議 事務
局長
特定非営利活動法人エティック設立 
代表理事
早稲田大学大学院 非常勤講師
文部科学省 参与
多摩大学大学院 客員教授（現）
内閣官房まち・ひと・しごと創生本部
事務局（現内閣官房デジタル田園都
市国家構想実現会議事務局）
まち・ひと・しごと創生会議 構成員
（株）ディー・エヌ・エー 社外取締役
当社社外取締役（現）

1984年

1991年
2002年
2008年

2015年
2018年
2019年

2023年

横河ヒューレッド・パッカード（株）（現
日本ヒューレッド・パッカード合同会
社）システムエンジニア
アーサー・D・リトル・ジャパン（株）
（株）ポケモン 執行役員
ウォルト・ディズニー・ジャパン（株）
ディレクター
（株）円谷プロダクション 執行役員
東京工業大学未来社会デザイン機構 機構員（現）
（株）コロワイド 社外取締役（現）
（株）TRAIL 副代表（現）
当社社外取締役（現）
（株）海外需要開拓支援機構（クール
ジャパン機構） 社外取締役（現）
東京農工大学 特任教授 研究マネジ
メント機構（現）

2000年
2004年

2008年
2020年
2021年
2023年
2024年

建設省（現国土交通省）入省
新日本監査法人（現EY新日本有限責
任監査法人）入所
公認会計士登録
（株）フージャースホールディングス入社
同社内部監査室長
当社社外常勤監査役（現）
（株）セレコーポレーション 社外監査役（現）
全国保証（株） 社外監査役（現）

1969年

2002年
2003年
2008年
2012年
2013年
2014年

ソニーオーディオ（株）（現ソニーグ
ローバルマニュファクチャリング＆オペ
レーションズ（株））入社
当社入社 管理部長
当社取締役 管理部長
当社取締役 管理本部長
当社専務取締役 管理本部長
当社取締役 管理本部長
当社常勤監査役（現）

*（株）経営共創基盤より転籍。国会に設置された福島原子力発電
所事故調査委員会に勤務

2002年

2003年

2005年
2011年
2012年

2014年

2017年

2021年
2025年

弁護士登録
木村綜合法律事務所入所
神田橋法律事務所（現White & Case
法律事務所）入所
長島・大野・常松法律事務所入所
（株）経営共創基盤入社
衆議院参与*
衆議院議員
税理士登録
椎名つよし法律税務事務所 代表（現）
（株）PhoneAppli 社外取締役
当社社外監査役（現）
（一社）日本サイバーセキュリティ・イノ
ベーション委員会 監事（現）
神奈川県令和3年度包括外部監査人
磐梯町 CLO（現）

1998年

2002年
2004年

2006年

2009年
2020年
2024年
2025年

2026年

太田昭和監査法人（現EY新日本有限
責任監査法人）入所
公認会計士登録
税理士法人中央青山（現PwC税理士
法人）入所
（株）イマジカ・ロボット ホールディン
グス（現（株）IMAGICA GROUP）入社
長與公認会計士事務所開設（現）
税理士登録
（株）ティーケーピー 社外監査役
同社社外取締役（監査等委員）（現）
公認不正検査士登録
（株）CLホールディングス 社外監査役（現）
当社社外監査役（現）
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中長期的な経営・戦略立案・執行能力及び最適な事業ドメイン定義・事業ポートフォリオ構築の能力は、主力事業である電子書籍
流通事業の安定成長を図りつつ、新規領域へ事業構造を大きく変革・拡張していくために欠かせないものであるため

国内電子書籍流通で確立してきたポジションを担う責任としてグローバル展開を加速するとともに、日本の持続可能性に貢献す
るSC事業を早期に確立するうえで、既存の概念にとらわれず当社らしい独自の手法で課題を解決する能力は、今後のさらなる飛
躍において欠かせないものであるため

適切な資本政策を立案する能力や買収後のPMI（買収後の統合プロセス）を含むM&Aに関する知識や経験は、株主価値の最大化
とグループの成長戦略を実現するうえで欠かせないものであるため

正確な財務報告により説明責任を果たす能力や計数に基づき経営を管理・監督する能力は、資本の効率的な運用を通じた企業価
値の向上に欠かせないものであるため

当社が国内外におけるコンテンツ流通の発展及び日本が直面する地域創生をはじめとした社会課題等の難易度の高い課題に挑戦
し続ける礎となるのは、個別の課題解決にとどまらず、人と人、価値と価値の間に立ち、全体を俯瞰し本質的な課題を見極め、解決へ
導く「全体俯瞰的課題解決能力」を持つ人材であり、当社独自の教育プログラムを通じて今後も育成を重ねる必要があるため

常に最新テクノロジーにキャッチアップし、情報セキュリティの強化を含むテクノロジー観点での攻めと守りを同時に行う能力は、日
本中の出版社からコンテンツを預かり、国内外問わずコンテンツ流通を半永久的に担う当社に欠かせないものであるため

適切なリスク管理体制を整備・運用し、サステナビリティへの取り組みを推進する能力は、健全な事業活動を継続し、持続的な企
業価値の向上と長期的な価値創造を実現するうえで欠かせないものであるため

コンテンツを生み出す出版社と販売を担う電子書店との間に立つ当社は、国内のみならずグローバルに日本コンテンツを流通する
ことを重要なミッションとしており、その実現に資する戦略的遂行能力は、中長期的な企業価値の向上のみならず、日本コンテンツ
自体のさらなる価値向上のために欠かせないものであるため

当社設立以来、創業者として、当社事業の全てに精通するとともに、中長期的なグループ全体の戦略立案、当社理念やア
イデンティティの形成を担っており、経営者としての豊富な経験と高い見識を有していることから、これらの豊富な経験と
高い見識を当社の経営に生かすため

選任理由2

代表取締役社長 CEO
藤田 恭嗣

電子書籍業界に精通しており、当社入社以来、電子書籍流通事業に携わり、サービス開発を行いながら現在の中核事業
への成長を牽引してきたことから、これらの豊富な経験と高い見識を当社の経営に生かすため

取締役 COO
花村 佳代子

出版業界に精通しており、業界において幅広い分野の事業に携わるとともに、経営者としての豊富な経験と高い見識を
有しており、これらの経験と見識を当社の経営に生かすため

取締役
関谷 幸一

弁護士として国際取引を含む企業法務全般、内部統制やコーポレート・ガバナンスに関する豊富な経験と専門知識を有
しており、同氏の知識や経験を当社のリスクマネジメント、ガバナンス分野を中心に生かしていただくため

社外取締役*
金丸 絢子

起業家型リーダー育成及び輩出を目的とするNPO法人の代表理事として幅広い分野における事業支援、組織運営に関
する豊富な経験と高い見識を有しており、同氏の経験と見識を当社グループの事業推進や組織運営のさらなる強化に生
かしていただくため

社外取締役*
宮城 治男

コンテンツ業界を含む多様な企業におけるeコマースやデジタルマーケティングの分野での戦略策定や事業運営に関す
る豊富な経験と高い見識を有しており、これらの経験と見識を当社グループの事業推進及びマーケティング、ブランディ
ングの更なる強化に生かしていただくため

社外取締役*
杢野 純子

国土交通省での行政官の経験、公認会計士及び上場企業の内部監査室長の経験から、コーポレート・ガバナンス及びリ
スクマネジメント、会計に関する専門的な見識を有しており、社外常勤監査役としての職務を適切に遂行できると判断
し、これらの専門的な見識を監査体制の強化に生かしていただくため

社外常勤監査役*
中島 真琴

長年にわたり当社の管理部門長を歴任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり、これらの
専門的な見識を当社の監査体制の強化に生かすため

常勤監査役
大和田 和惠

弁護士及び税理士としての経験、福島原子力発電所事故調査委員会における経験並びに衆議院議員としての経験か
ら、特にコーポレート・ガバナンスと危機管理に関する専門的な見識を有しており、社外監査役として職務を適切に遂行
できると判断し、これらの専門的な見識を当社の監査体制の強化に生かしていただくため

社外監査役*
椎名 毅

公認会計士及び税理士として会計監査、税務等の業務に携わり、企業会計・監査・内部統制の分野においても豊富な経
験と深い見識を有していることから、社外監査役として職務を適切に遂行できると判断し、これらの専門的な見識を当社
の監査体制の強化に生かしていただくため

*（株）東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出。取締役会及び監査役会の出席状況に関する対象期間：2026年2月期（2025年3月1日～2026年2月28日）

社外監査役*
長與 明子

　当社役員は、定款で定める員数の範囲内で、取締役会及び監査役
会全体としての知識・経験・能力のバランス、さらにジェンダー、国際
性、年齢といった多様性に配慮し、最適な人員で構成することを基本
的な考え方としています。
　特に取締役の選任にあたっては、当社の事業理念や経営戦略に基
づき、その経験、見識、専門性等を総合的に評価・判断します。客観性・

透明性を確保する観点から、取締役会が指名報酬諮問委員会に諮問
し、同委員会の検討・審議及び答申を踏まえて選任します。
　また、社外役員については、会社法上の社外性要件に加え、東京証
券取引所が定める独立役員の資格を充たし、実質的に一般株主と利
益相反が生じるおそれがないと判断される者を選任しています。

選任方針1

取
締
役

監
査
役

執
行
役
員

①
企業経営

②
事業戦略・
社会貢献

③
資本政策・
投資/M&A

⑤
人材開発
・育成

⑧
グローバル
戦略

独立性 合計
⑥

テクノロジー・
セキュリティ

⑦
サステナビリティ
・リスク管理

④
財務・会計
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当社の取締役会は、経営における最高意思決定機関であり、業務執行に対する監督機能を担う重要な機関です。取締役6名
（うち社外取締役3名）で構成され、議長は代表取締役社長CEOが務めます。原則として毎月1回開催するほか、必要に応じて
随時、臨時取締役会を開催しています。取締役会規程に基づき、経営方針や事業計画、重要な財産の取得及び処分等の重要
事項を決定し、業務執行状況を監督しています。

　当社グループは、ビジョン「MORE CONTENT FOR MORE 
PEOPLE!（ひとつでも多くのコンテンツを、ひとりでも多くの人へ）」の
実現及びミッション「著作物の健全なる創造サイクルの実現」 を通じ
た文化の発展と豊かな社会づくりへの貢献を目指しています。当社は、
このミッションを達成し、持続的な企業価値の向上を図るうえで、実効
性の高いコーポレートガバナンス体制の構築と運用を重要な経営課

　当社は業務執行に対し、取締役会による監督と監査役による適法
性・妥当性監査の二重チェック機能を持つ監査役会設置会社の形態
を選択しています。
　現状のコーポレート・ガバナンス体制として、監査役会を構成する社
外監査役の全員を独立役員で構成するとともに、取締役の中にも独立
役員である社外取締役3名を置いています。この体制のもと、社外監査
役は業務執行取締役の業務執行を監査し、社外取締役は取締役会に

基本的な考え方

当社のガバナンス体制における機能と役割

1

コーポレート・ガバナンス強化に向けた取り組みの変遷

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

2

コーポレート・ガバナンス体制3

コーポレート・ガバナンス体制図（2026年6月1日現在）4

5

題と捉えています。経営の透明性と健全性を確保し、迅速かつ的確な
意思決定、そして積極的な情報開示を通じて、株主をはじめとするあ
らゆるステークホルダーの期待に応えていきます。

詳細は、当社Webサイトをご参照ください。
https://mediado.jp/sustainability/governance/

•改訂CGコードに
合わせてガバナン
ス基本方針等　
各種方針策定・
改正

•初の女性取締役
就任

•指名報酬諮問委
員会設置 

•東証プライム　
市場移行

•サステナビリティ
推進委員会設置

•当社初の社内昇
格による女性取
締役の就任

•マテリアリティの
特定

•代表取締役2名
体制へ移行

•女性取締役比率
42.9%

•マテリアリティの
推進

•業績連動型有償
ストックオプショ
ン導入

•マテリアリティ再
整理と推進

•スキルマトリック
ス整理

•執行役員会の機
能強化

•中長期的な経営
戦略に関する議
論の深化

•グループ全体のリ
スク管理体制の
強化

•執行役員制度　
導入

•統合報告書発刊
• ESG重点テーマ
策定

グループガバナンス
の強化 危機管理体制強化

＜

 

取
締
役 ＞

＜

 

監
査
役 ＞

内部監査部門

*1 常勤監査役のみ出席　*2 任意出席

会計監査人

①
取締役会 18回

17回

週1回

4回

̶

̶

4回
（四半期に1回）

監査役会は、取締役の職務執行の適法性・妥当性を監査する機関です。監査役4名（常勤監査役2名、非常勤監査役2名）で構成さ
れ、議長は社外常勤監査役が務めます。監査役は取締役会に出席し、社内の実態把握に努めるとともに、取締役の意見聴取や資料
閲覧等を通じて業務監査および会計監査を実施しています。また、常勤監査役は取締役会以外の重要な会議にも出席し、取締役の
業務執行状況を十分に監査できる体制を構築しています。監査役会は毎月1回以上開催され、監査計画の策定や監査結果の検討
を行うとともに、内部監査室及び会計監査人と相互に情報共有を図り、連携して効率的かつ効果的な監査を遂行しています。

②
監査役会

常勤役員会は、主に事業運営に関わる事項について協議する機関です。常勤取締役3名及び常勤監査役2名により構成され、
毎週1回開催しています。職務権限規程に定める事項のほか、取締役会決議事項を除く経営上の業務執行の基本事項を検
討・決定することで、業務執行の効率化を図っています。

③
常勤役員会

内部監査室は、取締役会の直轄機関として、内部監査計画に基づき、当社の事業活動の監査を実施するとともに、取締役・従
業員の法令遵守状況を監視し、その結果を取締役会及び監査役会へ直接報告します。監査における改善指示等は取締役会
から各部門・各グループ会社へ直接交付され、適切な改善がなされる体制としています。

④
内部監査室

サステナビリティ推進委員会は持続可能な成長機会の最大化とリスク対応を推進するために設置しています。代表取締役社
長 CEOを委員長とし、委員長が指名する常勤取締役を委員とするほか、執行役員等をメンバーとして構成されます。委員会開
催ごとに適切な時期に取締役会へ報告し、監督・指示を受ける体制としています。

⑤
サステナビリティ
推進委員会

指名報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じて、経営の独立性・客観性を高めることを目的とした任意の委員会です。取締
役会の決議により選定された代表取締役を含む3名以上の取締役で構成され、委員の過半数は独立社外取締役とし、委員長
も独立社外取締役である委員の中から選定されます。主に、取締役候補者の指名、取締役及び執行役員の選解任、取締役及
び執行役員の報酬に関する方針及び手続き、最高経営責任者等の後継者育成計画に関する事項について検討・審議し、その
結果を取締役会に対して答申します。

⑥
指名報酬
諮問委員会

当社は、公正かつ適正な経営体制を維持するため、外部の専門家と連携しています。重要な法務課題については顧問弁護士
に、重要な会計課題については会計監査人に相談し、的確な対応を検討・実施しています。現在、森・濱田松本法律事務所及び
OMM法律事務所と顧問契約を結んでおり、法律上の問題について適宜助言提言を得ています。また、金融商品取引法第193
条の2第1項に基づく財務計算に関する書類の監査契約を監査法人アヴァンティアと結んでおり、重要な会計課題についても
適宜アドバイスを受ける等、法令遵守に万全を期しています。

⑦
会計監査人等取締役会における任意の諮問機関

執行役員制度の採用

社外監査役の監査役会出席率

社外監査役の取締役会出席率

監査役が出席する主な重要会議

監査役の人数
（うち、社外監査役の人数）

監査役の任期

取締役へのインセンティブ付与
に関する施策の実施状況

社外取締役の取締役会出席率

取締役の人数
（うち、社外取締役の人数）

取締役会議長

取締役任期

組織形態 

取締役会直下の内部監査室

監査法人アヴァンティア

指名報酬諮問委員会

有

100%（2025年度）

100%（2025年度）

4名（3名）

4年

譲渡制限付株式報酬制度の
導入ほか

98.1%（2025年度）

6名（3名）

代表取締役社長 CEO

1年

監査役会設置会社

取締役会、監査役会、常勤役員
会*1、サステナビリティ推進委員
会*2ほか

2026年2月期の
開催回数／頻度概要名称

おける議決権の行使及び妥当性の監督を通じて業務執行取締役に対
しコントロールを及ぼすことで、一般株主の利益保護に努めています。
　また、経営の透明性や公正性の向上を図るとともに、取締役会によ
る監督機能の強化と執行のスピードアップを推し進めるため、任意の
委員会である指名報酬諮問委員会を設置しています。さらに、全社統
合リスクマネジメントの浸透とサステナビリティ経営の深化を図るた
め、サステナビリティ推進委員会も設置しています。



役割認識と重点的に検証すべき事項
　私の役割は、当社の持続的な成長と中長期
的な企業価値向上に資するよりよい経営判断
が行われるよう、独立した立場から経営とその
プロセスを監督し、取締役会での議論に貢献
することと認識しています。取締役会では弁護
士としての専門性を背景に、法務・コンプライ
アンスの観点はもちろん、株主の皆様の視点も
重視しながら、事業の方向性やリスクへの対
応において疑問点を確認するほか、資本コスト
や投資効率を意識した企業価値向上の観点
から検討し、意見を述べています。

　特にSC事業については、地域社会の課題や
可能性に向き合うとともに、生み出す価値を最
大化することが求められます。社会課題に向き
合う熱意と事業の推進力は当社の強みであ
り、次世代にも受け継がれていくべき企業精神
であると感じています。他方で、事業が創出す
る社会的価値のみならず、資本コストを踏まえ
た収益化の見通し等については、継続的に取
組むべき課題であり、今後もその意思決定プ
ロセスを検証していく必要があります。

高いレベルのグループガバナンスを
　当期の取締役会においては、Seven Seasの
持分取得に関する議論が印象的でした。当社

は国内で電子書籍流通事業の強固な
基盤を有していますが、日本のコンテ
ンツを世界へ届けるビジョンを体現す
る本件は、買収規模としても当社に
とって重要な経営判断でした。取締役
会で継続的な報告があり、社外取締
役の立場から当社がSeven Seasを買収する
ことの社会的意義やシナジー、持続的に成長
させるためのPMI体制等について質問をし、活
発かつ建設的な議論が行われました。

　本件は海外事業の更なる成長機会をもたら
す一方で、グループとしてより高いレベルのガ
バナンスが求められる契機でもあります。海外
子会社を含むガバナンスと内部統制の実効性
が確保されているかを継続的に監督し、企業
価値の向上につながる経営基盤の構築を後
押ししていきたいと考えています。

組織体制の強化に向けて
　事業領域が拡大する中、重要な役割を担う
ことのできる人材をどのように確保・育成して
いくかは、当社の課題の一つであると感じてい
ます。当期は、人事制度の変更や執行役員会の
設置などが進められ、組織体制の強化に向け
た良い変化があったと受け止めています。社外
取締役も執行役員と面談する機会をいただき、
当社の経営への思いや問題意識について率直
に意見交換をすることができました。創業者で
ある藤田社長のサクセッションという意味で
も、執行役員会が適切に機能し、取締役会と良
い連携が生まれていくことを期待しています。

役割認識と当社への認識
　私が社外取締役として果たすべき役割は、取
締役会の一員として社外の独立した目線で多
角的な視点を加え経営の挑戦を支えるととも
に、社内や業界の常識、短期的な成果尺度にと
らわれず、当社が将来、社会にどのような価値
を残す企業でありたいのか、本質的な存在意
義を問い続けることだと考えています。取締役
会では、個々の施策が当社の創造性を高め、よ
り多くのコンテンツや才能が生まれる環境をつ
くり、業界全体の進化に資する選択となってい
るかという視点を大切にしてきました。

　当社は長年、電子書籍流通を支える存在と
して、実直かつ堅実に事業運営を積み重ね、出
版社や書店をはじめとする業界関係者と厚い
信頼を築き上げてきました。当期の取締役会
では、この基盤を生かし、M&Aを含む世界展
開へ力強く踏み出すことや、技術活用を通じて
出版・コンテンツ業界全体の国際化と進化を
牽引する方向性の議論を重ねました。

持続的成長の源となる独自の価値
　地域創生に事業として取り組む「SC事業」
を含めて、成長投資を進めていくうえでは、資
本コストやPBRも意識し、成長性のみならず
リスクや財務的なリターン、そして継続・縮
小・撤退の基準を検証するとともに、資本配
分の考え方を対外的に示していくことが重要
と考えています。さらに、地域や文化と関わる
ビジネスを展開する中での当社全体のブラン
ド価値、社員の誇りや採用力、新たな事業機
会への波及も独自の価値として位置付けてい
くべきです。

未来の人々にとっての「よき祖先」に
　企業として持続的に成長していくためには、
組織の自律性が不可欠です。今後は、目的・情
報・権限・責任を明確に共有し、事業成長に向
けた戦略を日々の事業判断や社員一人ひとり
の判断と行動へさらに結びつけていくことので
きる組織へ移行するために、時代の変化を先
取りした組織構造の変革を高い優先順位で進
めていくことが重要です。部門の壁を越えた共
創、現場への権限移譲、事業や全社的な課題
に向き合う機会提供を通じた次世代経営人材
へのサクセッションを大胆に進めていく必要も
あると考えています。

　収益性と投資規律を大切にしながら、組織
の自律的な活性化を促し、当社グループの多
様な人材が有する主体性と創造性がより発揮
される経営を実現していくことが、将来のため
に求められています。これまでに培ってきた厚
い信頼を世界へ広げ、より多くのコンテンツが
生み出され、人と文化の豊かな循環が未来へ
手渡されるよう支える。そのような形で、未来
の人々にとっての「よき祖先」となる企業へ成
長していくことを願うとともに、取締役会として
もその実践を後押ししてまいります。

役割認識と当期の印象
　私は社外取締役として事業運営、成長戦略
が適切に推進されているかという視点や、推進
におけるリスク等が経営層でしっかりと議論さ
れているかという点を意識しています。取締役
会の議論が執行に反映され、中長期的な事業
の成功と企業成長に寄与できれば幸いです。

　
当期は設立30周年を迎えるにあたり、次世代
のメディアドゥを強く意識した年でした。事業
の成長戦略とともに、当社が将来に繋いでいき
たい思いも活発に議論がなされました。創業
者から次世代へのサクセッションは、事業経営
を引き継ぐだけではない精神面、感情面の難
しさがあります。次の30年に向き合う動きが本
格的に始動した印象を持っています。

次世代を見据えた議論の深化を
　非常に重要で難しいことの一つに「次を担
う人たちがどれだけ主体的に考え、組織を変
えていけるか」があります。創業者へのリスペ
クトが強い従業員ほど、全てを受け入れる姿
勢になりがちです。大切に引き継ぐもの、変え
るべきもの。いずれも思うことは臆することな
くぶつけ、議論を深めることが必要です。「次
を担う」とは、今までを理解し、同じことを続け
ることでは決してありません。次世代リーダー
候補の人材だけでなく、従業員一人ひとりが
「当社はこれからどうなっていきたいのか」を
自分ごとに考え、経営に対し「もの言う従業
員」となり、積極的に未来を作り出してほしい
と考えます。

海外事業の成功に資する
モニタリングの深化への期待
　従来の海外事業は海外のリソースを国内
事業に活用している印象が強く、海外市場へ
進出する側面は発展途上と感じてきました。
翻って2026年3月のSeven Seasの持分取得
は、成長戦略の中核となる海外事業に大きく
踏み出し、海外で当社グループが日本の本の
出版・流通の要諦となるべく事業開発をする
ものです。

　当然ながら、この事業経営、運営には当社の
戦略に強くコミットした人材の登用が期待さ
れます。加えて、日本と米国の間で地理的、時
間的な距離感を超えた一体的な戦略展開、経
営が求められます。これを実現する体制、人
材、モニタリングが迅速に、継続的かつ効果的
に行われることは必須で、当社の経営・執行双
方が強い意志と覚悟で推進し成功させること
が極めて重要です。

　モニタリングにおいては結果に加え、具体的
な活動状況の報告を求めていきます。売上や
利益等の数値は重要ですが、事業計画通りだ
という報告だけでは不十分です。今後の基礎
を構築するため、誰が、何を、どのように進めて
いるか、事業運営のプロセス自体を高い解像
度で理解できて初めて、適切なモニタリングが
行えると言えます。次の30年への思いや指針
が全社に浸透し、一体感を持って事業に取り
組み、力強く進むことを期待します。

当社は2026年6月1日現在、取締役の半数を占める
3名の独立社外取締役を選任しており、
高度な監督機能と透明性を備えた経営体制のもと、
健全な経営の基盤であるコーポレート・ガバナンスの実効性向上に努めています。
各社外取締役に対し、取締役会における自身の役割に対する認識とともに、
当期の取締役会における議論に対する受け止めと、
今後の中長期的な当社の経営に対する期待を聞きました。

社外取締役
指名報酬諮問委員会 委員長
金丸 絢子

社外取締役
指名報酬諮問委員会 委員
宮城 治男

社外取締役
指名報酬諮問委員会 委員
杢野 純子
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基本的な考え方

　当社では、取締役会の機能向上を目指し、毎年その実効性について自己評価・分析を実施しています。今後も本評価の結果を踏まえ、抽出された課
題への対応を真摯に進めることで、さらなる実効性の向上に努めてまいります。

2025年3月の実効性評価で抽出された課題に対し、2026年2月期は
「ガバナンスの効率化（守り）」と「中長期の戦略的議論の拡充（攻め）」
の両面から、右記の5テーマを重点的に推進しました。

当社は、2025年2月に東証グロース市場へ上場した株式会社フラ
イヤー（本の要約プラットフォーム・法人向けSaaS事業を展開）を
連結子会社として有しています。
同社の上場は、信用力向上、優秀な人材確保、財務体質の強化を
通じて自律的な成長を加速させ、同社及びグループ全体の企業価
値向上を目的とするものです。
当社は、上場子会社が中長期的に企業価値を向上させ、少数株主
や当社を含む全ての株主の共同利益を最大化させることが重要で

1

取締役会の実効性確保に向けた取り組み2

昨年度取り組みの振り返り3

上場子会社のガバナンス体制の実効性確保に関する方針

◆意思決定の効率化と監督機能の強化
取締役会とは別に、常勤取締役と常勤監査役で構成される「常勤役員
会」を原則毎週開催し、経営上の業務執行の基本事項について検討・
決定しています。これにより、取締役会の運営効率を高め、取締役会で
はより高次の重要事項の審議と監督に注力できる体制を構築してい
ます。

◆円滑な運営体制の確立
法務部及び経営企画部の従業員からなる取締役会事務局が、年間の
開催スケジュールを事前に計画し、毎月、取締役会開催日の1週間前
には当日の議題を事前に送付しています。この体制により、円滑な会議
運営と他部門との連携を推進しています。

◆質の高い審議・議論の促進
取締役会で活発かつ十分な審議・議論が行われるよう、原則として開
催日の2営業日前までに資料を参加対象者に送付し、事前質問を受け
付けています。これにより、参加者が事前に内容を深く理解し、建設的
な議論に臨めるよう努めています。

◆実効性評価と継続的な改善
取締役会自体の実効性については、毎年、全ての取締役及び監査役に
対して、外部機関によるアンケート調査を実施し、自己評価・分析を
行っています。取締役会事務局がアンケート結果から課題を抽出し、
その取り組み方針を取締役会へ報告しています。アンケート項目は毎
年見直しを行い、評価結果の概要を有価証券報告書で毎年開示する
ことにより、取締役会機能の継続的な向上と透明性の確保を図ってい
ます。

1. 取締役会アジェンダの最適化と審議の深化
2. 投資規律に基づく事業ポートフォリオ見直しの推進
3. グループガバナンスと内部統制の強化
4. 次世代経営体制の構築（広義のサクセッション）
5. 市場・社員とのエンゲージメントの質向上

1

取締役会が迅速かつ適切な意思決定を果たし、監督機能の実効性を高めるため、以下の取り組みを行っています。

あると認識しており、この観点から、上場子会社の各議案について
議決権を行使しています。
また、出資先管理等を目的として「関係会社管理規程」を定め、子
会社・関連会社における重要な意思決定等に関しては当社への事
前承認または報告を求めていますが、上場子会社については独立
性に影響を与えるような事前承認は求めておらず、当社が各社の
意思決定を不当に拘束することがないよう配慮しています。

評価が高かった項目
• 各役員が自身の専門性を生かし、活発で建設的な議論が行われている点
• 適切な議案選定がなされ、取締役会が果たすべき基盤が十分に機能している点

さらなる機能向上のための課題
• 中長期的な経営戦略に関する議論のさらなる深化
• グループ全体におけるリスク管理体制の強化
• 成長戦略を支える次期経営体制の検討（サクセッション）

課題解決に向け、2027年2月期は以下の取り組みを中心に、
上期より具体的な施策や議論を本格化させています。
• 年間アジェンダの作成の策定、それに基づく取締役会運営を開始
• 中長期の経営戦略に関する議論の深化（上期より継続的な議論を審議中）
• Seven SeasのPMI推進をはじめとしたグループガバナンス体制高度化の実行
• 指名報酬を含む広義のサクセッションに向けた中核人材の登用・育成に関する議論の本格化

• 取締役会の構成／運営状況／役割と機能・議論について、任意の委員会（指名報酬諮問委員
会）との連携、株主・投資家との対話等

主な設問：

方法：
外部機関への直接回答による無記名オンラインアンケート

対象：
全ての取締役及び監査役（10名）

実施時期：
2026年3月にアンケート調査を実施、同年5月の取締役会にて分析結果の報告及び議論を実施

2026年2月期の実効性評価4



サクセッションプラン（後継者計画）4

6

出席状況に関する対象期間：2026年2月期（2025年6月1日～2026年5月29日）

地位及び氏名 開催回数 出席回数

2026年2月期における役員区分別報酬等

　指名報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じて、役員の指名・報酬等に関する意思決定の透明性・客観性を高めることを目的とした任意の委員
会です。主に、取締役候補者の指名、取締役及び執行役員の選解任、取締役及び執行役員の報酬に関する方針と手続き、最高経営責任者等の後継
者育成計画に関する事項について検討・審議し、その結果を取締役会に対して答申します。

　当社は、代表取締役社長CEOの藤田が学生時代に創業して以来、
一貫して社長を務めてきたことから、“100年続く組織”を目指すうえ
でサクセッションプラン（後継者計画）は非常に重要な課題であると
認識しています。今後も、指名報酬諮問委員会の中で継続的に議論
を重ねるとともに、経営幹部または外部人材を候補者とし、実績に
加え、高いリーダーシップ／経営理念の実現に向けた情熱／社内外

取締役会からの諮問に基づき、以下の事項について審
議・答申を行いました。

● 取締役/執行役員の「指名」に関する事項
• 取締役候補者の選任、代表取締役及び役付取締役
の選定

• 業務執行取締役の管掌、執行役員の選任
• スキルマトリックスの定義及び選定理由の拡充
• サクセッションプランの見直し検討

● 取締役・執行役員の「報酬」に関する事項
• 個人別の報酬等の内容、及びその決定方針
• 役員報酬制度（執行役員含む）の現状確認と見直し
検討

3

からの信頼／革新性の追求／人格や人望を考慮し、高い経営判断能
力を有すると判断される者を候補者とすべく、経営合宿や役員トレー
ニングについても計画的に取り組む方針です。

→p.17  「執行役員会」座談会
→p.61 人的資本戦略

174
（14）

128
（14）

3
（－）

43
（－）

21
（14）

21
（14）

－
（－）

－
（－）

196
（29）

149
（29）

3
（－）

43
（－）

7
（3）

4
（3）

11
（6）

基本的な方針1

　取締役会の決議により選定された代表取締役を含む3名以上の取締役で構成され、委員の過半数は独立社外取締役とし、委員長も独立社外取締
役である委員の中から選定されます。

構成員2

当期の指名報酬諮問委員会においては、取締役会からの諮問に基づき、役員選任及び報酬議案について審議し、提言を行いまし
た。従前の代表取締役2名体制からの変更に際しては、委員である社外取締役が社内の各取締役と個別に面談し、当期の振り返
りや次世代の経営体制を見据えたサクセッション及び経営基盤の強化について意見交換を行いました。今後も、安定した経営体
制という当社の強みを生かしつつ、サクセッションや事業領域の拡大を見据え、執行役員会との連携を強化しながら、次世代を
担う経営人材の育成や、事業成長に応じた社内役員層の充実も視野に入れつつ、持続的な成長を支える経営体制の構築を進め
ることが重要と考えています。指名報酬諮問委員会としても、適切な役員体制・報酬体系の構築に向けて、丁寧かつ実効性のある
審議・提言に努めていきたいと考えております。

当社は、取締役の報酬を決定するにあたり、下記を基本方針としてい
ます。
• 企業価値の持続的な向上を強く動機づける報酬設計とすること
• 株主をはじめとするステークホルダーに対する説明責任の観点か
ら、客観性・透明性のある手続きを踏まえ設計すること

• 各取締役の役割及び職責を踏まえた報酬水準とすること

取締役及び監査役の報酬5

*社外取締役の報酬等は、その監督機能及び独立性の観点から、金銭による固定報酬のみとしています。

概ね70％ 概ね20％ 概ね10％

　この基本方針を踏まえたうえで、報酬決定にあたり透明性をさらに
高めるべく2021年から指名報酬諮問委員会を設置し、そこでの議論
を経て、資本効率向上へのインセンティブ及び株主との価値共有を促
進するため、取締役及び業務執行取締役の報酬は金銭及び株式（譲
渡制限付株式報酬）により構成し、2023年2月期からは業績連動報酬
を導入しました。

個別の配分については、役割及び職
責に応じて（業務執行取締役の固定
報酬については従業員給与の水準
等も考慮する）決定する。業務執行
取締役の固定報酬は、これに加え
て、前事業年度の個人業績及び当該
事業年度に設定した個人別の業務
目標（コミット）に対する評価を総合
的に勘案して決定する。

持続的成長及び中長期的な企業価
値の向上の観点から設定した、ESG
に関する項目を含む定性項目に対
する個人別の貢献度合いを総合的
に勘案して決定する。

算定基礎となる指標は、収益性及び
成長性を重視すべく連結営業利益
及び連結売上高とする。
また、個別の配分については、当該
事業年度における当該指標の目標
値に対する個人別の貢献期待度合
いを勘案して決定する。当該指標に
係る実績が目標値に達しない場合
は、減額調整することがある。
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*2027年2月期（2026年6月～）の委員構成



主な事業等のリスクと影響の範囲3

戦
略
遂
行
リ
ス
ク

オ
ペレ
ー
シ
ョ
ナ
ル
リ
ス
ク

リスク 影響の範囲 影響度 対応策

　当社グループでは、リスク発生の抑制及び会社損失の最小化を図ることを目的として「リスク管理規程」を制定しています。それに基づき、持続的成
長や事業活動の遂行に影響を与える可能性のあるリスクの抽出、評価（アセスメント）及び対策について、サステナビリティ推進委員会（原則、四半期
に1回開催）が主体となって検討するとともに、各リスクに対するリスクオーナーを指名、明確化することで対応の実効性の担保に努めています。また
リスクアセスメント結果については、取締役会に報告することとし、取締役会は、経営目線でのリスク間の相対的な関連性を検討・考慮した上で、対処
すべきリスクの優先順位を決定し、対策実施の指示をすることとしています。
　なお、リスクの抽出においては、リスクを戦略遂行リスクとオペレーショナルリスクに分類しており、それぞれを以下の通り定義しています。

　重要と判断したリスクについては、当社グループの各事業、コーポレート部門、マネジ
メント等の各レイヤーが当該リスクの内容に応じた対応・対策を検討・協議し、サステナ
ビリティ推進委員会がその進捗をモニタリングするほか、特に緊急性の高いと思われる
リスク項目については経営危機管理マニュアル、危機管理広報マニュアルを制定したう
えで対処フローを明確化する等、常にリスクに備えるとともに、継続的な改善を図るよう
努めています。
　監査役は取締役会への参加、重要書類の閲覧・確認、会計監査人との連携等を通じ
て、対処すべき優先順位の高いリスクについて有効な対策が実施されているかをモニ
ターしています。加えて、コンプライアンスに関連する方針や規程を制定し、当社グルー
プの役職員が遵守すべき法令、ルールを定め、内部監査等により遵守状況の確認を行っ
ています。

　基本的な方針に従い抽出したリスクの中でも特に優先度の高いリ
スク項目については、その性質や影響度を考慮し、重要な経営課題
（マテリアリティ）に包含、あるいは「モニタリングテーマ」に設定し、そ
の取り組みを継続的にモニタリングしています。
　当社のミッションである「著作物の健全なる創造サイクルの実現」、
これから先100年続く組織を目指して、全社リスクの適切な把握と対
策強化、そして機会とリスクの両面から当社にとって重要な経営課題
（マテリアリティ）への取り組みに引き続き真摯に向き合います。

基本的な方針1

リスクマネジメントとマテリアリティの位置付け2

リスクマネジメントサイクル

戦略遂行リスク
戦略遂行を支えるオペレーション上の事象・障害の発生可能性
及び損失可能性であり、事業遂行上、一定以下に抑制すべきリ
スク

経営方針の策定及び事業戦略の遂行にあたり、企図する成果や
効果が予定通り獲得できない可能性の程度及びその発生可能性
であり、持続的成長を実現するにあたり、影響の範囲・程度を認識
しつつ、対応策も含め検討するリスク

オペレーショナルリスク

PLAN DO

サステナビリティ推進委員会

CHECKACTION

重要リスクの抽出／
分析（年1回）

重要リスク
への対応

実行状況の
モニタリング／
ヒアリング

来期の改善方針・
重要リスクの特定

競争環境の変化等に
よって、大きな業績影響
（数億円～10億円超規
模）が生じる可能性

引き続き電子書籍市場の拡大に注力するとともに、流通カロリーの低減に向けた顧客密着
型対応に資するBIツール開発及び人員体制強化に加え、出版社や電子書店とのシステム
連携及びセキュリティ基盤の強化等、業界のインフラとしての役割の強化に向けて、コンテ
ンツラインナップの充実や当社グループが提供する配信システムの強化、ユーザーニーズに
適合したサービス・ソリューションの開発・提供や先進技術への対応等により、出版市場全
体とユーザーのすそ野拡大への寄与だけでなく、競合他社との差別化を図ります。

事業活動等に支障が生
じることで、大きな業績
影響（数億円～10億円
超規模）が生じる可能性

当社グループは、出版コンテンツにおける社会インフラの役割を担う立場として、著作者、
出版社、ユーザー（読者）が安心・信頼して利用できる仕組みの持続可能な提供を目指して
おり、システムや業務の冗長化に向けた対策の実施及び対策組織の体制構築に取り組ん
でいます。また、リスク管理規程に紐づく経営危機管理マニュアルや危機管理広報マニュア
ル等、有事対応のマニュアル化や具体的な災害事象を想定したBCP策定について継続的
に協議・検討を進めている等、不慮・不測の事態に備えた取り組みを進めています。

海賊版サイト等の利用
者が増加し、被害が拡大
することで、中～大程度
の業績影響（数億円～
10億円規模）が生じる可
能性

足元では、海外に拠点を置く海賊版サイトへのアクセス数は2025年12月以降にピーク
時の6分の1程度の規模に減少し、2026年2月期時点で当社グループの収益に甚大な悪
影響は見られないものの、引き続き出版業界や政府とも連携しながら、運営者の特定や
検索結果への非表示措置、サイトの閉鎖といった対応を進めています。 

取引条件の変更等が生
じることで、小～大程度
の業績影響（数千万円
～10億円規模）が生じる
可能性

取引先との条件交渉の頻度は高くないものの、定期的な見直しを取引先、当社の双方に
て実施しています。引き続き、電子書籍市場拡大に向けた協力体制の維持と拡大を図る
一方、電子書籍取次ビジネスに加えて、第二の収益軸の構築に取り組みます。

当社の一部事業におけ
る停止や、当社への信
頼・評判が毀損すること
により、中～大程度の業
績影響（数億円～10億
円規模）が生じる可能性

当社では、IT統括本部にて整備した情報セキュリティ規程及び関連細則を運用するととも
に、情報セキュリティハンドブックの作成・配布、情報セキュリティ関連の社員教育をe-ラー
ニングで配信し、情報セキュリティにおける人的リスクを低減しています。また、情報セキュリ
ティリスクアセスメント、脆弱性診断、ペネトレーションテストの実施により可視化した課題
の改善計画を立て、最新攻撃手法の情報収集と分析・対策、不正アクセス等を未然に防止
する対策強化に資するシステム等の導入、異常検知の範囲拡大と迅速化等を実施すること
で、外的脅威等を防ぐセキュリティ強化に努めています。引き続き、営業活動やシステム開
発、バックオフィス業務等を含む全社横断の情報セキュリティ対策に取り組みます。

事業推進遅延等の影響
が生じることで、中～大
程度の業績影響（数億
円～10億円規模）が生
じる可能性

当社グループは、資本コストや資本収益性を常に意識しながら規律ある投資行動と効
率的な事業運営に努めることで、創出する事業価値の最大化に取り組んでいます。また、
これら投資の実行と併せて、経営・事業の多角化を図りながら最適な事業ポートフォリ
オの構築に向けた事業や投資先の評価基準としてROIC基準を８％に定め、モニタリン
グ体制等のプロセス全体の改善に取り組みます。

事業推進遅延等の影響
が生じることで、中程度
の業績影響（数億円規
模）が生じる可能性

事業推進やシステム開発等において、現時点で大幅な人員不足やプロジェクトの遅延等
の影響は出ていませんが、一層の事業成長を図る中で、エンジニアを中心に人材獲得需
要はすでに高まっています。人材が長期に働き活躍できる職場環境・健康環境・D&I環
境の整備のほか、社員一人ひとりが当社グループの価値創造において自身の果たすべき
役割を意識しながら挑戦し、組織に貢献する範囲を拡大することができるよう、年次に
かかわらず適切な処遇を実施するために2025年2月期より人事制度を刷新し、継続的
に見直しと改善を図ることで、人材確保と定着率の向上に取り組んでいます。

当社への信頼・評判が毀
損することにより、中程
度の業績影響（数億円
規模）が生じる可能性

現時点でコーポレート・ガバナンス上の問題は生じていませんが、将来の事態発生を抑
止すべく、内部管理、内部統制体制の充実を図る必要があるものと認識し、社員のコン
プライアンス意識醸成を目的とした計画的なe-ラーニングをグループ会社を含めて導入
しているほか、当社の定めるコンプライアンス行動指針（16項目）、その他規程類の見直
しと再整備等を行うことで、サステナビリティ推進委員会における全社リスクマネジメン
ト活動と併せて実効性の強化に努めています。

事業推進遅延等の影響
が生じることで、中程度
の業績影響（数億円規
模）が生じる可能性

特定人物への依存によって現在生じている影響はありませんが、取締役会及びその諮
問機関である指名報酬諮問委員会において、将来あるべき経営体制及び後継者計画の
検討と策定に向けた協議を進めており、持続可能な企業運営及びボードガバナンスの
確立に取り組みます。

特定人物への
依存

内部管理体制

人材の獲得

投資や減損に
関するリスク

システム・情報
セキュリティ
リスク

特定業界・
取引先からの
仕入依存

海賊版サイト等
の影響

外的要因
（自然災害等）
による事業への
影響

電子書籍
業界の成長性

経営方針及び
成長戦略、業績

成長戦略・
事業活動、
需要及び供給、
収益確保

成長戦略・
事業活動、
需要及び供給、
収益確保

事業活動、
業績・財政状態

業績・財政状態、
ブランド価値

財政状態、
事業・経営成績・
キャッシュ・フロー
の状況、株価

成長戦略・
事業活動、
業績・財政状態

業績・財政状態、
ブランド価値

成長戦略・
事業活動、
業績・財政状態、
ブランド価値

リスクマネジメント

著作物の健全なる創造サイクルの実現
100年続く組織

リスクの
抽出・厳選

• マテリアリティに包含
• モニタリングテーマに設定

継続的な
モニタリング

テ
ー
マ
化

目指す姿

01
メ
ディ
ア
ド
ゥ
の
存
在
意
義

02
メ
ディ
ア
ド
ゥ
の
価
値
創
造

03
価
値
創
造
の
戦
略

04
基
盤
と
な
る
ガ
バナ
ン
ス

05
デ
ー
タ
／
企
業
情
報



01
メ
ディ
ア
ド
ゥ
の
存
在
意
義

02
メ
ディ
ア
ド
ゥ
の
価
値
創
造

03
価
値
創
造
の
戦
略

04
基
盤
と
な
る
ガ
バナ
ン
ス

05
デ
ー
タ
／
企
業
情
報

内部通報制度　ガバナンス体制図

　メディアドゥグループ *1は、社会的責任を果たしつつ持続的な発展を遂げ、全
ての役員及び従業員等 *2がコンプライアンスを常に意識して行動し、あらゆるス
テークホルダーや社会から信頼される企業を目指します。
　本基本方針の制定・改廃は、取締役会の決議によるものとします。
*1：以下、「当社グループ」という。
*2：正社員、有期契約社員、派遣社員、業務委託者等、当社グループの業務に関わる一切の者を含む。以下、「役
職員」という。

1. 基本的な考え方
　当社グループは、ステークホルダーや社会の信頼に応えることをコンプライアンスと
定義し、事業活動のあらゆる場面で、次の事項に取り組みます。
1. 事業活動に関連する法令、社内規程・マニュアル、社会規範の遵守
2. 感謝と敬意を持った適正な業務遂行
3. コンプライアンス違反判明時における迅速な是正措置及び再発防止措置の実行
4. コンプライアンス違反発見者に対する不利益措置の禁止

2. コンプライアンス体制
　当社グループは、コンプライアンス体制の構築のため、次の事項に取り組みます。

　当社は、「内部通報規程」に基づき、役職員等からの組織的また
は個人的な法令・規程違反行為等に関する相談または通報の適
正な対処の仕組みを整備し、不正や違反行為等の早期発見と是
正に取り組みます。

　内部通報制度の運営にあたっては、通報にかかる受付窓口を
社内及び独立した外部に設置し、役職員等の通報の匿名性を担
保するとともに、通報による不利益を被らないよう通報者を保護
します。受け付けた通報については迅速かつ適切に調査、是正措
置を実施します。内部通報に係る調査結果及び対応状況につい
ては、常勤役員会において定期的に報告を受け、運用状況を監督
するとともに、取締役会に定期的に運用状況を報告します。

　当社グループは、「コンプライアンス基本方針」記載の内容を実現するため、役
職員の行動指針を次の通り定めます。

1. 法令、社内規程等の遵守
• 法令、社内規程等を遵守し、社会規範及び高い企業倫理に基づき、感謝と敬意を持っ
て適正に業務遂行します。

→腐敗行為防止基本方針はこちら
（https://mediado.jp/sustainability/governance/anticorruption/）

 
2. 基本的人権の尊重

• 事業活動のあらゆる場面において、基本的人権を尊重し、人種、国籍、性別、年齢、職
業、地域、信条、障害の有無等による差別やハラスメント行為は行いません。

→人権方針はこちら
（https://mediado.jp/sustainability/social/humanrightspolicy/） 

3. 安心・安全な職場環境の維持・推進
• 役職員がその能力を十分に発揮して業務を遂行することができるよう、安心で安全、
働きやすい職場環境を維持・推進します。

 
4. 公正で自由な競争

• 取引先や業務委託先、競合他社等との間で誠実な関係を構築、維持し、公正で自由な
競争を推進します。

 
5. 知的財産の保護

• 当社グループが保有する知的財産を保護します。
• 役職員は、第三者が保有する知的財産をいかなる場合も侵害しません。
→知的財産基本方針はこちら
（https://mediado.jp/sustainability/governance/ip/）

 
6. 環境への配慮

• 持続可能な社会づくりに貢献するため、当社グループの企業活動が環境に与える影
響を定期的に精査、改善することにより、環境保全活動を推進します。

 
7. 適切な納税と税金費用の最適化

• 法令等に基づき適切に納税を行うとともに、税金費用を最適化します。
→税務に関する基本方針はこちら
（https://mediado.jp/sustainability/governance/taxation/）

 
8. 適切な情報開示

• 株主、投資家等あらゆるステークホルダーが公正かつ公平に意思決定することがで
きるよう、適時かつ適切に情報の報告、開示を行います。

コンプライアンス基本方針1

コンプライアンス行動指針2

1. コンプライアンス責任者の任命及び必要な権限の付与
2. コンプライアンスに関する情報の一元管理及び経営陣への適切な報告体制の整備
3. コンプライアンスに関する報告・相談体制の整備

 
3. コンプライアンス推進活動
　当社グループは、コンプライアンス推進のため、「コンプライアンス行動指針」を定めると
ともに、次の事項に取り組みます。
1. コンプライアンスに関する社内規程の策定及び役職員への周知
2. コンプライアンスに関する定期的な研修の実施
3. コンプライアンス責任者による定期的な遵守状況等についての点検の実施

以上

2021年10月13日　制定
2025年3月1日　改定

代表取締役社長 CEO　藤田恭嗣

9. 情報セキュリティ環境の整備
• 個人に関する情報や機密情報等の情報資産について不正なアクセスや漏えい、改ざ
んを防止するために十分な情報セキュリティ環境を整備し、安全な情報システム環境
を維持します。  

 
10. 会社資産の保護・運用

• 役職員による当社グループの資産の私的利用を禁止します。
• 資産の取得・利用・管理・処分について社内規程を定め、適切にこれを運用します。

11. 各種情報の記録・保存
• 業務を通じて取得した情報は、関連する法規制や社内規程等に従って、適切に取り扱
います。

• 会計・財務を含む事業活動に関する記録を正確に行い、不正な記録や誤解を招くよ
うな記録は行いません。

• 必要な時に検索・閲覧することができる状態で、また適時に正確な開示ができる状態
で記録を保存します。  

 
12. 政治との適切な関わり

• 政治との適切な関係性を維持しながら公正な企業活動を行い、政治献金や各種政治
団体等への寄付等を行う際は、その目的と社会的意義を明らかにし、政治資金規正
法などの関係法令を遵守し、正規かつ透明性が確保される方法に則って行います。

 
13. 腐敗行為の防止

• 贈収賄、汚職、恐喝、横領その他腐敗行為は一切行いません。
 
14. 利益相反の禁止

• 役職員の利益と当社グループの利益とが相反する状況下においては、関連する法規
制や社内規程等に従い、当社グループの利益を確保することを優先して行動します。

 
15. インサイダー取引の禁止

• 役職員によるインサイダー取引を厳格に禁止します。
• インサイダー取引を防止するため、未公開の重要事実を厳重に管理します。

 
16. 反社会的勢力との関係排除等

• 反社会的勢力と断固としていかなる関係も持たないこと及び犯罪による収益の移転
等に当社グループの商品・サービス等が利用されないようにすることに努め、社会の
安全や健全な企業経営を実現します。

以上

内部通報制度3

2026年2月期の取締役会で議論・検討した主な項目4

テーマ 主に議論・検討した内容 議案件数 割合

資本コストを意識した資本政策（株主還元や資金調達）、グループ経営管理体制の強化、及び各四半期の決算内
容について報告・議論しました。

人事・組織

ガバナンス

投資・M&A

経営戦略

財務会計 20.3%24

中期経営計画の進捗管理、事業構造の最適化に向けた重点投資の妥当性、および既存・新規事業の成長戦略に
ついて報告・議論しました。 
特に注力した事業ポートフォリオ見直しについては、方向性の合意を含む計9回の議論を経て、対象となった個
別案件8件のうち7件を当期中に実施しました。なお、残る1件についても翌期初に実施完了しております。

15.3%18

次世代経営人材（サクセッション）の選任プロセス、実効性を高める役員報酬制度、及び人事制度の刷新につい
て報告・議論しました。 

取締役会実効性評価の結果と改善策、コーポレートガバナンス方針の改定、及び各委員会の構成・選解任につ
いて報告・議論しました。

戦略的投資案件やM&Aのスクリーニング、外部出資先のモニタリング、及び出資後のPMIについて報告・議論し
ました。大型買収案件であるSeven Seas社については、グループにおける成長機会やPMI体制、および潜在的な
リスク等について、計9回にわたり多角的な視点から議論を重ねたうえでの決議となりました。

15.3%18

14.4%17

12.7%15

コンプライアンス・
リスクマネジメント

内部統制システムの整備・運用状況の評価、グループ全体のリスクアセスメント（特定・評価）、及びコンプライア
ンス意識の浸透策について報告・議論しました。 12.7%15

サステナビリティ マテリアリティの進捗モニタリング、及びグループにおけるサステナビリティ推進体制の運用状況について報告・
議論しました。 5.9%7

IR
機関投資家や株主との対話内容のフィードバック、及び市場の評価を踏まえたIR基本方針のアップデートにつ
いて報告・議論しました。 3.4%4

内部通報件数（件）

1

2

2

2026年2月期

2024年2月期

2025年2月期
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木頭の冬。降り積もる雪と静寂が、集落を包み込む。厳しい寒さ
の中で、人々の温もりが心に染みわたる季節。

冬 ／ 厳寒の静寂
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*1 報告セグメント以外の事業セグメントにおける売上高が含まれています　*2 EBITDA=営業利益＋（減価償却費＋のれん償却額）　*3 メディアドゥグループにおける就業人員数を記載しています

（単位：百万円）
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円
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億円
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億円
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円

+6.5% 7.9% -0.8pt 9.9% +1.9pt 33.4% +0.3pt

36.6億円 -3.2% 0.14倍 -0.08pt119.9円 +33.0% 40円 +4円
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（年度）26/2期25/2期24/2期23/2期 26/2期25/2期24/2期23/2期

26/2期25/2期24/2期23/2期 26/2期25/2期24/2期23/2期

（年度）
0

50

100

150

200

（年度）

0

5

10

15

20

25

30

35

0

10

20

30

40

50

（年度）
0

10

20

30

40

50

150.5
157.9

5.0
163.0
174.3

93,837.9
91,503.1
2,222.1

27.5
6.8
4.4

64.8
132.0

335,190
63
1.4

345 [79]
172 [25]
173 [54]

50.1
97
75
22

22.7
2 [18.2]
1 [11.1]
7 [13.7]

14 [30.4]
64 [32]
35 [14]
29 [18]
9 [2.8]

2
7

31 [64]
4 [1.2]

34.1
34.6
33.6

46
39
7
0
8

100.0
174.2
14.2

0
96.8

100.0
194,293

0
0

881
0
0

70.0

173.4
157.8

4.2
169.2
153.6

82,665.7
81,516.4

919.2
27.4
5.5
2.7

63.6
130.9

386,285
322
1.2

341 [90]
171 [27]
170 [63]

49.9
106
75
31

29.3
13 [43.3]
4 [33.3]
6 [13.3]

25 [40.3]
48 [33]
25 [9]

23 [24]
9 [2.6]

3
6

31 [76]
7[2.4]

36.1
37.7
34.4

46
40
6
0

10
93.0

160.7
9.4

6
98.8

100.0
47,678

0
0

929
0
0

55.6

162.1
166.4

4.0
158.1
162.5

90,768.3
89,938.2

628.0
26.5
7.5
1.2

53.8
113.0

373,770
183
1.2

291 [83]
143 [21]
148 [62]

50.9
51
37
14

27.5
2 [50.0]
4 [36.4]
1 [5.3]

13 [41.9]
26 [18]
14 [4]

12 [14]
6 [2.1]

2
4

30 [71]
6[2.8]

36.0
37.1
34.7

40
37
3
1

12
100.0
178.1
14.1
1.6

98.6
100.0

34,430
0
0

988
0
0

58.1

148.2
158.3

4.0
144.1
154.3

97,895.6
97,253.3

450.0
24.2
7.8
2.4

51.1
106.8

340,831
179
1.2

273[91]
129[21]
144[70]

52.7
48
32
16

34.0
4 [50.0]
4 [40.0]
3 [15.8]

13 [46.4]
36 [25]
15 [4]
21[21]
6 [2.2]

2
4

31 [78]
7[2.6]

36.7
38.1
35.3

39
36
3
1

19
100.0
172.9
13.9

0
99.2

100.0
36,740

0
0

1024
0
0

63.8

総CO2（スコープ1+2）排出量（t-CO2）ロケーション基準
総CO2（スコープ1+2）排出量（t-CO2）マーケット基準
スコープ1（t-CO2）
スコープ2（t-CO2）ロケーション基準
スコープ2（t-CO2）マーケット基準
スコープ3（t-CO2eq）合計 *2

カテゴリ1　購入した製品・サービス
カテゴリ2　資本財
カテゴリ3　スコープ1,2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動
カテゴリ4　輸送、配送（上流）
カテゴリ5　事業から出る廃棄物
カテゴリ6　出張
カテゴリ7　雇用者の通勤
電力使用量（kWh）
水使用量（m3）
紙使用量（t）

環境 *1

社会

全体（人）
男性（人）
女性（人）
女性比率（%）
全体
男性
女性

従業員数及び女性比率 *3

[外数：嘱託社員及びアルバイト]

管理職数（人）*4

女性管理職の内訳（人［%］）*4 *5

平均年齢（歳）*5

エンジニアの人数（人）*5

育児勤務制度利用者数 *5

国内における新規採用数：男女の割合
[外数：嘱託社員及びアルバイト]（人）

グローバル社員在籍数 *5

女性管理職比率（%）*5

女性の新規管理職登用数及び比率（人［%］）*5 *6

取締役・監査役
執行役員・部長職
マネージャー
全体
男性
女性
全体（人［%］）
男性（人）
女性（人）

地方拠点の従業員数[外数：嘱託社員及びアルバイト]（人）*7

障害者雇用数（人［％］）*5 *8

全体
男性
女性
全体
男性
女性
男性（人）
女性（人）
復帰率（%）

月間総労働時間（一人当たり平均）（時間）*5

年間所定外労働時間（一人当たり平均）（時間）*5

労働災害発生度数率 *5 *9

ストレスチェック受検率（%）*5

定期健康診断受診率（%）*5

従業員1人当たりの研修平均金額（実績）（円）*5

セキュリティ侵害件数（件）
データの漏洩件数（件）
ABJマーク *10 付与数（サービス数）
法執行機関からのユーザー情報開示請求件数（件）
情報開示請求を受けたユーザー数（件）
社会貢献活動費（百万円）*11

集計対象範囲内：株式会社メディアドゥ及び株式会社メディアドゥテック徳島
*1 CO2の排出量の算定においては、地球温暖化対策の推進に関する法律の「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアルVer4.6」を参照　*2 カテゴリ8~15に該当する排出はありません。　*3 正社
員（執行役員含む）　*4 2025年2月期の期初において、新人事制度導入により管理職（M職）の約半数が専門職（S職）に転換　*5 株式会社メディアドゥ単体　*6 対象年度内で初めて管理職に
なった人数　*7 株式会社メディアドゥテック徳島、株式会社がんばろう徳島における従業員数　*8 正社員、嘱託社員、アルバイト　*9 労働災害による死傷者数÷延べ実労働時間×1,000,000　
*10 掲示した電子書店・電子書籍配信サービスが、著作権者からコンテンツ使用許諾を得た正規版配信サービスであることを示す登録商標　*11 寄付・協賛・出資を含む

148.2 t-CO2

42.9%

34.0%

6
1
2
2
3
0
2
2

33.3
66.6
132
16
11

8
3
3
3
4
1
3
3

37.5
75.0
163
24
2

7
3
3
3
4
1
3
3

42.9
75.0
167
25
2

7
3
3
3
3
1
2
2

42.9
66.7
174
21
1

独立取締役比率（%）
独立監査役比率（%）
取締役報酬総額（百万円）
監査役報酬総額（百万円）
内部通報件数（件）

取締役人数（人）

監査役人数（人）ガバナンス

全体
女性
社外
独立
全体
女性
社外
独立

42.9%
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今年で7回目となる統合報告書。私たちはすべての制作プロセスを内製化しました。きっかけはコスト
削減ではありません。メディアドゥらしい言葉とデザインで、後世に残る責任を自覚し明確な意思を刻
むことへの並々ならぬ想いとこだわりを、外部委託では表現しきることが難しかったためです。
統合報告書は財務・非財務情報を統合し、未来の価値創造に焦点を当てる任意発行の対話ツールで
すが、メディアドゥの未来を語るためには必ず通らなければならないプロセスがあると考えています。
それはメディアドゥの現在地と、現在に至るまでにどのような責任と覚悟のもとで決断・行動してきた
かを正しく捉えることです。このプロセスがなければ、メディアドゥが大切にしてきたアイデンティティ
が損なわれ、「メディアドゥらしさ」が失われてしまいます。今を生きる私たちは、30年の歴史の中で創
業者や先人たちが精魂を注いでつくり上げてきた約1,000億円の売上高、約2,000億円の流通総額に
表れる信頼と実績を継承し、社会に向き合い続ける責任があります。統合報告書の制作は過去に思い
を馳せ、責任を正しく引き継ぎ、未来を作るための“記録”を残す行為だと捉えています。社外の方々だ
けでなく、共に働く社内の人々に向けても伝え続けたいメッセージでもあります。これからもメディア
ドゥらしさを保ち続けるために、私たちはこのプロセスを堅持し、言葉に力
を宿して統合報告書を紡いでいきます。制作期間にして9ヶ月、メディアドゥ
の思いをどのように表現し、伝えることができるか。メディアドゥに愛を持つ
メンバーでの内製を決断し、誰ひとり妥協することなく制作に携わりまし
た。その果てに見えたものは、これから先に待ち受ける何事も乗り越えられ
るかもしれないという、私たち自身の成長と可能性でした。最後に、30年の
歴史を築いてくださったメディアドゥの先人たち、信頼を寄せてくださる取
引先の皆様、未来をつくる社員の皆様、そして制作に向き合ったチームメン
バーに、心からのリスペクトと感謝を捧げます。

5,840名15,205,174株

持分法適用関連会社数

事業年度

定時株主総会

単元株数

株主名簿管理人（お問い合わせ先）

連結子会社数

従業員数

所在地

資本金

創業／設立

代表取締役社長 CEO

社名

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
TEL：0120-782-031

三井住友信託銀行株式会社
〒100-8233 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

100株

5月

3月1日から翌年2月末日まで

1社

15社

連結：507名／単体：253名

徳島木頭オフィス：〒771-6403 徳島県那賀郡那賀町木頭和無田字イワツシ5-23
本 社 ：〒100-0003 東京都千代田区一ツ橋1-1-1 パレスサイドビル5F・8F

6,019百万円

1994年6月1日／1996年4月1日

藤田 恭嗣

株式会社メディアドゥ（MEDIA DO Co., Ltd.）

持株比率（%）持株数（株）株主名

株式会社SHIFT

株式会社トーハン

株式会社講談社

株式会社小学館

UH Partners 3投資事業有限責任組合

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

光通信KK投資事業有限責任組合

UH Partners 2投資事業有限責任組合

株式会社FIBC

藤田 恭嗣

466,600

489,649

544,000

564,800

636,600

722,200

994,700

1,134,000

1,731,700

2,486,444

3.07

3.22

3.58

3.71

4.19

4.75

6.54

7.46

11.39

16.35
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※2024年3月1日の終値を100としていますメディアドゥ TOPIX

97.43

146.05

IR情報トップページ

https://mediado.jp/ https://mediado.jp/ir/ https://mediado.jp/sustainability/

https://mediado.jp/medicome/ https://www.facebook.com/MediaDo3678/

公式Facebookオウンドメディア「Medicome!」

サステナビリティ

未来へ挑戦する社員の姿や事業の背景など、
「メディアドゥらしさ」を発信しています。

社内外のイベントの様子や最新トピックスなど、
当社の日常をタイムリーに発信しています。

持続可能な社会の実現に向け
た、当社の基本方針と具体的な
取り組みを紹介します。

決算資料や財務データなど、
投資家の皆様へ向けた情報を
公開しています。

設立30周年の決意を込めて全
面刷新。当社の過去・現在・未来
を繋ぐ公式サイトです。

宮城 夏果
大坂 和也
大坂 和也、倉本 崇、原 奈々、大島 紗妃
芦澤 大輔
大友 理華
中道 友梨
髙木 麻伎
大島 紗妃

全体統括
全体企画・編集
紙面企画・執筆
デザイン統括
デザイン・撮影
制作管理アシスタント
編集アシスタント
翻訳

執筆
デザイン
撮影
翻訳
校正
印刷・製本

樫本 倫子
久保 智子
山田 健司 ほか
永田 栄美、株式会社Storm（遠山 晃）
佐々木 奈津子
能登印刷株式会社

A.M

15,205,174株

金融商品取引業者

金融機関

その他の法人

個人・その他

発行済株式総数

外国法人等
（個人含む） 0.61%

5.50%

7.00%

32.75%

54.08%
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